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1は じ め に
今 日,日 本や欧米諸国の会計学界では国際会計についての論議がか まびすしい。 だがその内容
は資本主義諸国におけ る会計の調整,統 一化を中心にした論議に限定 され てい る。いわぽそれは
資本主義体制のもとでの国際会計 の探究であ る。 ところが今 日もう一方の体制であ る社会主義体
制の もとで も,国 際会計の探究が始 まってい る6そ れは コメコンに加盟 している社会主義諸国に
おけ る会計の接近,統 合,統 一化についての論議である。に もかかわ らずその内容は殆 ど知られ
ていない。 そ こで本稿の 目的は,資 本主義の国際会計 とは別のもう1つ の国際会計であ る社会主
義 の国際会計についての論議を考察することにある。
現在,社 会主義の国際会計の論議は コメコン諸国で展開されてい ることから,ま ず コメコンの
活躍について簡単に触れておこ う。
1949年1月に創設された経済相互援助会議はしばしば コメコン(COMECON)と呼ば れ るが,
正式の略称は英語では クメア(CMEA),露語ではセ フ(C∂B)である。創立に参加した国は ソ連,
ポーラン ド,チ ェコス,Pバキア,ハ ンガリーtル ーvニ ア,ブ ルガ リアの6ヵ 国であ ったが,そ
の後アルバニア,ド イツ民主共和国(以下東独と略す),モンゴル,キ ューバ,ベ トナ ムが これ に
加盟 した。 アルバ ニアは1961年以降事実上脱退しているが,1965年にはL-一'ゴス ラビアが準加盟
している。
近年 コメコソの 目指す活動は,1971年7月の コメコン第25回総会で採択 した 「コメコン加盟国
¢)協力の一層の強化 と改善および社会主義経済統 合 の 発 展 の 総 合 プ ログ ラム」(KOMmaeKcHag
nporpaMMaAansHefimeroyrny6aeHvagHcoBepmeHρrrBoBaHHgcoTPyAHlluecTBaMpa3BロTMScoqHaaHcT一
2r明 大商学論叢』第69巻第1・2号(1987年1月)(2)
MgeckoitgKoHoMHgecKonuHTerpaqHHc叩aH-yneHoBCgB)にみることがで きる。総合 プログラムに
よれば,社 会主義経済統合を 「……意識的に計画的に調整 された ところの国際的な社会的分業過
程,そ の経済 の接近過程 と最新かつ高効率 の国民経済構造の形成過程,経 済発展水準の漸次的接
近 と平準化の過程,経 済,科 学,技 術 の主要分野におけ る深い強固な関係の形成過程,各 国の国
(30,P.7)
際市場の拡大 と強化の過程,商 品 ・貨幣関係の改善過程……」 と規定し,こ のために 「コメコン
(30,P、9)
加盟国は経済協力と科学 ・技術協力を深めかつ改善して社会主義的統合を発展させてい く……」
べきであるとしている。また1985年6月のコメコン第40回定期総会では,国民経済の効率を一層
高めるためには,科学技術進歩の最新の成果を最大限に活用することが必要であると指摘し,社
(101,P.1)
会主義経済統合にとって科学技術進歩の加速化が 当面の最優先課題 とな ってい る。
ところで社会主義経済統合を 更に一段 と促進 させ るためには,コ メコン内で経済,科 学,技 術
の情報交換,各 国の経 済指標の比較検討,適 時な意思決定を行な う必要がある。1977年の時点で
み るとコメコンの情報 の種類 と比率は次の よ うに な る。1.科学 ・技術情報(自然保護,保健を含
む)……41%.2.企画 ・建設情報 と技術工学情報……30%.3.国民経済情報,計 画 ・統 計 情 報
(74,P.6)
お よび金融 ・会計情報……24%.4.サー ビスと商業の分野の情報……5%.こ の情報の す ぺ て
の種類の中に,会 計を通して提供した情報部分が含 まれている。別 の調査 に よると,コ メコソの
管理活動 で利用され るすべての経済情報 の うち60～90%の部分は,会 計に よって確保 され るとい
く　 コ　ロヨの
う。 ここに各国の経済情報を交換 し比較検 討して,そ の結果に基づいて意思決定ができる統一 さ
れ た経済情報 システムが必要 となる。 当然,会 計は このシステムを支え る1つ の要 素となる。確
か に,今 日の社会主義の もとでは会計は経済運営にとって重要 な用 具の1つ となってい るだけで
な く,国 民経済の計画化 と企業 の管理に とって必要な情報 の主要な源泉 の1つ として考 えられ て
い る。 しか も科学的に充分基礎 づけ られた会計システムは,特 定の経済現象の発生 と発展の起因
を摘 出し,そ の過程 の予測,最 適な意思決定,科 学的管理のための条件 と手段を決定す ることが
で きるし,こ の会計システ ムより得 られ る情報は,ブ ル ガリアのK.lleprenOBがい うよ うに,
f首尾一貫した,中 断な き,真 実の,正 確な,記 録 された情報であ り,経 済組織の活動を よ り完
(90,p.58)
全 に,首 尾 よ く追跡 し,調 査 し,分 析 し,統 制し,調 整す ることを可能にす る」 ものである。更
に社会主義会計の機能は こ うした経済現象とその過程の観察,測 定,調 整のみでな く,今 日の複
(62,1、】22)
雑 な経済機構のもとでは情報 の伝達,選 別 と関係 した会計の機能を拡大 しようとす る傾向 もある。
この点を ブル ガ リアのH.11ymaHOBによれば,会 計は 「情報 の取集,処 理,伝 達,組 織化 お よ
び創造 のシステムであ り……国家の社会 ・経済発展計画で示 された課題の遂行過程 における経済
(54,PP.9-10)
システムの状況 と活 動の統制 と分析のシステムである」 と説明してい る。 そしてこうした意義を
持 つ会計が コメコン諸国間で接近,統 合,統 一 されて コメコンの統一会計 システムを創造すれば,
社会主義経済統合を一層発展 させ ることができるとい う考えが台頭して きたのである。
最初 この考えは会計学者からではな くて経済学者か ら提唱 された。例えば,コ メコン諸国の貸
借 対照表 の内容を比較検討した ブル ガリアのr.BMHeBは,社会 主義経 済共同体の範囲では貸借
対照表の内翫 統一し,統一貸借対照裁 国際的に利用できる。とを証笛亡;2)またチ。コス。バ
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キアの £ 丑onexanは,「明らかに重要な目標は近い将来において,会計シスデムで得られる主
要な情報を漸次より緊密に接近させることである。経済活動のすべての側面を示す個々の経済指
(96,P.139)
標は,そ の構造と内容についてもまた決定方法についても,比較されなければならない」と主張
している。
経済学者によって提唱されたコメコンの統一会計システムの創造の考えは,そ の後会計学者へ
波及していった。会計学者も 「……会計分野における協力はコメコン諸国の経済関係の独自な方
く9&P.11)
向として,また社会主義国際分業の形態の1つとして考える」ようになっていった。確かにこれ
までは,コ メコン内で経済と科学技術の協力は進展しているにもかかわらず,コ メコン内の会計
の諸問題は充分に解決されていないだけでな く,会計を改善していこうとする各国間の協力も不
七分であったのである。またコメコン諸国の現行会計システムの各国間の差異は,各国の経済指
標の比較を困難にしていた。このためコメコン諸国の会計学者の間で,各国共通の統一会計シス
テムを漸次創造していこうとする論議が近年展開されてきたのである。
もっとも後に触れるように,コ メコン諸国における会計を接近,統 合,統一化していこうとす
る考えに,反対または懸念を表明している会計学者もいる。しかし現在のところ,反対または疑
(100,P.334)
問 視 す る 「… …声 は大 き くは ない」 とい われ る。 ソ連 で はH.C.MaqKeBHyroc,C.ACTyKoB,A.
H・KamaeB,10・B・KOprmoBなどが,コ メコ ン諸 国に お け る会計 の統 合化 の方途 を 探究 して い る。
.とりわ け統 合化 を深 く研 究 してい るのは,1977年にrコ メコン諸 国に お け る生 産 物 原価 計 算 の分
析』(AHanM3KaabxynupoBaHvagce6ecTollMocTHllpoAyKqHuBcTpaHaxCgB),1984年に 『コ3.コン加
盟 国 に おけ る会 計 の組 織 化』(OpraHu3aqMN6yxranTepcKoroygeTaBc叩aHax-uaeHaxCgB)を著 し
たM.C.M明KeBx蜘cで あ る。 そ こで以下,ILCMallKeBngrocの研 究 に依拠 しな が ら社 会主 義
の 国 際会 計 の論 議 を考 察 し てい くことに し よ う。
∬ コメコン諸国における会計の発展と統合化の諸問題
社会主義諸国の会計を接近,統合,統一を図ろうとする動向は,コ メコン加盟国のうち特に正
式加盟しているヨ 一ーロッパ社会主義諸国においてみられる。このためまず第2次大戦後から今 日
まで,東欧諸国の会計がどのように発展し,各国はいかなる会計問題を抱えているかを明らかに
.する必要がある。以下,東欧諸国における社会主義会計の発展を3つの段階に大別して考察して
い くことにしたい。
第1段階は社会主義的原則に基づいて会計を再編する時期であり,いわば資本主義会計から社
会主義会計への移行期である。,
ファシス ト・ドイツから解放されたとはいえ,東欧諸国の経済は惨謄たる状態であった。 この
ため,戦争で破壊された国民経済の復興と社会主義経済の基礎の建設が,この時期の主要な課題
となった。 この課題は ソ連の援助で解決されていき,東欧諸国は生産力を高め,1953年には工業
(3,P◆12)
生産高を戦前水準の3倍にまで増大した。同時に社会主義国有化も進展した。こうしfe状況のも
とで,「物質の生産と分配を全面的に国家的に記帳し統制しなければ,勤 労老の権力も勤労者の
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◆ ◆ ◆ ◆(115・P.256)
自由ももちえないし`資本主義のくびきのもとへの逆戻 りは避けられない」 とい うレーニンの見
解に基づいた社会的生産物の生産,分配,利用の統制手段としての,また社会主義経済運営の指
導用具 としての新しい社会主義会計の編成が急務となってきた。
コメコン諸国では,革命前から継承した古い会計は社会主義的変革後の国民経済の管理 と発展
にとって役立たず,社会主義に奉仕する新しい会計の編成を必要とした。そ こでまず 「戦後の初
期においては,会 計の統一された方法論的指示はなく,企業において種々の会計の形態と方法と
(98,P,40)
が採用された」。
国内の反動グループが新しい会計の編成,新規程の採用に対して妨害するとい う極めて困難な
条件のもとで,各 国は新しい会計を創造するための施策を実行していった。当時の施策のうち重
(98,P己40)
要なものは次のものであった。1.ドイツ占領からの解放後における企業財産の棚卸の完全実施。
2.物不足のため,原始的証愚書類,その他会計記録用紙の企業への補給。3.企業の支払規律,
財務規律の強化。4.貸借対照表と報告書の提出,確認の統一的方法の制定準備。5.ソ連邦財務
省によって作成された規程,訓令,指示の導入と採用。上記の施策はソビエ ト会計の経験を直接
利用するとい う内容のものであった。 このため,コ メコン諸国における 「社会主義的原則に基づ
(98,P.40)
く会計の編成は非常に短期間に遂行された」のである。加えて,ソ ビエ ト会計の経験の活用は費
(2・pp.44--45)
用を節約して会計を編成することができたといわれる。参考にした ソビエ ト会計の経験は会計法
規,勘定計画,貸借対照表と報告書,会計帳簿組織,生産費計算,材料計算などであった。
しかし革命前から会計が比較的発達していた東独,チ ェコスロバキアでは,ブルジョア会計の
影響を完全に払拭できなかった。 「そこでは社会主義的原則による会計の編成に際しては,ブ ル
(98,P.41)
ジ ョア ・コンツェルンで採用していた先駆的形態と方法を活用した」のである。その結果,後に
触れるように費用発生場所別の費用計算,特殊目的のための原価計算,変動費計算などの独特の
会計が生れていった。
コメコン諸国における会計の編成は会計実施を規制する政府の文書 として公布された。その中,
(98,P.41)
で重要なものは次のものであった。 ブルガリアでは商業 と公共食堂省によって作成された原価計
算に関する法令(1946年),最高国民経済会議で承認された会計に関する法律(1948年),チェコス
ロバキアでは企業会計の統一的組織化に関する法律(1946年),国民会議で承認された国民経済計
算の組織化に関する法律(1951年),会計の統一的基礎の確立についての政府決定(1946年と52年),
東独では国営経営と協同組合経営における会計に関する ドイツ経済委員会決定(1949年),人民所
有企業における会計実施についての基本規程などがそれである。一連の政府文書においては真実
性,資 材の記録,統制の組織化,社会主義財産の保全とい う会計の基本的課題が示された。また
一連の指令によって会計帳簿,証遵書類への記帳,取 引の処理 ・手続などを規定し,これに違反
する老に対する具体的な罰則を決定した。
新しい会計の編成過程で,と りわけ重要な役割を果したのは新しい勘定計画の設定であった。
この設定は困難な会計問題の1・つであったが,東欧諸国は 「1946年から52年までの間に,国民経
(98,P.41)
済と部門のための若干の勘定計画を設定していった」。 この場合,多 くの国は古い勘定を廃止し
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(2,P.109)
新 しい勘定を導入した。 しかし,若 干の国の最初の模範勘定計画には社会主義経済で利用 され な
い勘定 が残 った。 例えばル 一ーマニアと東独では,利 権(Konqeccng),特許権(naTeHT),優先使用
権(n"qeH3u9),金銭証書(qeHHNe6yMarva),株券(aK卯∬)などの勘定が残存 した。 また,社 会主
義生産関係に立脚した経済の過程を反映す る勘定が,新 しい勘定 として導入 され ていった。例え
ば東独では,生 産手段 の資本主義的所有を反映 した固定資本(OCHOBHotiKa∬HTaa)勘定は,生 産
手段の社会的所有を反映した固定資産 フォン ド(ΦOHAOCHOBHNXcpeACTB)勘定に代 り,流 動資産
(18,p.62){1,
フ ォン ド(ΦOHAO60POTHHXcpeACTB)の導入 と共に,資 本概念を取除き フォン ド概念を採用 した 。
企業 の経理 部課の創設 とそ こでの会計業務を統括す る会 計責任者のための規程 の制定は,新 し
い会計の編成 に とって重要 な役割を果 した。東欧諸国では1950年から52年までの間に,会 計(上
,(98,p.42)
級)責 任 者 の権 限 と義 務 に関 す る規程 カミ政 府 よ り公布 された 。 それ は 次 の よ うであ った。 ポ ー ラ
ン ドで は1950年1月20日,閣 僚 会議 は 「会 計(上 級)責 任者 の権 限 と義 務 につ い て」(0叩aBaxu
o6s3aHHocTsxrnaBHNx(cTaP皿x)6yxTallTepoB)を公 布 し,ブ ル ガ リア では1950年12月23日,閣僚
会 議は 「会 計(上 級)責 任者 に 関す る命 令」(Pacnop"xeHxeornaBHNx(cTaPmllx)6yxTanTePax)
を公 布 し,ハ ン ガ リー では 閣僚 会議 決定No.125「 企業 の会計 責 任者 につ い て」(OrnaBHHX6y-
xranTepaxnpempnsTnk)を公 布 し,チ ェコス ロバ キ アでは1952年11月15日,「会 計(上 級)責 任
老 の権 限,義 務,責 任 と会 計部 課 の組織 化 につ い て」(O叩aBax,06∬3aHH㏄T∬xHoTBeTcTBeHHocT"
rnaBHNx(cTaPmHx)6yxranTepoBuOdopraH販3a耶HygeTHotic"yz6H)を公布 し,ル 一ー'■=アで
は1948年末に,東 独 で は1948年の 中頃に 会 計責 任老 の権 限 と義務 をそ れ ぞれ 規定 した。 一 連 の規
(g8,p.42)〔2}程
は1947年の ソ連の同種の規程に基づいて制定 された。
また,コ メコン諸国では会計に対す る指導は財務省で行なわれ ることとなった。更に より良い
会計を組織 し会計を効率的に指導するため,ル 一ーマニアでは 「第1次 的計算 の組織化 と合理化に
関す る委員会」(1950年),「第1次 的計算形態の改良と体系化に関す る委員会」(1951年)が政府の
もとに設置 され,東 独では1951年に財務省の もとに会計研究所を,ハ ンガ リーでは1951年に財務
省の もとに管理組織に関す るビュー ローをそれ ぞれ設置した。 ブル ガ リアでは会計の理論 と実務
(98,P.42)
を研究する 「会計に関する科学会議」を設置した。
生産費計算と生産物原価計算の問題は,多 くの会計方法の諸問題の中で当時極めて現実的な問
題であった。 このため東欧諸国では,費用計算と原価計算についての種々の視点からの理論的,
実践的研究が行なわれた。 ブルガリアでは職場原価,生産原価,商業原価という3種類の生産物 、
原価の算定,計 画原価計算,報告原価計算という2種類の原価計算および月次報告書の作成を考
えていった。ハンガリーでは殆どの種類の生産物について計画原価計算と報告原価計算を四半期
別に行なうことを研究していった。東独では製品別原価をより正確に決定するために曾費用の種
類別 と発生場所別の支出計算に注 目していった。チェコスロバキアでは企業会計は会計・原価計
(98.pp,42-43)
算,統計,見積からな り,原価計算は会計から独立した領域の1つであるとする見解があらわれた。
第1段 階でのコメコン諸国における会計の主な発展内容は以上のよ、うであるが・この段階の会
計分野での各国間の協力の特徴は次のように要約できるであろう。それは会計の組織化り形態,.
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方法などについてソビエ ト会計の経験を利用したことである。ソビエ ト会計の経験を活用するこ
とによって,コ メコン諸国は統一会計法規を制定し,社会主義経済の新しい要請に応える会計を
総体 として編成し,その会計システムで確保した会計データを社会主義財産の保全と統制のため
に専 ら利用したのである。
第2段 階は社会主義会計の計画機能を強め,そ の基礎を一層強固なものにする時期である。
この時期のコメコン諸国においては,生産発展テンポは増大し,国民経済の物質的 ・技術的基
盤は強まり,社会主義国家間の経済協力も拡大した。 またこの時期には コメコン諸国は,経済の
多ウクラー ドを清算し,社会的総生産物において工業と農業との比率を変化させ,更に工業にお
いても消費財生産(Bグループ)と比較して生産財生産(Aグループ)の比率を大きく引上げた。
(8,P.9)
1960年には,コ メコン諸国における工業生産高は戦前の水準を大きくうわまわった。 こうした経
済の発展は個々の国で実行された当面計画,四半期計画,2ヵ 年計画,3ヵ 年計画後に策定した
最初の国民経済発展5ヵ年計画をすぺてのコメコン諸国で好成績に遂行した結果によるものであ
り,また国民経済の計画システムの創設の一環としての国営工業企業の社会主義経営方法である
独立採算制への移行によるものであった。
国民経済を計画的に管理し,企業を独立採算制で運営してい くためには,会計はますます正確
かつ効率的に実施されていかねばならない。 ここにコメコン諸国における会計に極めて複i雑な課
題が与えられた。これ までの会計実践を批判的に総括し,現行の会計法規を再検討し,それに基二
ついて会計の組織化,形態,方法を改善する課題が生じたのである。
改善はまず勘定計画から着手した。例えばハンガリー では1955年に工業企業のための新しい勘
(98ヵP.45)
定計画を設定した。それは工業部門の活動をできるだけ正確に把握して,管理責任者が経営の改
善,生産物原価の引下げ,生産性の向上のための政策立案に必要な経済活動のデータをできるだけ
確保するように設定した。 ブルガリアでは1952年1月1日から60年1月1日にかけて17種の模範
勘定計画があって,その うちの3種は工業企業の勘定計画であった。だが1960年1月1日からは
(6,P.67)
従来の勘定を統合した統一勘定計画を導入した。各国での新しい勘定計画の作成に際しては,1.
か くれた生産余力を摘出できるようにすること,2.国民経済の個々の部門の勘定計画を相互に
接近させること,3.企業の経済活動指標の計画化と分析とを統合させることに留意した。
第2の改善は会計帳簿組織である会計形態に向けられた。ルーマニアでは1955年まで,ソ連の .
カー ド・将棋盤型形態を若干改良した帳簿組織を採用していた。東独では1951年1月から謄写 ・
カー ド形態または手書による帳簿形態が採用されていた6ポ ーラン ドでは当時謄写形態を使用し
(98,P.as)
ていた。 こ うした状況の もとで コメコン諸国においては,1953年か ら57年にかけて ソ連 の集計表
(98,P.45)(3}
式仕訳指図書形態の普及と導入に大きな注意が払われていった。その際,ソ連のこの会計形態を
参考にしながら各国は 自己の会計形態を改良していった。・例えば,ポーラン ドではソ連の集計表
式仕訳指図書形態を採用すれば貸借対照表が適時に作成できることに注旨亡竃 チェコスロバキ
アでは漣 の鮒 表式仕訳指図翻 髄 若干修正砕 会計形態を採蹴 竃 轍 では漣 の集計
表式仕訳指図書形態の有効性をめぐって紙上討論を行なったが,その有効性を否定しこれまで採
(7)も うひ とつ の 国 際 会 計 の 展 開 一7
(4,P.61)
用していた謄写 ・カー ド形態でも会計業務の軽減と簡略化は可能であるとした。 この点について
東独のr.ro刀πは,「ソビエ トの集計表式仕訳指図書形態を研究すること,そして自国の会計形
(1,P.71)
態を変更せずに ドイツ会計のすべての先駆的なものを利用することは非常に重要である」 と指摘
した。
各国でいかなる会計形態を採用するかはそれぞれの国の特殊性に依存していた。例えばルーマ
ニアでのカー ド・将棋盤型形態の採用は,この形態が非常に簡単で便利であったという理由だけ
(2,Pし142)
でな く,こ の形態に使用 され るカー ドや用紙を極めて多 く持っていた とい う理 由からであ った。
東独 での謄写 ・カー ド形態の採用は,こ の形態 が計算機 も活用で きる うえ,こ れ まで長期間好成
(18,P.64)
績に利用 してきたため集計表式仕訳指図書形態への移行を必要としない とい う理 由か らであ った。
第3の 改善は会計業務を効率化す ることに向けられた。それは第2次 大戦中か ら戦後にかけて
ソ連のA.Jlo3uHcKllthが研究開発した会計におけ る科学的労働組織(HaygHagopraHH3aqugTpyAa
(4)
略してHOT)を具体化した会計業務予定表のコメコン諸国への導入を中心にして行なわれた。 例
えば,東独とハンガリーでは1953年から56年にかけて会計業務予定表の普及に大きな関心が払わ
れた。ハンガリー では鋼鉄製品工場の専門家は会計業務予定表に注目し,その結果報告書作成の
期間短縮のための広範な運動が展開されていった。ブルガリアでは政府の委員会が会計業務予定
表のソ連の経験を参考にして会計業務の効率化を討議し,その結果閣僚会議は1957年に会計と財
(98レP47)
務についての諸報告書を削減す る特別決議を採択した。
第4の 改善は会計の機械化を促進 させてい くことであ った。 当時の コメコン諸国におい ては会
計の機械化 の水準は同一では なかった。 チェコスロバキアと東独では会計の機械化は大戦前か ら
比較的高い水準に達 していたが,そ の他の諸国では1960年代の中葉 まで手労働に よる会計が主で
あ った。 ブル ガ リア,ポ ー ラン ド,ルーマニア,ハ ンガ リーでは合計機,会 計機が丁度普及 した
時期 であった。大企業 で も穿孔機 の利用は限られていた。 これは計算機を製作す る特殊 な土台を
(98,1㌧47)
持 っていなか った ことに よるものであった。
そ こで各国は計算技術を発展 させ,計 算機を会計業務に導入 させ る政策を採 ってい った。例え
ば,チ ェコス ロ・ミキアでは1951年には会計 ・計画業務の機械化の諸問題を研究す る 「To6yc」科
学研究所を創設 し,1960年7月14日付の政府決定では各省に管理分野における電算機 の採 用のた
めの条件整備を義務づけ,1961年11月3日付の政府決定 では1980年までに国民経済へ電算機を導
入す る計画案を承認 した。東独 では1956年に,全 国民経済におけ る会計の機械化を計画す る人民
所有企業 「MaMHHHNnygeT」を国家中央統計局所属企業 として創設した。ハ ンガ リー で は1959
年に財務省の もとに管理業務の組織化 ・機械化の研究所を設置した。 ブル ガ リアでは1962年に閣
(98,pp.47-48)
僚会議は管理業務の機械化 ・自動化に関する決定を公布した。
各国で計算技術の発展,会計の機械化の政策を実現してい く過程でコメコン諸国の文献には・
次のような提案が樋 してあ弗 鑑1.会 諜 務の機械イヒは生醐 程の蹴 化・自靴 と密
接な関連のもとで行なうこと。2.会 計の機械化は原始的証愚書類の改良を初めとす る会計の改
善を必要とすること。&計 算機の型,規格を統一すること。▲ 機械化はデータの原始的処理に
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しば しば利用 され るので電算化,自 動化は機械化を完全に排除す るものでないこと。そ こで これ
らの問題を解決す るために国際会議 が開催 された。東独で1955年10月に電算機 と情報処理の国際
会議,同 じ東独 で同年11月に計算技術手段の国際会議,ハ ンガ リーで1959年9月に会計 ・管理業
務の計算技術手段の生産に関す る国際会議,ル ー-vニアで1964年7月に機械化 ・自動化の もとで
く　おコ 　ロロる　　る　ラ
の会計幹部養成問題のゼ ミナールが,そ れぞれ開催されてい った。
各 国で会計の計画機能 とその基礎が強固になるに従 って,第5の 改善 として会計方法が討議 さ
れてい った。 その1つ はポーラン ド,ハ ンガ リー,ブ ルガ リアにおけ るソ連の材料計算法である
残譲 鯵 離 して材酬 算の雛 蝶 獺 を削減した己 ㍊ 官,もう、つ酪 臨 おける生
産費計算と生産物原価計算の改善であった。
ハンガリー では生産物原価計算は総括計算法,分割計算法,グループ計算法のいずれかに基づ
いて生産物の種類別,グループ別,シ リー ズ別に行なうことを考えた。東独では費用の種類,費
用の発生場所,コ ス ト・センターを考慮した国民経済全部門のための統一費用計算法に着 目して
いった。ブルガリアでは 「低原価で高品質の製品を1」をスローガンとした社会主義競争の展開
と共に,24の経済部門の生産物原価計算規程を制定し,原価を日常不断に把握することに努力し
た。チェコスロバキアでは原価計算の基本原則として1.生産と実現(販売)に関連した当該企
業の支出のみを生産物原価に算入すること,2.費用の発生時期別に支出を区分すること,3.企
業の活動範囲別に支出を区分することを提案した。 この時期のチェコスロバキアでは会計,統 計,
業務技術計算の統合化は進み,こ の時から原価計算の会計からの独立は具体化されていき,報告
原価計算は会計の一部となり,事前原価計算は見積と共に計画化の分野 となった。ポーラン ドで
く　 の 　にぶべ　ゴヨの
はこの時期に原価計算の費用項目を簡略化することに注目した。
第2段階でのコメコン諸国における会計の主な発展内容は以上のようであるが,こ の段階での
各国の会計発展の特徴は次のように要約できるであろう。それは社会主義経営方法である独立採
算制を国営工業企業に適用したことにより,各国は独立採算制を強化するため会計を必須の用具
と考え,ソ ビエ ト会計の経験を引続き活用して勘定計画の改訂,会計帳簿組織の改良,会計業務
の効率化・会計の機械化 ・自動化,会 計方法などの個々の会計問題を討議していったことである。
そして,整備された会計システムから得た会計データを国民経済の計画化と企業の管理のために
利用したのである。
第3段階は会計が コメコン諸国で開始された経済改革にとっての強力な用具とならねばならな
くなってきた時期である。
この時期のコメコン諸国においては,社会的生産の効率を高め科学技術進歩を速めるために,
国民経済の計画化と企業の管理のこれまでの強度の集権的システムを分権的システムに改革して
い くことになった。第2段階までは国民経済全体 とその環である企業を総体として把握した計画
化 と管理のシステムの発展が主であったのに対し,第3段 階では計画化と管理のシステムの個々
の側面を企業の自主性の拡大と共に改革してい くことになった。 このため経済改革によって生み
だした新しい計画化と管理のシステムに見合う新しい会計理論と新しい会計システムを創造する
(g)も うひとつの国際会計の展開9
ことが必要 とな って きた。 この課題の解決においては特に,東 独,ハ ン ガリー チ ェコスロバキ
ァの経験は貴重な成果を残 した。
まず東独の経験をみ よ う。東独は経済改革 との関連で会計を改善しようとす る動 きを最初に起
した国であ り,「そのイニシアテ ィブは,会 計は経済統計の特殊の事象であるとい う考えを持つ
統計家から臨 礫 」.蜘 では1963年以前にお・・ては会諏 対する構 は,財 務省で行なわれ
ていて国民経済の金融 と国家財政 との相互関係を調整 していた。だが経済改革の開始 と共に,19
63年11月10日付の閣僚会議決定 「ドイツ民主共和国におけ る国民経済に対す る指導 と計画化の新
しい経済 システムでの国家中央統計局の責任 と主要課題について」(060TBeTCTBeHHOCT"MrnaBHNX
3aAaqaxr耳CyBHoBortsKoHoMnyecKoticvacTeMennaHllpoBaHuaMpyKoBoAcTBaHapollHNMxo3s「tcTBoM
BrAP)によって,会 計 と統計の組織化に対す る指導は中央統計局にゆだねた。 更に1966年5月
12日,閣僚会議の決定 「会計 と統計の統一システムについて」(OeAHHoficucTeMeygeTallcTaTn・
CTIiKn)を承認 した。 決定 では 「最少限の費用で充分科学的に基礎づけ られたデー タを確保し,
すべての段階 ・レベルにおいて社会主義再生産過程の計画的指導のための経済分析でそのデー タ
く　　ヵ 　テの
を最大限に活用させる目的をもって,会計と統計の全般的基礎を統合する」ことを明らかにした。
会計と統計の統一システムの創造にはL情 報の立案に際し個々の企業の経営的課題よりも国民
経済の課題を優先する,2.経済過程を統一的に分類する,3・物量測定・価値測定・時間測定を
　 ロリ 　マの
統一する,ぺ 企業別,地域別,生産物種類別に情報を統合するという4原則の順守が確認された。
つまり統一された物量測定,価値測定,時間測定によって統一された経済過程を把握し,会計と
統計の融合でもってそれぞれの管理段階 ・レベルに必要な情報を確保するのである。従って会計
と統計の統一システムの基本的な考えは,生産の計画的指導に必要な情報を多面的に活用するた
めに種々の経済現象を会計と統計で一括して把握することにある。 この構想を実際に具体化する
ゆ
に当って東独の会計学者は創造的な活動を展開していった。
そして1964年から65年にかけての大規模な準備活動後に,「会計と統計の統一一システムに関す
く　 り　ロコエ　ト エるの
るテーゼ」(Te3vacoeAnHoitcnCTeMeyqeTaHCTaTHCTHKH)カS示された。テーゼは統一システ ムの
目的,課 題,導 入条件を規定し,先 の1966年5月12日付の閣僚会議決定を基調に して会計,指 標,
デー タ収集,評 価,情 報の信愚性,報 告書な どのシステムのすべての要素についての具体的な指
磯 羅 じ建.さ らにまte・97・年5別 日,東麺 府は1971年から75年までの会計と統計の統一
システムの発展構想と80年代におけるその発展の基本的内容とを承認した。
会計と統計の統一システムについての具体的な諸問題は国際会議 学界・企業などで何回も討
議され,その成果に基づいて統一システムをより良いものにしていった。例えぼ,1972年に東独
の中央統計局主催の会議で生産物原価の算定と統制,費用の標準化とりわけ間接費の標準化が不
充分な規則であると批判さ繰 のを難 セ・して,1972年9月8日・閣療会灘 会計と統計の前1・
提起される要求を単純化することを決議し,これに基づいて1972年9月22日,中央統計局は会計
と統計のデータの収集,分析を簡略にするための指示を公布した。そして費用計算の主要な課題
として1.費用項目の決定,分 析およびその水準,動態に対する統制・2・工場内独立採算制と
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収支計算の採用,.個々の生産亜部 門の費用計算 と費用統制,3.価 格形成に必要な基礎的デー タ
(43,p.206)
の確保を規定した。
1976年1月1日からは会計と統計に関する新しい規程が適用されている。規程は価値測定によ
る場所別,客体別に生産費計算を行なうこと,費用を工場内独立採算制で効率的に統制すること
に大きな注意を払っている。今 日の東独においては60年代から形成されてきた会計と統計の統一
システムは,重要な社会的事象と生産過程を計画し,その計画を統制して意思決定に最大限役立
(98,P.52){7}
つ,国 民経済 と企業の情報 システムの1つ として考えられている。
ハンガ リーでは,1968年に国会で 「計算手続について」(OnOPfiaseyueTa)の特別法令が承認
された後に,こ れに基づ いて1970年の 「会 計手続に つ い て」(OnopgAKe6yxranTepcKoroyqeTa)
の規程,貸 借対照表作成 と棚卸実施義務規程,経 済取引の原始的証愚書類規程,生 産物原価計算
'規程 を公布した
。そ して会計 の方法論 の指導機関である財務省は,統 一原則に よる部門勘定計画
の設定,原 始的証愚書類の確認原則,報 告原価計算の組成,財 産の棚卸法 と評価法,貸 借対照表
(98,P.53)
と損益計算書の作成原則などをより正確精緻なものにした。
近年のハンガリーでは管理システムにおける会計の役割と概念を明確にしようとしており,会
計の概念の中に 「簿記(総合計算とそれと罠係した分析記録),費用計算と生産物原価計算,貸 借対
(4?,P.4)
照表と損益計算書,それらに基礎づけられたすべての種類の内部情報」を含めている。そしてこ
うした会計を有効に実施していくためには,そ の責任者の役割がなによりも重要であるとし,19
70年の先の 「会計手続について」の規程では,「経済組織の指導者(企業長,議長など),経済組織
で会計方法に責任を持つ人(経済指導者,その次長,企業長,経理部長など)は勘定計画 生産物原
(24,P8)
価計算方法の策定に,またその内容を管理するに当っての法的順守に配慮しなければならない」
と明記した。この方針に従って個々の企業では自己の企業の条件に応じた会計の具体的な規則を
制定し,その規則に従って個々の企業は計画遂行や生産費に対する統制,財 源の効率的利用,深
い経済分析に必要な情報を確保する会計システムを組成する。同時にこのシステムで国民所得,
社会的生産物の計算,国民経済的視点からの個々の企業の業績評価などの情報をその内容を統一
して確保していこ うとしている。だがこうした会計シろテムの創造に当 り,個々の企業をどのよ
うに考慮するのかといった問題や会計幹部の不足などで問題を抱えている。しかも今後のハンガ
リーにおいて会計を一層改善させてい くには生産,技術過程,管理方法などの発展から生ずる変
(26,p.149)
化を最大限に会計システムに反映させる必要があるといわれている。
こうしてハンガリー では企業は上級機関から義務的指令としてではなく参考指令としての経済
指標を受取 り,それを参考として経営計画を策定するなどの徹底した分権化の経済改革が進展し
ており,それに対応した会計システムの構築を目指している。
なおハンガリーは1968年1月から他の社会主義諸国に先駆けて直接原価計算の採用に踏切って
(47,P」37)
いるが,この点については後に詳しく触れる。
チェコスロバキアでは,1966年から67年の間にすぺての会計を基本的(全般的)会計と工場内
(原価計算)会計という2つの情報領域に区分した。基本的会計は企業全体の財政状態 と経営成績
(11)も うひとつの国際会計の展開11
の把握を目的とするものであ りbこの会計システムで企業の経済活動についての主要な経済情報
を確保する。他方,工場内会計は企業内部の工場管理を目的とするものであ り,この会計システ
ムで費用の発生 ・形成を組織的に統制する。前者の会計はすべての企業において統一的に採用さ
れていて同一の情報を確保し,そのデータを全国民経済的規模で総括して国民経済の計画化と管
理のために活用する。後者の会計は基本的会計に対する補助的会計として考えられているものの.
個々の企業においてはコス ト・マネジメン トのための,また生産活動,亜部門活動の業績評価の
ための極めて重要な用具である。工場内会計で把握されるデータから1.実際原価を算定しそれ
と工場内決済価額とを対比する,2.工場内亜部門活動の計画化,分 析,統制,評 価に必要な情
(52,pp.12-19,40-50)
報を確保する,3.亜 部門の収支 を明らかにし生産遂行に対す る責任を明確にす るのである。
基 本的会計 と工場内会計 とは通過勘定(TpaH311THHrtcgeT)または鏡の勘定(3epxa品H頒cgeT)
(52,P.18)
と呼ばれる特殊な勘定で結合しているが,前者は国民経済全体の計画化と管理に必要なデータを
も確保しなければならないため,そのシステムは全社会的に最大限統一されているのに対し,後
者は個々の企業において生産組織,生 産の専門化と技術過程,機械化と自動化などに相違がある
ため,そのシステムを全社会的に統一することは困難となる。そこで工場内会計は種々の会計法
規で規制されるとはいえ,その実施の具体的方法は個々の企業の自由裁量にゆだねた。 このこと
は,一方で会計に対する企業責任を強め会計への企業の関心を高めることにな ったが,他 方で
「費用分析における会計の水準を引下げ,また再生産過程でのその効率の強化に 際し会計の機能
(67,pp.468-469)
を弱化 させた」。多 くの工業企業においては生産物原価の形成に対す る統制を弱めることに な っ
た。 そ こでチ ェコスロバキアでは1976年から77年にかけて,再 び会計システムに対す る改善が展
開されてい った。1977年に ソフィアで 「質 と効率の向上のための会計 と会計幹部の役割と地位」
についての科学者 と実務家 との会議が開催 され,会 議の席上チ ェコスロバキア財務省は今後の改
(8}
善策を示した。 こうして企業内のすべての亜部門における経営課題 の達成,コ ス ト・マネジメソ
ト,節約方式の順守に対す る用具 としての工場内会計を改善 している。 そして今 日,チ ェコス ロ
バキアでは1つ の取引を情報の重要な源泉 とみなし,そ の取引か らの情報を1回 で把握 して,そ
の情報を管理のために反復 して活用 できるような会計システムを構築 しようとしてい る。
東独,ハ ンガ リー,チ ェコス ロバキアにおける以上の ような経済改革開始後の新 しい計画化 と
管理 のシステムに見合 った会計システムの改善 と同時に,こ の時期 のコメコン諸国では各国の先
進 的経験の研究や国際会議 ・シンポジウムの討議を経て,自 国の会計システムを一層改善 してい
こうとする傾向が明確になってきた。特にそれは1.計 算機,電 算機 といった計算技術手段を広
範 かつ効果的に利用す る,2.会計の情報機能を強化す る,3.自動生産管理システムのサ ブシス
テムとしての会計を確立す るとい う点に端的にあらわれてきた。
まず第1の 点につ いてみ よ う。当 時のすべ ての コメコン諸国では,会 計システムの一層の改善
を最新の計算技術手段 とりわけ電算機の効率的な活用 と結びつけた。その際,会 計データの取集
と処理において並行主義 と呼ばれ る業務の重複を排除することに注 目した。科学技術進歩の もと
での業務の電算化を9.r.rmabAeは次のよ うにいっている。「(水光熱費のような)生産上 の 種 々
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の費用は計器,その他の記録装置によって支出場所に記帳され よう。しかもこの記帳は電算機に.
記憶されている常備の価格情報に基づいて,費用を物量的表示から価値的表示へ転換させる電算
(36,PL32)
機ヘデータを直ちに伝送するのである」と。 ここに第1次的情報を自動的に記録することが,会
,計業務の合理化にとって重要な方向となってきた。そして東独,ハ ンガリー チ ェコスロバキア
では この時期に会計データの電算機による処理が広 く行なわれるようになつた。
丁度この時期,東独,チ ェコスロバキアでは新型の高性能の計算機が生産され,そ の生産量 も
(98,P.58)
増大した。 ソ連でも第10次5ヵ年計画期(1976～80年)に第4世代の電算機の生産が開始された6
コメコソ諸国では会計の機械化と自動化の水準も著しく高 くなった。 とりわけ会計と統計の統一
システムを採用している東独の大企業においては,電算機の導入の意義は大きかった。そこでは
今後,「電算機の統一システムの技術的基礎に基づいて,多 くの企業における同種の課題を解決
(95,P」44)
するための統一プログラム ・システムを創造する」という目標がある。このことはデータの収集
からその分析にいたるまでの会計と統計のすぺての業務を,すべての管理レベルで総合的に合理
化することを課題としているのである。
そしてコメコン諸国における会計の機械化,自動化の進展は,後に触れるが,各国の会計シス
テムの統合化を速める重要な1つの要因ともなっている。
次に,会計の情報機能を強固にするとい う第2の点についてみてみよう。 この問題は計画化 と
管理における会計データの役割を高め,会計情報の質を向上させることと関係している。現在,
会計データは計画化,経済分析,生産管理などのために各分野で活用されており,会計情報シス
テムは経済情報システムの中で最も重要な部分としてコメコン諸国では考えられている。
(100.p,323)
例えば,ブ ルガ リアのT.TOTeBは「会計情報は経済情報 の中心 であ る」 とい ってお り,こ の
ことを,ル 一ー'vニアのA.Pycyは会計情報は よ り完全,よ り正確,よ り機動的な情報であると
⑨
説明し,ポーラン ドの3.MeCCHepは会計情報は他のいかなる情報 よりも信愚性ある全面的な情
(100,pL323)口[》
報であると説明 してい る。 またポー ラン ドのA.SpyrOBa,KO.CKOBPOHCK戚は会計情報を企業
の外部的環境 と内部的構造 との関連でモデル化 し,経 済効率に対す る責任 と権限を明確にし よう
(100,P.323)
としている。 更に ブル ガリアのK.nepreAOB,モンゴルのT.EHXOHは情報 システ ムの組成 部分
であ る会計はその会計諸方法を不断に発展させてい く集合体 である と理解す るが,そ れは,ポ ー
ラン ドのK.COBaによれ ば,そ れ 自体 目的を持たず管理上 の課題を解決す る 手段にす ぎないと
(lee,P.s23)
考 えるのに対 し,K.fleprenOBによれば,「情報 システムとしての会計の優位性は独 自であ るこ
と,固 有であること,科 学的な根拠 がある こと,利 用 す る方法に発展があることにあ り,そ れは
(ge,P.59)
弁証法的唯物史観,科学的方法で規定された事実 と法則性に基礎を置いている」と考える。
今 日のコメコン諸国においては;情報システムとしての会計の効率を高めるために種々の施策
が採られている。 例えば東独では会計情報を次のように厳しく規制している。 「情報はその受取
人(それぞれの管理段階の指導者)にとって具体的かつ明瞭なものでなければならな い。 指導者が
受取る情報は偶然的なものとして取扱 ってはならない。情報の移転方法,そ の合理的な伝達方法
(55,P,26)
を正確に決定する必要がある」と。ハンガリーでも会計情報システムは1.企 業の財産と財務的
(13)も うひとつの国際会計の展開13
成果 についての実際のデー タ,2.意思決定のためのデ 一ータ,3.技 術的 ・経済的施策に対す る実
行噸 と実行後の統制に必要なデータを確保することを鋤 づ罐 燗 。
他方,コ メコン諸国の会計文献は情報システムとしての会計を組織するに当って,今 日若干の
欠陥があることを指摘している。その主要な欠陥は企業 と上級機関の指導者は情報を遅れて受取
り,しかも受取ったデータを指導のために充分活用しないということであるとい う。このため,
個々の企業の経済活動についての情報を最少限の費用で早急に確保することが必要 とされている。
また情報の形成が遅いのは情報の移転に際し,煩雑な手続が多 く処理に手間取るからであるとい
う。そこで情報の収集,伝達,処理の労力を減少させて意思決定に必要な企業の経済活動の情報
を短期に確保することが重要 となる。同時に情報システムとしての会計の効率を一層高めるため
にLそ れぞれの管理レベルにとって必要な会計指標を明確にすること,2.デー ダ ・バ ンクを
設置すること,3.各現場での情報取集の選択基準を作成すること,4.会計の情報機能と統制機
(98,p.60-61)
能 を 充実 させ るた め の会 計 の 諸方 法 を一 層改 善す る こ とな どが重視 され て い る。
こ うして コ メ コン諸 国で は,会 計 の情報 機 能 を一層 強 固 な もの に し よ うとす る傾 向 が共 通 して
あ らわれ て い る。
自動 生 産管 理 シス テ ムの サ ブシス テ ム として の会計 を 確 立す る とい う第3の 点 につ い て み る と
次 の 如 くな る。この 問題 は ソ連 を 初 め とす る コ メ コン諸 国 の この10年間 に,創設 されつ つ あ る 自動 ・
生 産(企 業)管 理 シス テ ム(aBToMaTH3npoBaHHagcllcTeMaynpaBneHu∬npoM3BoncTBoM(rtpeAnpnkTeM)
略してACyR)ま たは 自動情 報 収 集 ・処 理 シ ステ ム(aBToklaTll3HpoBaHHagcMcTeMac60pano6pa60TKn
UHtPOPMaqnu略してACOZ)と 関係 して いる。 会 計 をAcyrlの サ ブシ ス テ ムと して理解 し よ う'と
す る点 では,今 日の コ メ コン諸 国 は共 通 して い る。 だ がそれ に つい て の統 一 ア プ ローチ は な く,
　 ロう 　ロ　の
Acynに おけ る会 計 の地 位,意 義 につ い ての 科学 的 に基 礎 づけ られ た 統一 見解 は み られ な いd
ソ連 で はAcynに つ い て2つ の見 解 があ る。1つ はACYfiの 計画,計 算,調 整 の機 能 を調
達,生 産,販 売,財 務 の個 々の領 域別 に 分割 す る考 え であ るbも う1つ はAcynの 機 能 を 種 々
の経 済 計 算 を統 合 した 会 計 の サ ブシ ステ ム,ま た は会 計 だけ の サ ブ シス テ ムに 所属 させ る考 え で
あ る。 また ソ連 の会 計 文 献 では 会 計 シス テ ムに さ まざ まな名 称 が付 け られ てい る。 例 えば 「経営
計算,統 計計 算,簿 記 計 算」(ollepaTvaBHHtiygeT,cTaTucTHqecxvafiyqeT,6yxranTepcKmiy9θT),「工
場 内計 算 」(BHyTpH3aBoAcxliitygeT),「計算 と経 済 分 析」(yueTHgKoHoMllqecK}lilaHanM3),「計算 と
報 告 」(yqeTMoTqeTHocTL),「簿 記 と統 計」(6yxranTepcKvafiygeTHcTaTncTvaKa),「計 画 化 と生 産
計算 」(llaaHvapoBaHMeuyl」eTnpon3BoAcTBa),「計 算,統 制 お よ び経済 活動 分 析」(ygeTliKoHTpoab
(98.P.62)
naHanM3xo3AticTBeHHotiAeATenbHocTu),「簿 記 」(6yxranTepcKMtiygeT)など で あ る 。 ブ ル ガ リア
で は 会 計 サ ブ シ ス テ ム は 「会 計 ・財 務 」(6yxranTepcKo・(PHHaHcoBasnoAclicTeMa),「財 務 ・会 計 」
((1)nHaHcoBo-・6yxranTepcKagnollcMcTeMa),「会 計 ・財 務 ・統 制 」(6yxraATepcKo-tPuHaHcoBo-xoHTponbHa"
noAcncTeMa),「会 計 ・計 算 」(6yxra刀Tepcκo-yueTHailnogcHcτeMa)など さ ま ざ ま に 呼 ば れ て い る 。 だ
が ソ 連 と 異 な る 点 は,Acynの 構 造 は 「指 導 ブ ロ ッ ク 」(pyKOBO酬耶06nOK)・ 「調 査 ブ ロ ッ ク 」
ζPa3pa6aiHBaromni6noK),「執 行 ブ ロ ッ ク」(llcnonHliTenbHNti6noK),「統 制 プ ロ ヅ ク 」(KoHTponbHNit
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6aOk),「サー ビス プ ロ ック」(06cny*vaBatOPtllit6nOK)からな る として い る ことで あ る そ の際 ブ
ル ガ リアのM・JLymaHOBによ る と会 計 サ プシ ス テ ムは1つ の ブロ ック とは な らず,あ る場 合 に
(68,P.99)
は 「執行 ブロ ック」に含 められ別の場合には 「サー ビスブロック」に所属す るとしている。
こうしてAcyrrのサ ブシステ ムとしての会計に対する見解は各国で異な ってい る。 しかし会
計 サ ブシステムを一層発展 させ てい こ うとす る傾向は各国で共通 してみ られ る。その発展=につい
てチ ェコス ロバキアのil.BeHemは,今後 のシステムは 改革の結果に よって創造 された もので
な くて,現 存の経済情報 システムを発展させていった ものでなければならず,と りわけ企業 と上
級機 関での管理に役立ち普遍的で分析 に資する ものでなけれ ばならない といっている。JLBeHeln
に よれば将来の会計システムは管理のため の効率的,最 新的,積 極的な用具 とな り,独 立採算制
の強化,統 制,客 観的な業績評価な どに役立ち,更 に財務政策,価 格政策お よびその他の国家政
(27,pp.13-14)'
策 の立案に資するものでなければならぬとい うのである。
第3段階でのコメコン諸国における会計の主な発展内容は以上のようであるが,この段階での
各国の会計発展め特徴は次のように要約できるであろう。それは経済改革によって開始された計
画化 と管理のシステムの改善において,各 国は会計の役割を一段と重視しその機能を一層積極的
な ものとしていったことである。つまり取引の記録,会 計資料の取集 ・処理 ・伝達とい う基本的
な機能に加えて,会計の情報機能を著しく発展させていった。そしてこのことは経済過程の深い
分析と企業活動の正確な評価のための用具 としての会計の役割,また合理的な経済運営と効率的
な企業経営のための用具 としての会計の役割を高めることとなった。同時に国民経済の発展計画
と企業の経営計画の策定にとっても,またこれらの計画の実現にとっても会計の役割を意義ある
ものにしていったのである。
以上のようなコメコンに正式加盟している東欧諸国における社会主義会計の発展の大きな流れ
をみると,それぞれの段階でのシステムの改善,会計問題の解決において各国に共通の傾向があ
る こと,そして特に今目,各国は社会的生産の効率を高めるために会計の質的水準を共に引上げ
ようとしていることを知ることができる。それはコメコン諸国内で会計を統合させ ようとする考
えがあらわれてきた背景ともなっているのである。
(1)ソ連では第1次5力 年計画期(1928～32年)の中頃に,資 本とい う用語は フォン ドとい う用語に変 っ
(32,p.136)
ている。 この点については 〔108〕を参照。
(2)ソ 連の1947年の会計責任者規程につ いては 〔lll〕を参照。
《3)'ソ連の集計表式仕訳指図書形態につ いては 〔103〕の303ペー ジを参照。
(4)ソ連の会計業務予定表については 〔112)'を参照。
〈5)ソ ビエ ト会計の この残高法は,倉庫では材料の動態を物量計算のみで把握 しその貨幣計算は会計係で(100
.P.292)
行な うとい う,40年代の ソ連工業で広 く採用 されて以来現在 まで利用されている材料計算法である。
〈6)と りわけ9.nOAameBcKHti(1986年春,日 本で開催 された国際経営学会に参加した東独の学者)は
大きな貢献をした。9,nonameBCKHtiはシステムを安定にす る条件として,次 の点を挙げた。Lす べ
ての分類が調和 されていること。2,会計期間中は会計方法の変更を禁止す ること。3.変更は情報シス
テムゐ全分野で一斉に実施すること。▲国家全体にとづても,ま た生産職区に とっても必要 とす るデー
ハ
タは原始的証遇書類に反映させること。5.長期間採用される概念の経済的内容は不変であること。 同
く15) もうひとつの国際会計の展開 孟5
時に9.nonameBCKniはいかなるシステムもその安定は絶対的な ものではないと考えて,L名 称は漸
次変更す る,2.経済は変化し新しい技術過程が生起す る,3,情報に対する需要はη断に増加す る,4.
・ 管理における中央集権化 と非中央集権化の関係は変化するとみ る。そして構想を具体化す る際にはL
明瞭な責任の分担,2.情 報の流れの決定,3.デ ータ評価法の設定,4.組 織化す る手段の決定,5.専(100,P.324)
門用語の設定 とい う5つ の指向を提示した。
《7)会 計 と統計の統一システムの今後の発展方向 としては,§).KynφePHare』b(1977年春,日 本の社会
(31,P.15)
主義経営学会大会に参加した東独の学老)によって,次の点が強調されている。L会 計と統計は社会
主義社会の源動力,その発展要因,その相互関係の情報を把握すること。2.この情報を指導と意思決定
に役立つように組成すること。3.情報処理の自動システムの発展と共に,会 計と統計によるデータ収
集の費用を削減すること。4.会計と統計で得た情報を企業間,国 際間の比較分析に利用すること。5
会計と統計からの情報の調整 ・統合化を不断に改善すること。
(67,PP.470-471)
〈8)改善策は次の点を強調した。1.価格形成に対する費用組成の影響を考慮すること。活動種類別の費
用計算と実現生産物の費用計算とを個別に組織すること。2.生産物の実現からの経済活動の成果と,原
価の節約(または超過支出)に よる経営内の成果とを個別に考慮すること。3.実際の費用額と事前に設
定したその額 とを比較して,両者の差額を綿密に統制すること。4.実際原価計算と事前原価計算とを結
合した費用計算であること。5.生産物原価計画,事前原価計算を会計上首尾一一貫した調整あるものにす
るための基本的前提を創造すること。6.会計担当老の役割を引上げること。企業の経営責任者 と会計責
任者 との関係を密接にするζと。経営責任者を情報システムの創設,運営,利用の業務に引入れること。
τ再生産過程管理,利潤形成,財務の諸問題を解決するために会計報告書のデータを活用すること。
〈9)カトビチェ大学に籍を置く3.MeCCHepはヤルゼルスキー政権下で第1副首相の地位にあったがi
1985年11月6日付の朝日新聞によると,ヤルゼルスキーの後任に3・MeccHep副首相が首相に昇格し
たことを報じている。
〈10)ん兄pyrOBaは1985年秋明治大学の客員教授として来日し,日本の社会主義経営学会にも参加した。
女史の見解については 〔113〕を参照。
皿 会計の統合化{こ向けての国際会議と労作
↓
コメコンに正式加盟している ソ連 ・東欧諸国で社会主義会計を統合させ ようとす る具体的な活
動 は,コ メコン諸国の種 々の国際会議,シ ンポジウムにおいてみることがで きる。 このため これ
らの会議,集 会でいかなる会計問題 が論議,討 論 され どの ような会計の統合化が問題にな ったの
,かを明らかにしよう。
コメコン諸国での会計の統合問題は1955年に開催されたコメコン国家代表次席老会議で最初に
取上げられた。会議では工業生産物の国民経済計算の実施方法,工業企業の会計担当老会議の開
催,会 計書類用紙の企業への供給,会計法規の取集,報告書の作成と点検の必要性などが強調さ
(98,P.13)
、れて,国民経済を計画的に発展させるに必要な社会主義会計の創造の意義を強調 した。続 いて
1960年にはコメコン第2回中央統計局代表者会議が開催され,会議では広義の会計分野である統
(11,P.12)
計についての政策 とりわけ統計指標の統一化が討議された。1966年に}‡・社会主義諸国の経済発
(98,P.13)
展価値指標の比較問題に関する国際科学会議がモスクワで開催された。会議では原価の国際比較
に とって重要な原価要素の直接的対比による決済法の改善,また取引税や各国の特殊要素を除外
して算定する純原価の対比による決済法の改善を討議した。次の年の67年にはコメコン経済問題
常設委員会が薗罹 き乳 そこでは統一為替レー トによる原価の再計算方法が提示され・工業製品
d
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の原価比較方法の基本規程 を作成 した。
こうして コメコン諸国に おけ る会計の統合問題は,50年代中葉か ら60年代にかけて次第に論議
されてきた。だ がこの時期 におけ る論議の特徴は,ソ 連の イニシアテ ィブの もとで ソビエ ト会計
の経験を中心に して会計問題を主 として解決 してい った ことにあ る。それ は先にみた コ メコン諸
国の会計発達史 の第1段 階から第2段 階 までの時期 と丁度対応 しているのである。
コ メコン諸国において会計の今 日的課題を解決す るために,会 計 の統合化を真剣に論議す るよ
うになって きたのは70年代に入 ってか らであ る。 コメコン諸国の会計発達史からみれば,こ の時
期は丁度第3段 階に当る。
(98,P.14)
まず1971年には,コ メコン統計常設委員会主催の国際会議がプラハで開催された。会議のテー
マは 「企業の経済統計情報システム」である。会議では情報システムと企業の経済統計情報シス
テムとの関連についての基本的問題の外に,1.東独における会計と統計の統一システム,2.ハ
ンガリー における費用計算と生産物原価計算の組成,計 画原価計算と報告原価計算の特徴,直接
原価計算の採用を検討した。そして会議はコメコン諸国の会計問題を統一的に解決してい くこと
が強調され,当 面の課題 として1.勘 定計画の組成を接近 ・統一させる,2.貸借対照表と報告
書の様式を統一させる,3.固定資産,商 品などの棚卸資産の評価基準を統一させることが提案
(22,p.55)
され た。
1972年に は,「 経 済 情 報 シ ステ ムに おけ る会計 」 とい うテ 一ー rtの国 際 シ ソ ポジ ウ ムが ス ウ ィチ
(33,PP.7-9)
ヨフで開催 された。シンポジ ウムではL会 計分野 での今 日的課題の設定 とその研究活動計画の
作成,2.会 計の理論 と実務の代表者からなる定期会議の開催,3.会 計の概念,用 語を統一す る
ための比較辞典の編集,4.会 計問題を調査する研究団体の設立を検討 した。 そ の外にシソポジ
ウムでは1.勘 定計画,2.貸 借対照表,3.費 用計算 と生産物原価計算,4.工 場 内独立採算制
強化のための原価デー タの活用,5.情 報把握のための原始的証愚書類 ・会計報 告書 ・統計報告
書 ・経営報告書の接近,統 一を研究す るセンターを コメコン内に設置することに注 目した。 更に
自動生産管理 システムの創設を考慮 した生産物原価計算の統一に も注 目した。
1974年には,「工業企業 とコン ビナー トにおけ る管理 計画化,統 制の用具 としての費用 計算
(49)
と原価計算」とい うテーマの国際ゼ ミナールがライプチヒで開催された。ゼ ミナールでは企業活
動の計画的指導の用具としての会計データを統制と分析のために活用する問題に加えて,費用の
分類,原価の組成 原価計算項目の分類,間接費の配賦方法,材料 ・仕掛品 ・完成生産物の評価
法,・生産効率引上げのための情報の活用において費用計算と生産物原価計算の統一基盤を創造す
る問題に注目した。また費用計算と生産物原価計算の統一方法,多 目的に役立つ原価計算,問 接
ω
費の標準化についての提案がゼ ミナールで行なわれた。
(98,1)il5)
また1974年には,国際ゼ ミナールと並行してコメコン第24回常設委員会が開催された。会議は
企業における会計 ・統計の報告書の統一についての問題を討議すると共に,生産費計算と生産物
原価計算の今後の発展を論議した。委員会は 「コメコソ諸国で採用されている工業生産物の実際
原価の分類,指 標,計算方法,工業企業の報告書へのその表示法を漸次接近させ統一させるとい
(17)も うひとつの国際会計の展開 ・17
う会議の結論に基づいて,当委員会で推薦されたこの分野の研究を実践で具体化する調査を行な
`(45
,P.11)・
う必要がある」とい う決議を採択した。そしてこのためこの常設委員会の1976年から80年までの
活動計画の中に,「工業生産物の原価の分類,指標,計 算方法の統一可能な方策について」 とい
うテーマを含めた。
コメコン諸国における会計を共同歩調で改善し発展させていこうとする見解は,1974年にブル
ガリアで開催された計算機によるデータ処理に利用される原始的会計証愚書類の標準化に関する
(98,P.16)
国際会議においてもみられる。会議は会計の機械化のもとでの原始的会計証悉書類の標準化のた
めに,そ の概念と名称の対比用語辞典を編集することまたその標準化の原則を制定することにし,
この問題を解決する作業の任務分担を各国に割当てた。
更に会計の今日的課題を討議するために,1975年には 「今日の生産管理の条件のもとでの会計
の改善」というテーマの科学技術会議がモスクワで開催され,1977年には 「質と効率の向上のた
めの会計と会計幹部の意義と役割」というテーマの国際会議がソフィアで開催され,1978年には
「企業管理における会計」 というテーvの国際会議がペーチで開催され,1978年にはまた 「費用・
(98.PLi6)
成果 ・効率」 とい うテーマの国際会議が ライプチ ヒで開催 されてい った。 こうした一連の国際会
議の中で1981年にバクーで開催 された 「経済機構の改善の もとでの会計」 とい うテーvの 科学実
務会議は,特 に大きな意義があ った。会議ではLコ メコンの統一勘定計画を策定すること,2.'
会計上の定義,概 念,指 標.用 語を統一す ること,3、会計システムを支 える個 々の要素を統一
すること,4.各 国での会計の変化 ・発展についての情報を責任あ る国家機関を通 じて交換す る
こと,5.コ メコン諸国の会計を各 国別に紹介 したtノ グ ラ フr社 会主義諸国に おける会計』
(ByxraATepcKmiylleTBcoUHaxMcTilqecKMxcTpaHax)のシ リーズ第2版 を出版す ること,6.各 国
語を対比 した会計用語辞典の編纂,7.テ キス ト,参考書 とな るr社 会主義諸国におけ る会計理
論』(Teopng6yxraxTepcKoroyqeaBcoUuanHcTMgecKHxc叩aHax)草案を作成すること,&各 国
の会計人を集めた国際社会主義会計担当者協会を設立すること,息 コメ コ ソ 内に会計常設委員
(86,pp.36-66)
会を 設 置す る こ とな どが提 案 され 討議 され た。
以 上 が コメ コン諸 国 に おけ る会 計 の統 合化 に 向け ての主 な 国際会 議 で あ るが,こ れ らの会 議 の
開催 と並 行 して公 表 され た一連 の 労作 も会 計 の統 合化 に 向け て大 き な役割 を 果 した。 そ の労 作 と
しては 次 の もの を挙 げ る こ とが で き る。L1974年 か ら75年に かけ て モ ス クワか ら出版 され たH・
r.rlyMaqeHKOとn.C.Be3pyKHX(ソ連)の 編 集に よるモ ノグ ラ フr社 会主 義 諸国 に おけ る会 計』
(Byxr朗Tepc期貢ygeTBcoqilanMcTHuecKnxcTpaHax)のシ リー ズ 第1版(先 のバ クーの国際会議で第
2版が強調されたシi)..一ズ)。2,r.ronx(東独)とA・A・MepeMeT(ソ連)の 編 集 に よ る 『ソ連邦
と ドイ ツ民 主共 和 国に おけ る原価 算定 の理 論 と実 践』(Teopvagu叩aKTnFaHcgncneHHsce6eeToliMo・
cTHBcccPHr丑P),1977年出版(露 語版 と独語版が ある)。3・CA・CTyKoB(ソ連)の 『コ メ コン
諸 国 の工 業 に おけ る会 計 と独立 採 算制』(ygeTHxo3pacgeTBnpoMNIuneHfiocTu・cTpaH・CgB),1979
年。4.B,KaHMa(チェコス ロバキア)の 『コメ コン加盟 国の 勘定 計画 の統 一 化 の若 干 の 諸 問題 』
(HeKoTopNenpo6neMHHHTerprtpoBaHM∬nnaHoBcueToBcTpaH-gaeHoBCgB),1974年(プラハか ら出版)。
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(98,P.17)
5.先に指摘 したH.C.MallKeBHUtocの2つの労作。
また ソ連 の会計専門月刊誌であ るr会 計』(ByxranTePCKIIilyueT)には 「社会主義兄弟諸国に
おけ る会計」 とい う特別欄 が設けられてお り,そ こには殆 ど毎号社会主義諸国におけ る会 計事情
が紹介 され ている。更に近年の ソ連においては,社 会主義諸国の会計問題 を研究 した学位論文が
(98,p.17){2}
多数提出されてきている。
一連の労作,論文ではコメコン諸国における会計の紹介,分析,比較研究をしており,そして
会計の統合化についての具体的な提案を行なっている。とりわけ勘定計画,貸借対照表,固定資
産会計,生産費計算と生産物原価計算についての統合化を提案しているが,そのアプローチは必
しも一致していない。だがコメコン諸国における会計の統合化を重視している点では多 くの労作,
論文は共通しているのである。
(1)1966年,71年,72年,74年 の 国 際 会 議 に つ い て は 〔102〕と 〔109〕を 参 照 。
(98,P.17)(
2)例 え ば 次 の よ うな 学 位 論 文 が あ る。1.P.BOPOBの 「ドイ ツ 民 主 共 和 国 の 工 業 企 業 に お け る 生 産 費
計 算 と生 産 物 原 価 計 算 の 組 織 化 」(Opralm3allHgyqeTa3aTpaTHanpoll3BoAcTBokallbkynupoBaHHe
ce6ecToliMocTli叩o丑yKq加HaロpoMH田丑e加Hxfipe兀npvaATnzxF丑P,M.,1968).2.A.Cy!llKeBllq
の 「社 会 主 義 経 済 統 合 の 発 展 の も と で の 生 産 連 合(企 業)の 財 務 状 態 の 分 析 の 改 善 」(COBePIEIeHCTBOB・
aHueaHaxM3atPMHaHcoBorOcocT。sllugnpou3BoAcTBeHrtNxo6seAMHeHuti(llpenllpiaflTvati)Byc刀oB田x
pa3BvaTvascollHafiucTtaqecKoilgKoHoMvagecxotiHHTerpa取H,MuHcK,1981).3.兄.,1[onexaAの「コ メ
コ ン 諸 国 の 工 業 企 業 と連 合 の 会 計 に お け る財 務 的 成 果 内 容 の 改 善 と統 一 の 方 策 」(nyTHCOBepmeHCTB・
cBa}maguy田ゆIIKa叫HHcocrraBaiPliHaHcoBHxpe3ynbTaTgBByqeTeπpoMH皿諏eHHHxnpempilgTHM
uo6seEMHeHHticTpaHCgBt涯.,1982).
N会 計の統合化の基本的前提
社会主義会計を統合させようとする動向は,コ メコンに正式加盟している東欧諸国における会
計の発展が経済改革の開始から今日までにいたる第3段階にはいってから一段 と顕著なものとな
ってきている。このため現在,会計の統合化を促進させるいかなる前提が各国に存在するのかを
明らかにする必要があろ う。
東独のr.Pa舳eKeは今日のコメコン諸国には会計の統合 ・統一を促進させる要因として,次
(91,PL42)
の4つ の要因があると指摘 して い る。1.計画化 と意思決定過程における会計の意義が大 きくな
りつつあ ること。2.会計 と統計 とが統合 されつつあ ること。3.会計を通 しての管理が強ま りつ
つあ ること(それは財務省,中 央統計局からの管理だけでなく,その他の国家機関,官 庁からの管理をも
含む)。▲ 電算機によるデータ処理 が広 まりつつ ある こと(それは会計の組織形態に大きな影響を与
えている)。
H.C。MaUKeBllurocによれば,今 日各国の会計システムの形成に影響を与 えている要因である
と同時に,将 来そ の統合 ・統一を促進させ る要 因ともなる基本的な前提条件を次 のように説明し
ている。
1.各 国の国民経済長期発展計画の策定 とその計画化の方法に おいて国家間の調整,協 力が拡
(98.P、23)
大 していること。
〈19)も うひとつの国際会計の展開19
この調整,協力は経済,科学,技術についての発展予測を研究する分野,国民経済の重要部門,
生産物の種類についての見通し計画を策定する分野,国民経済発展5ヵ年計画を策定する分野で
それぞれ行なわれている。更に長期計画(15～20年計画),見通し計画(5ヵ年計画)の達成におい
ても各国間の協力なしには不可能となっている。そして国家間の調魅 協力はすべての社会主義
国においてLよ り先進的な経済部門を基礎にして国民経済杢体 と各部門の均斉を確保する,2.
経済発展5ヵ年計画を軸にして5ヵ年計画と年次計画とを結合する,3.社会的生産 の効率を高
あることができうるとい う原則によって行なわれる。このためコメコン諸国の経済発展計画の策
定方法,主要経済指標などの接近がますます必要 となってきている。
く　さり ゆ ひお コ　ら　
2.各 国の価格形成システムが接近していること。
経済改革を行なっているコメコン諸国では現在,価格形成システムの改善に取組んでいる。そ
して各国には種 々の価格カテゴリーが存在している。例えばチェコスロバキアには納品者 と消費
者との契約で決定する価格である 「固定制限価格」,企業独自で決定する価格である 「自由価格」
がある。東独には国民経済に大きな影響を与えない商品に対しての価格である「最大限価格」,価
格形成機関の指示に基づいて企業で決定する価格である 「原価計算価格」および 「契約価格」が
ある。ハンガリーには 「固定価格」,上限を国家が決定する価格である 「最大限価格」,企業と商
業網との調和によって決定する価格である 「自由価格」または 「市場価格」があり,この国では
いわゆる弾力ある価格システムが発達している。種々の価格カテゴリーがあるとはいえ多 くの国
では卸売価格には原価と利潤を含め工業卸売価格には取引税を算入している。また価格形成シス
テムに差異があるとはいえ多 くの国は,価格の持つ機能を一層完全に利用しようと共通の努力を
行なっている。 とりわけ各国は価格を社会的必要労働費に接近させる努力をしており,このため
価格と生産条件との一致,長期聞にわたる価格の予測,価格政策などの研究が重視されている。
各国での価格システムの改善の方向は社会主義の客観的経済法則の作用を考慮し,生産手段の社
会的所有に基づいて生産された生産物のすべての原価をできるだけ正確に価格に反映させること
にあるが,同時に経済改革の進展と共に生産物の個々の種類についての価格設定において企業の
権限を拡大しようとする傾向も各国にみられる。ここに経済統合の条件としての各国の価格の相
互比軌 価格形成システムの漸次的接近が必要となってきている。
各国の価格を接近させるにはまず生産物原価の正確な算定が必要である。この点にっいてブル
ガリアでは,価格の接近にとってはコメコン諸国における価格形成の原則と方法を接近させ,価
(37,P.18)
格にすべての支出を含めるという原価計算方式を統一させねばならないと主張 して い る。 また
1974年に開催されたコメコン執行委員会の会議では,各国の価格形成を接近させるプPグラムを
　　りひ 　め
作成し課題を達成するには,次 の問題を解決すべきであるとしている。L主 要な国民経済部門
における生産物原価計算の方法。2.卸売価格のモデルの作成・ 生産物の原価内容からみた卸売
価格システムの規程。3.生産の専門化と協業化の効率の評価に際しての,ま た今日の経済機構
の経済的諸問題の解決に際しての価格カテゴリーの活用。価格形成システムの接近にとっては・
生産物原価の諸問題を解決することが重要なのである。
・20『 明大商学論叢』第69巻第1・2号(1987年1月)(20)
&コ ・・端 国の鰭 金融諸賑 の単一システムが既に形成されておりその発展が描 ξ望。
1963年に コメ コン内9こ為 替金 融 諸 問題 常設 委 員会 が設 置 され て お り,64年1月 か らは 振 替 ル ー
ブルに よ る決 済 が行 なわれ てい る。 また コ メコン 内に1963年には 国 際経済 協 力 銀行(lntemati。nat
BiinkforEconomicCooperati。n略してIBEC)が,1970年 に は 国 際投 資銀 行(lnternationalInvest・
mentBank略してIEB)が それ ぞれ 設 立 し,こ れ らの銀行 を通 して コ メコ ン 諸国 に おけ る財政,
(110,PP.174-175)
融資,信用の単一システムを発展させている。そして多 くの国では工業企業のより効率的な金融
形態,新 しい決済方法を追求し,生産性の向上,原価の引下げ,取益性の引上げのために信用を
テコとして活用している。ここに会計の統合化のための1つの前提がある。
(98,p.26)
4.統 計分野での統一活動が進展 してい ること。1
会計分野に先駆けて統計分野 では,コ メコン統計常設委員会が重要な文書を既に公表 している。
文書は国民経済発展 の統計指標の対比 と統一,社 会主義国際分業への参加とその分担,効 率的 な
国民経済構造の形成 とその経済発展水準の漸次的接近 ・平準化を当面の課題 とす ることを示 して
いる。 と りわけ .1.コメコン諸国におけ る国民経済部門の分類の統一,2.各 国の国民経済発展
の水準 とテンポを示す基本指標の設定,3.国 民経済統計バランスの作成と項 目の統一,4.部 門
間統計バ ランスの作成 と項 目の改善,5.固定資産統計の指標 と方法の改良な どの作業 を進めてい
くことに注 目している。 また最近の統計常設委員会は,今 後の重要課題の1つ として コメコン諸
国におけ る自動国家統計システムの創造を掲げている。統計常設委員会内に1963年に設置 された
会計 と統計の機械化に関す る作業 グループは,統計情報処理の総合的計算システムの設計,データ
の処理 ・伝達 の技術的手段 の創造,統 計課題の電算機に よる解決な どに大 きな貢献を果 してい る。
統計常設委員会の活躍は会計の統合化に も役立 っている。 それは社会主義諸国の各大学間の協
力の もとで国際会議,シ ソポジウム,ゼ ミナールが開催されて,そ こで統計学 と最 も隣接してい
る会計学の諸問題 も討議 してい るからである。 こうして統計分野での統一活動は会計分野でのそ
れ よ りも一歩先 んじて発展してお り,こ のことは会計の統合化に有益な前提を提供 しているの で
あ る。
5.コ メコン諸国共通の電算機統一 システム(e期Ha∬cncTeMagneK叩oHIIHxBNuncnliTenbHHx
(98.pp」26-27)
MalilHP・略してEC3BM)が採用 されてい ること。
1969年12月,ソ連,ブ ル ガ リア,ハ ンガリー,東 独,ポ ー ラン ド,チ ェコス ロバキアの各国政
府 は電算機 の開発,製 造,採 用 の分野で多面的に協力することの協定に署名 した。 また1973年の
5月から6月 にかけて,「社会主義諸国のECgBM」 なる国際博覧会がモス クワで開催 された。
ECgBMは コメコン諸国における経済的課題,技 術的課題,管 理的課題の解決に役立 ってお り,
「社会主義諸国の兄弟的協力の歴史におけ るECgBMの 創造は,そ の規模 と構造において大規
(38,P」20)
模な共同設計の実現として評価することができる」と考えられてし、・る。
各国の国民経済におけるECθBMの効果的利用は会計の機械化 ・自動化の水準を高め,情報
の統一的処理を可能にし結局,会 計の統合化を促進させる前提となっている。
(98,pp.27-28)
6.社会主義国家間の大規模な社会主義共同企業が出現していること。
(21)も うひとつの国際会計の展開21
社会主義の多国籍企業ともい うべき社会主義共同企業が既に現存してお り,この企業の経営に
とって計画化,融資,会計,管理の統合されたシステムが必要となっている。先に触れた1971年
のコメコンの総合プログラムにも社会主義共同企業の経営上の諸問題を解決するための研究が強
(30,P.61)
調されている。それは社会主義共同企業に対する各国間の協力の仕方,こ の企業の経済活動の計
馳 鰭 活動へのサービスの鰍 など柵 究すること讐鍔 琉 そして1971年臓 今日までに,
社会主義共同企業の協定は2国家間で120以上,多国間で1,000以上 も存在するようになってきて
いる。こうした社会主義共同企業における独立採算制の採用,計 画化,価格形成,融 資などの問
題を解決するには現在,会計の統合化されたシステムが不可欠 となっている。
(98,p】28)
7.各国で経済改革が進展していること。`'
国民経済の計画化と企業の管理に対するこれまでの強度の集権的システムを改善している経済
改革は,会計システムの改善にも大きな影響を与えている。 と同時に,この経済改革の実施に当
ってコメコン諸国に共通の基調がみられる。それは1.中央集権的指導を一層改善しつつ企業の
経済的 自主性を拡大しようとしていること,2.企業従業員に対す る経済的刺激の動機を強化し
ようとしていること,3.利潤,原価,信用,利 子,価 格などを経済的テコとして活用し商品 ・
貨幣関係を重視しようとしていることである。
経済改革によって各国は国民経済計画の策定法を改善し,生産の経済的刺激の方法を改良して
いる。そして今 圓の社会主義の経済運営の条件の変化,生産規模の拡大,生産構造の質的変化,
科学技術革命の要請を反映した新しい計画化と管理のシステム,新しい経済的刺激方式を創造し
つつある。このことはコメコン諸国における生産の効率を引上げることになると共に,会計の統
合化を可能にする前提ともなっている。
(98,P、29)
8.各 国で独立採算制が強化されていること。
コメコン諸国のすべての国においては社会主義経営方法である独立採算制を強化している。 と
りわけ独立採算制の基本原則の1つである企業従業員に対す る物質的関心の原則を,全体 として
の企業の経済活動結果と個々の従業員の労働結果に適用させつつある。 また最近の10年間に多 く
の国において企業従業員の経営管理への参画を拡大しつつ,これまでの形式的独立採算制から新
ω
しい完全独立採算制への移行が行なわれている。同時に各国は企業内の亜部門,職場,班などに
も独立採算制を導入し,工場内独立採算制も強化されつつある。こうした完全独立採算制,工場
内独立採算制を強化するには生産プログラム,賃金フォン ド,労働時間,個 々の亜部門の費用,
物質的,労働的,貨幣的資源の合理的利用,生 産物の品質,利潤形成などについての詳細かつ有
益な情報が必要となる。そのためにも会計システムの改善がますます重要となる。
(98,P」29)
9.会 計分野での協力と経験交流が発展していること。
既にみたように国際会議,シ ンポジウムで会計問題が各国間で現に討議されている。引続き次
のような協力と経験交流が行なわれようとしている。L外 国の会計文献の翻訳。2.国際シンポ
ジウムでの会計問題の共同討論。3.同系統の大学間,研究所間,同 種の学部間の国際交流。4.
個々の学者,科学者間の学問交流。5.各国での会計幹部の養成。6・国境を越えた共同研究成果
22r明 大商学論叢』第69巻第1・2号(1987年1月)(22)
の出版。7.各国の会計 法規の研究 と先進的経験の活用。 こ うした交流についてM.BaKaHOBと
A・皿epeMeTは,「社会主義陣営内で科学的,創 造的な交流が必要.であるとい うことは会計 と経
済分析についての多 くの問題が異 なって解明 され解決され ることを暗示 している。 最適なバ リア
く　　レ 　ぐフの
ン トの選択は統一 された条件の もとでのみ可能である」 といっている。
　ロブ サテヨの
10.各国で生産組織が改善 されてい ること。
今 日の科学技術の急速な発展のもとで生産の機械化 と自動化,専 門化 と協業化,集 中化,コ ン
ビナー ト化が進展している一方で,各 国はHOTを 初め とす る先進的 な業務の形態 と方法が採用
され,会 計担 当者の仕事を合理化す る数学的,統 計的方法が効率的に利用 されてい る。 また各国
で類似した大規模な経 済単位例えば,ソ 連の連合(06beAllHeHlie),チ ェコスnバ キアの フ ィル マ
(φHPMの,コンツェル ン(KOHqePH),ブル ガリアの経済 コン ビナー ト(KOM6HHaT)が出現し て いる。
更に各国は既に 自国内に統一会計 システムを持 っていて,経 済情報の収集,処 理の 自動化のため
のAcynの 創設に向っている。 これ らのことは コメコン諸国で統合 された会計 システムの創造
に とって有意義な前提 とな ってい る。
(1)完全独立採算制の概念,機構などについては 〔107〕の第4章を参照。
V会 計の統合化の方法論
既にみた会計を統合 し得る基本的な前提 が存在 している現在,で は会計の統合化をコメコソ諸
国で どのよ うに実現していった らよいのであろ うか。 ここでその方法論を 明らかにしなければな
らない。
だがその前に まず,コ メコン諸国の会計の統合化に反対 している若干の見解を紹介 してお こう。
統合化に異議 を唱える論老は数少ないが,そ の代表者は コ メコン諸国における勘定計画,財 務指
標を比較研究したポーラン ドの3.fiaPH3HHCKHtiである。反対 の理由は1.統合には複雑で大規
模な理論活動を必要 とし,2.会 計上の統一・した概念 と理論を創造 し,そ れを具体化 しそ して各
国の会計上 の差異を取除 くには長期 間腰 し,3.統 合tl・よ っ て各 鯛 有 の会計上の成果をvwa
しパ 統合には鍼 的にも獺 的にも醐 の醐 を頬 するからで認 と囎 .こ の点につ、、
て3.naPH3HHCK随は 「コメコン内において勘定計画の分野で統一的に決定され た ものを採用
するこは 今日までの成果を搬 するこ箆 叢ぢ」し,「計雛 や会計融 襯 格化す磯 用,
馴 の告示鯵 考資料の印膿,こ れまでと異な磯 員の戴 費は巨額ぷ 鍔 」と書いている。
そして3.naPH3HHCK砿は 「コメコン内において新しい 勘定計画の創造に高価な失費をする代'
りに,鯛 のあるぺき眺 緬 嫉 廊 改善すること践 二響」同じ効果を上げることカ・できる
とし,「コメコン諸国における会計と財務活動の方法論に対する指導の中心となる ものは,そ れ
ぞれの会計シスデムの財務規律で証明されたデータをできるだけ労力のかからない方法で集める
く　 　タコ　の
方途を研究す ることである」,と主張す る。
次に会計の統合化を懸念 しているのが ソ連のKO.B.KOPMHOBであ る。Ko.B.KOPMHOBによれ
(23)も うひとつの国際会計の展開23
ば,現時点では会計の統合化を行なうよりはコメコン諸国における会計を比較研究する方が目的
にかなっているとし,次のようにいう。 「確かに,す べてのコメコン諸国において統一された方
法で算定された原価あるいは資本支出のデータを利用することは良いことである。科学的視点で
コメコン諸国における生産物原価の統一計算方法を創造しようとする考えは,われわれの見解に
よれば充分根拠がある。 しかし近い将来におけるその実現は明らかに困難である。しばらくの間
は コメコン諸国の経済発展水準における差異,国民経済の管理 とその発展の計画化の具体的形態
における差異が存在するし,コメコン各国での経済発展の数多 くの具体的過程の統計的反映にお
(17,pp.6-7)
いても一定の差異が存続する」と。 そして更に次のようにいう。 「会計と報告制の各国のシステ
ムを具体的かつ普遍的に再編し統一することよりも,むしろ費用組成における極めて重要な国家
的な差異を除去した り,対比された費用で償われる具体的な実践的課題の解決に際し,比較の視
(17,P、7)
点からその差異を除去す ることの方 が 目的にかなった ことであ る」 と。
こ うした会計の統合化に反対 または懸念する見解に対してCCTYKOB,A.CYrUKeBnil,va.C.
MaqKeBllqrocおよび ブル ガ リアのA.CHaeOBは反論 している。
C.CTYKOBは「コ メコン加盟国のそれぞれの国で算定 され る原価指標は比較 され ね ぽ な ら な
(56,P.5)
い」のは当然であるとし,「生産会計 とりわけ原価計算の統一化の道は簡単でなく容易なもので
(56,P.80)
はない。しかしこの作業は結局は遂行され実行されなければならない」という。そして会計の統
合化は多 くの研究者,研究集団の努力を要する複雑で困難な作業であるとしても,それは 「社会
(56,p」76)
主義陣営内で克服 でき得 る障害である」 と主張す る。 この主張にH.CMaqKeBHgtOcも賛 同して
(98,p.20)
いる。几CrraCOBの反論 もC.CTYKOBの見解 と似てい る。
先に触れた1977年の ソフ ィアの国際会議に参加 したA・CnacOBは,「コメコン内で会計 システ
ム1を統一する ことの効果は こうしたシステムへの移行過程でのそれぞれの不便 と困難を充分に償
(71,サロ　　の
な うことになろ う」 と発言している。 また先に触れた1981年のバ クーの科学実務会議に も参加し
た,Z[.CfiaCOBは,各国に既に会計 システムが現存 しているのに,コ メコン内に新 し く統合され
統一 され る会計システムは一体何に役立つのか とい う問題提起を し,そ れに対 してそれは,「 も
し批判的分析の結果から個 々の国の会計システムの方法,組 成,技 術の分野 で最善の成果を確立
しよ うとす る場合,ま た得られ た成果に基づいてすべての国に とって採用できる会計システムを
P.54)(92,
創造 しようとする場合に,問 題を最適に解決できる」からであると回答している。
ACyロKeBHqは統一会計システムの創造が必要であることを主張し,も しそれ が形成 されな
い とな ると生産管理の効率は低下 し,経 営上の意思決定に費用 がか か り・Acynの効果を減少 .
(93,pp.18-19)
さ せ る こ と に な る と い う。
以上のような会計の統合化をめ ぐる賛否両論をみると,2つの重要なpか も対立した指向があ
ることがわか る。第1の 指向は次のよ うにな る。各国の会計システムはそれぞれの国の歴 史的,
経済的,社 会的およびその他の要因に よって影響を受け'自 国の種 々の条件・必要性に応 じて発 、
達し,そ して このことは コメコン諸国のそれぞれの会計シ ステムにおける差異を深い ものにし,.
各国の会計に おいて新しい概念,指 標,形 態,方 法を生起す る。従って・各国の会計 システムの
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差異を取除 くことは簡単なことではないとい う指向である。 これに対し第2の指向は次のように
なる。各国の会計システムは経済統合の発展,経済 ・科学 ・技術の協力の進展によって漸次接近,
しつつある。 よって他国の経験を研究し統合を目指す ことは必要なことであり,しからざる場合
には会計システムの個々の要素の差異は拡大する。 コメコン諸国の会計を統一した方法論で統合
し得るのは,各国の社会主義企業の再生産過程が国民経済計画で規定された政治的,経済的,社
会的,経営的課題に従って生産手段の社会主義的所有に立脚して遂行されることにある,とい う
指摘である。
本稿の考察を先に進めるために,第1の 指向を脇に置いて第2の指向の方法論について以下み
'て みよう。
コメコン諸国における会計を統合しようとする場合,統合の対象となる具体的な会計問題 とし
て何を挙げているのであろうか。 まず この点についてみ よう。
(87,PP.46-47)
ブルガリアの 且 丑ymaHOBは統合の対象として次の問題を研究すべきであるという。1.経済
の物的領域と非物的領域における日常会計 と決算会計のシステムおよびζのシステムの経済機構
改革への適応性。2・会計の機械化,自動化の要求に対応した会計の証悉書類の先進的モデルとそ
のシステム。3.個々の工業部門における会計の諸問題を解決するための統一方法論 生産費計
算と生産物原価計算のための統一方法論。4;会計に対する統一指導方法。5.コメコン諸国で会
計幹部を養成するための論理とその改善およびそのための資金運用。6.会計の機械化,自 動化
のための方法論的諸問題。そして上記1の会計システムについての統合問題 として,H.丑yma・
(98,P.32)
HOBは次の点を指摘 している。L会 計 と統制のために利用 され る概念 と用語,取 引の反映方法
の統一。2.各国の勘定計画の漸次的接近を 目的 とした統一勘定計画モデルの策定。3.日 常会計
に対す る改善の統一。4.勘定 の番号付け,定 期報告書 の作成法の統一。5.統 一 された原則 ・基
準に基づいた貸借対照表項 目の評価法の統一。
(5?,P.190)
A・CTyKOBaは統合の対 象として次の問題を挙げてい る。1.報告指標の形成方法の統一。2.会
計 の機械化,自 動化の もとで処理 され得 る会計書類の規 格化お よび報告様式の統一。3,原 材料
の評価法,減 価償却 と磨滅算定の統一。4.勘定計画の統一。5.原価計算項 目名称,支 出構造の
統一。6.生 産費計算 と生産物原価計算の統一。7.ECgBIViのもとで処理 され得 る原始的証愚
書 類の統一一。
cCTYROBは統合の対象 として,1.勘 定計画,2.生産費計算 と生産物 ・用役の原価計算方法,
(56,P.80)
3.情報の機 械処理の もと での原始的証遵書類を挙げている。'、
コメコソ諸国の原価計算の諸問題を探究 したH.CMaqKeBugrocは,生産物原価計算の統一 シ
(69,pp.30-・31)
エ ・ーマを作成することを強調し統合の対象として次の問題を挙げている。1,コメコン諸国にお
け る原価計算の諸問題についての実態分析,現状認識 整理分類。2.生産物原価指標,原 価に
算入される費用項 目の統一。翫 費用計算のための勘定計画(項目別,段階別)の統一。▲ 生産物
原価計算の客体規定,計算単位の規定の統一。5.生産物原価計算方法,費 用項 目名称の統一。
6.直接費の計算法,間接費の配賦法,総商品生産物の計算法,実際原価 計画原価,ノ ルマ原
(25)も うひとつの国際会計の展開25'
価の統一。 乳 原価計算 の種類,生 産物原価報告書 の統一。&原 価計算システムからの情報を管
理のために活用す る方法の統一。・
固定資産会計の理論 と実践の諸問題 を究明してい るC.rUynbMaHは,コメコン諸国におけ る
(84.P.360)
固定資産会計の統一 システムを作成することを強調 して統合の対象 として次の問題を挙げている。
1.コメコン諸 国におけ る固定資産会計の現状分析 と差異を摘出す ること。2.固定資産の客体に
ついての統一原則を決定すること。3.固定資産の在高,動 態,償 却,磨 滅 修繕の計算のため
の 同一名称か らなる勘定計画を作成すること。 ▲ 次の問題を研究す ること。 ア,固 定資産分類
の統一。 イ.固 定資産評価法の統一。 ウ.固 定資産の証愚書類。エ.固 定資産の分析計算。 オ.
固定資産取得価額 の統一。 カ.固 定 資産の償却法,磨 滅計算の統一。キ.固 定資産の除却計算。
ク.固 定資産修繕の分類の統一。 ケ.減 価償却控除の利用 の統 一。 コ.フ ォン ド使用料の記帳法
の統一。坑 固定 資産除却結果の記帳法の統一。シ.固 定資産棚卸実施期間の統一。 ス.固 定 資
産の報告書。 セ.固 定資産情報を管理のために利用 する方法。
企業の財務分析の諸問題を追求してい るA,CYIUKeBHqは,財務分析の分野で コメコン諸 国が
(93,P.44)
協力 していかねばな らない問題 として次 のものを挙げている。1.貸 借対照表の統一。2.企 業資
産の諸問題 の統一的解決。3.貸 借対照表の統一化は段階的に実行してい くこと。 第1段 階では
各 国の貸借対照表 を分析す る。第2段 階では計画化 と計算の統一システムが創造 された後での各
国共通 の統一 貸借対照表を作成す る。
チ ェ=ス ロバキアの 兄.JLonewanはコメコン諸国のバ ラソス利潤指標を研究 して,表1の よ
(96,P.142)
うなその表示法を推薦している。
表1
バランス利潤(各国の算定法によるもの)
(一)控除される額(総額)その内訳:
(+)付加される額(総額)その内訳:
バランス利潤(コ メコン内で統一された算定法によるもの)
(出所)〔98〕の34べ一ジ。
以上が統合の対象 となる具体的な会計問題についての主要な見解であ る。
ところで,こ の一連の会計問題を一挙に解決してコメコン諸国の統一会計システムを創造す る
ことは,お よそ不可能なことである。 会計の統合化は非常に複雑な過程 で あ り,そ の複雑さは
HJ[y!uaHOBが指摘 しているよ うに,L各 国の経済的基礎に現存する差異,2.各国の経済機構i
の差異,3.各 国の経 済管理システムの差異,4.会計幹部の養成上の各国の伝統 と特徴 などの要
(87,pp.45-46)
因に よって増 してい くからである。
そ こでnc.MaUKeBumoce:よれば,会 計の統合化の方法論 としては以下の ことを考える必要
があ るとい う。会計の統合化の過程には2つ の課題がある。1つ は コメコン諸国のすべての国に
とっての統一会計 モデルを作成す ることであ り,も う1つは先進的経験を採用 して各国の会計 シ
ステムを改善する。農 ㍊2っ の課題は髄 噸 連して㌧・るので調 時並行的に鰍 してい
かねばならない。そして会計の統合化の過程は各国の会計システムの改善から着手されるが5そ
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の改善に際して統合化の課題 を前向 きに解決 してい くことが必要であ る。 この場合統合,統 一化
は極めて徐 々に達成 され てい くことになる。なぜ ならば,各 国の会計システムの改善は10年ない
(98,P.35>
しそれ以上の期間を要するか らであ る,と 主張す る。
更に 且CMaqKeBngroc}tよれ ば,コ メコン諸国の統一会計システムの創造に 向けて1.各 国
の会計システムの漸次的接近,2.先 進的経験を各国の会計 システムに適用 させ ることの研究,
3.統 一会計システムの基本的要素の探究 とい う3つ のことを,次 の4つ の段階を経て連続的に
(98.pp.36-37)
行なってい くことが必要であるとい う。
まず第1段 階においては,各 国の会計 システムの現状を綿密に分析 してその システムを支 えて
い る要 因,特 徴を明らかにし,会 計の方法,組 織,形 態の差異を摘 出する。摘出した差異は一定
の基準 で分類す る。 分類基準 としては,「 コメコン加盟国に おける工業生産物の原価算定 方法」
(MeToANflcqllcneHllsce6ecTollMocTunpoMHmneHHotinponyKllHuBcTpaHax--9neHaxCgB)とい う論
(65.P.89)
稿で σCOPOKHYtz=よって示された基準が参考になる。この分類基準に従うと差異は4つ に分類
できる。
L量 的差異……この差異は例えば各国は減価償却を行なうが各国の償却率は異なるので,償
却額の多寡が発生するといったような差異を指す。
2.質的差異・…・この差異は例えばある国では原価に算入される要素が,他 の国では算入され
ないといったような差異を指す。
3.主観的差異……この差異は例えぽ当該国の経済発展課題に直接関係な く,ただ伝統的に行
なわれている原価形成上の特徴といったような差異を指す。
▲ 客観的差異……この差異は例えば当該国の経済機構に直接立脚していて,その機構のもと
、で積極的な役割を果している原価形成上の特徴といったような差異を指す。
分類した差異を詳細に分析して各国の会計における特徴,成果を調査し,各国は経験の交流に.
参加してい くことになる。
次に第2段階においては,会計の統合化に必要な統一アプローチで統一すぺき諸問題を決定す
る。それはコメコン諸国で統一されたアプローチに基づいて会計の統一をどこで実施すぺきかの
問題を明らかにし,共通の観点から個々の国において独自または各国協同して解決する会計の諸
問題を正確,詳細に設定していくことである。
そして第3段階においては,会計システムの要素の解釈を統一的に理解するために主要な概念
と用語を統一する。具体的な作業としては,社会主義会計の概念と用語の国際辞典を編集出版す
るという問題がこの段階で発生する。
更に第4段階においては,統一会計で把握される情報,指標のシステムを創造する。ここで勘
定計画,貸借対照表と報告書,生産物原価計算,資産評価法,減価償却,会計情報を管理のため
に利用する方法など先に紹介した一連の会計問題が解決される。 その際AcyHの今後の発展を
充分に考慮して解決する。
4つの段階の内容は以上のようであるが,M.C.MaUKeBvagrocによれば会計の統合過程におい
(2の もうひとつの国際会計の展開27
ては1.国 際会計のための会計法規を作成すること,2.各国の理論家と実務家からなる研究集
団を設立すること,3.統一会計システムの創造に向けての調査研究費,資 料文書印刷費,会 計
担当者の再教育費などを保障する・とが必要で遼雛7叉
そしてコメコン諸国において統一会計システムが形成されれば,それは1.各国の経済指標を
正確に算定し対比できる,2.各国の生産物原価引下げの余力を共通に発見できる,3.社会主義
国際経済分業の情報を収集し,効果的な情報を交換できる,4.国際的決済を改善させる,5.各
国での経済取引の会計業務を軽減させる,&コ メコンの経済統合を深化させることに なる と,
(98,P.31)
H.C.MaqKeBllqrocは主張す る。
今 日コメコン諸 国は 「自国の力 と資源を最大限に発揮 し効果的に利用して,ま た社会主義国際
(30,p.20)
分業の優位性を活用して」経済統合を進めている。その際それぞれの国で生産水準,科学技術水
準に差があるため各国の経済統合への参加,貢献度にも差が生れる。だが各国の主権を尊重しつ
ω
つ一定の政策で経済統合を深化させている。 と同様に今日,それぞれの国の特徴ある経済機構に
規制される会計システムは各国で異なっているが,コ メコン諸国で国際会計の論議を科学的に展
開し,国際的に統一されたモデルを創造し,それを基準にして経済統合を深化させ,併せて各国
の会計システムを改善し差異を取除こうとしている。 こうして先に触れたように,社会主義国際
分業の形態の1つ としてコメコン諸国の会計の統合化が展開されてきているのである。
ところで社会主義の国際会計を研究している論者は,まず統合されるぺき会計問題 として異口
同音に勘定計画,生 産費計算 と生産物原価計算,貸借対照表と報告書を挙げている。そこで以下.
この3つの分野での統合化の諸問題を考察してい くことにしよう。
(1)この点に関してレーニンは次のようにいっている。「国々のあいだに民族的および国家的な差異があ
るかぎり一 そしてこういう差異は,世界的な規模でプロレタリアー トの独裁が実現されたのちでさえ
なお非常に長いあいだ存続するだろうが一 あらゆる国の共産主義的労働運動の国際的戦術を統一する
うえに必要なことは,多様性を取りのぞくことでもなく,民族的な差異をなくすこと(それは,いまの
ところばかげた夢である)でもなく,共産主義の基本原則(ソ ヴェト権力とプロレタリアー トの独裁)
　 　 の 　 　 　 　 　 ロ 　 　 　 　
を個 々の点でただ し く変化さぜ,そ れを民族的お よび民族国家的な差異にただし く順応 させ適用するこ
(116,p81)
とである」。
M勘 定計画の統合化の諸問題
幸い,コ メコン諸国では勘定計画の本質についての解釈は統一されている。それは企業の経済
活動を反映し,会計システムの組成を決定する会計勘定の体系的,組織的な目録であるという共
通の理解である。 「会計業務を効果的に組織するための会計の最も重要な組織的,規 律的条件の
、轟 鑓 」雛 計画は会計システムの方法論槻 制することぱ る聴 そ撤 各国で統一会
計を実施する場合の基礎となっている。しかも勘定計画は企業資産の在高と動態・企業資産の源
泉と動態,生 産と生産費,生産物の実現,企業の財政状態と活動成果などの企業管理にとって必
要な情報を提供する。そしてこの勘定計画で確保された情報は報告制を通して総括されることに
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よって,その情報は生産発展計画,価格形成,経済分析などの国民経済の計画化においても活用
される。従ってB.n叙曲 は会計システムにおける勘定計画の意義について,「会計の方法論は
さまざまな方向で発展するが,その主要な方向は会計の情報機構の基礎とな り経済活動の統制と
管理のための経済情報の総体を反映し確保する,勘定計画と複式記入の発展こそがその主要なも
く　 ヵ 　の　わ
のであ る」 とい っている。
東欧諸国の会計の発展で既にみた ように,確 かに コメコン諸国における会計の発展に とって勘
定計画の策定は大 きな役割を果 してきた。 しかしどの社会主義国においても,1945年か ら今 日ま
で継続 して採用 されて きた勘定計画はない。すべての国は計画化 と管理,生 産組織,金 融 と信用
に おけ る制度改革 との関連 で勘定計画をしば しば改訂 している。社会主義の歴史が最 も長い ソ連
では,勘 定計画は9回 も改訂 されている。 表2を 参照。 ソ連の勘定計画はまずい くつ か の 区分
(pa3Aenu)に大別 され,そ の中に総合勘定(CHHTeTligeCKIIecgeTa)が配置 され,次 に総合勘定の
補助勘定(cy6cgeTa)が配置 され,そ の枠外の勘定 としてバ ランス 外勘定(3a6a」aHcoBNecgeTa)
を表示す るとい う体系から構成 されている。
表2
ソ 連 に お け る 勘 定 計 画 の 発 展
勘 定 計 画 1区分曄
?
?
?
?
1 ・131・
?
?
?
?
?
?
?
?
?
1925年11月ll日に承認 された最初の模範勘定計画
1940年10月9日に承認 された最初の統一勘定計画
1946年12月25日に承認 された簡略 化された勘定計画
1948年10月10日に承認 された削減 された勘定計画
1951年11月4日に承認 された統一・一模範勘定計画
1956年9月19目に承認 された削減された勘定計画
1959年9月28日に承認された統一勘定計画
1968年5月30日に承認 された統一勘定計画
1985年3月28日に承認 された統一勘定計画
?
?
?
?
?
?
?
?
?
103
126
34
74
73
45
69
84
97
60
77
×
×
142
71
98
108
102
ハ フ ン ス
外 勘 定
5
?
?
?
?
?
?
?
?
?
(出所)〔98〕の70ペー ジ。但し1985年の統一勘定計画については.〔99〕を参考にして追加した。
い ま コメ コン諸 国 が近 年 に 作成 した勘 定 計画 を比 較 す る と,勘 定計 画 は 次の3種 類 に大別 で き
く98,PP.69-7e)
る。
1.国 家的に,全 社会的に,全 国民経済的に統一 された勘定計画。
2.国 民経済の各部門または官庁のグループ的な勘定計画。
3.個 々の企業 と組織 または個別的な最下級の勘定計画。
この分類 に基づいて各国が採用 してい る勘定計画をみ ると,表3の ようになる。表か らコメコ
ン諸国における勘定計画の設定に若干の指向があることがわかる。
第1の指向はハンガリー,東独,ポ ーラン ドのようにまず国民経済的規模で統一された勘定計
画を策定し,次にiそれに基づ く各部門の勘定計画を制定し,更に各部門に所属する個々の企業 と,
組織のための勘定計画を設定するという指向である。
(29) もうひとつの国際会計の展開
表3
29
国名 統 一 勘 定 計 画 の 種 類
?
?
?
?
ー
?
?
?
?
?
?
ッ
?
?
?
?
?
?
?
ー
?
?
?
?
?
?
?
?
ー
?
?
?
?
?
?
?
ェ
?
?
?
?
?
?
国民経済勘定計画
部門勘定計画
企業と組織の勘定計画
?
←
?
?
?
?
国民経済勘定計画
部門勘定計画
企業と組織の勘定計画
1.統 一勘走計画
2.個 別勘定計画
?
??
?
統一勘定計画
部門(官庁)勘定計画
最下級勘定計画
L企 業,建設,経済組織の生産的経済活動の統一勘定計画
2.国家予算に基礎を置 く施設,組織の会計の勘定計画
1.・部門勘定計画
1.グ ループ(部 門)勘 定計画
(出所)〔98〕の70～71ページ。
第2の 指向はルーマニア,チ ェコスロバキ アの ように部門勘定計画のみを策定す るとい う,第
1の指向と対照的な指向であ る。
第3の 指 向は,ソ 連のよ うに独立採算制に基づいて活動す る企業 と組織 で採用 され る全社会的
に統一 された勘定計画 と,独 立採算制ではな くて国家予算で運営 され る施設 と組織で採用 され る
勘定計画 とを策定す る指 向,ま た ブルガ リアの ように独立採算制の採用 の有無に関係な くすべて
の企業,施 設,組 織のための統一勘定計画 と,そ れを基礎に個 々の企業,施 設,組 織の特徴を加
味して設定 される個別勘定計画 とを策定する指向,つ ま り第1の 指向と第2の 指向の折 衷的な指
向である。
各 国の勘定計画の策定にはそれぞれ特徴があるが,と りわけそれは チェコス ロバキア,ブ ル ガ
リア,ポ ー ラン ドにみ ることができる。
チ ェコス ロバキ アではある時期 までは,国 民経済全体のための統一勘定計画を採用 し,そ れに
よって得だデータの総括を上級機関で行ない,企 業 レベルの会計業務を軽減した。 その結果会計
は企業 レベルで軽視されがちにな ったため,1977年からはL経 済組織・P・予算施設・3・貨幣
・保険施設,4.社 会組織およびその他の組織 のための4種 類の勘定計画を制定 した。 経済組織
の勘定計画は4つ の勘定計画の基礎 となってお り,それを基礎にしそれぞれの特徴 を考慮して残
りの3つの雛 緬 酬 農 臓 醐 定計画には禾ls肌得る最大限の総醐 定を醒 し,齢
の企業,組 織などではそれ以外の総合勘定を利用できないようにしている。
ブルガリアでは1979年以前には,国民経済勘定計画と部門勘定計画を採用して いた。 しか し
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1979年1月1日か らはすぺての社会主義組織(独 立採算制企業,予算施設,銀行,国家貯金局,国家保i
険を含む組織)の ため の統一勘定計画を策定 した。そしてこの統一勘定計画に基づいて 個 々 の 企
,業な どで採用 され る個別勘定計画を制定 してい る。 なお統一勘定計画は1982年には若干改訂 して
(98,p.72)
ん・る。
ポー ラン ドでは まず統一勘定計画において1.総 合勘定 目録,2.個 々の総合勘定の経済的内容,
3.分析(補助)勘 定の組成原則,4.諸 勘定の相互関連についての原則が規定され る。 次 の部門
(官庁)勘 定計画には1.小 規模企業の条件に合致 した最小限勘定 目録,2.大 規模企業の条件に
合致した最大限勘定 目録が示 されてい る。各部門の勘定計画は統一勘定計画に基づいて制定 され
るが,統 一勘定計画で規定 された勘定の うち 当該部門に不必要 な勘定を削除し,最 小限勘定 目録
(98,P.72ン
中 から最大限勘定 目録中 までの勘定 で組成 される。
次にハンガ リー,東 独,ポ ー ラン ド,ルーマニア,チ ェコス ロバキアの部門勘定計画をみ ると
表4の ように分類 されてい る。 チ ェコス ロバキアの部門勘定計画は国民経済 の若干 の部門に おい
て共同で採用 され るグループ勘定計画である。
表4
ハンガ リー の部
門勘定計両
1.工業企業
2.建設組織
3.農業企業(国営と
協同組合経営)
4.林業企業(国営と
協同組合経営)
5.水利企業
⑮運輸と通信企業
乳商業企業
.&貿易企業
軌公益企業
10,予算企業
11.銀行施設と研究
所
編㌶剰 輻翻鍵
1.国営工業
2.社会主義商業
3.貿易業
4.農業生産協同組合
5.人民園芸企業
6.園芸生産協同組合と
国営職区を持つその
協同組合施設
7.手工業生産協同組合
8.その他の協同組合
9.特別バランスを持つ
私企業
10.その他の部門勘定
計画
1.工業企業
2.建設 ・組立企業
ま商業企業
4貿易企業
5.農業企業
6.自動車運輸企業
乳建設中の企業
&計画企画施設
立企業連合
10.予算施設
ll.金融機関
12.社会組織
ルーマニアの部門
勘定計画
1.工業企業
2.re設組織
3.運輸 と通信企業
4.商業企業
5,貿易企業
6.科学研究 と計画立案
の施設
7.観光施設
8,国営農業企業
9.機械 ・トラクター ・
ステーシ ョン
10.消費協同組合
11.手工業協同組合
12.予算施設
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
》
?
?
1.経済組織
2.予算組織
3.貨幣 ・保険施設
4.その他の社会組織
(出所)〔98〕 の73～74ペ ー ジ。
く　 　　ロ　　
更に個々の企業,組織で採用する勘定計画は次のように設定されている。ポーラン ドでは最下
級勘定計画と呼ばれているような各国の企業で採用される勘定計画は,各国の部門勘定計画,統
一勘定計画(ブルガリァの場合),生 産的経済活動の統一勘定計画(ソ連の場合)に基づいて個々の
企業活動の条件に応じて設定される。企業レベルにおける勘定計画の設定に際しては1.部 門勘
定計画または統一勘定計画 と比較してより詳細な勘定を設置する,あるいは2.部 門勘定計画ま
たは統一勘定計画に詳細な勘定を前以って規定しておき,それ以外の勘定の設置を禁止する,の
いずれかの方法が採用されている。
ところで,各国の会計勘定の組織的な体系を規定する勘定計画は各国の統一勘定計画である。
・そこでハンガリー ,東独の国民経済勘定計画,ブルガリア,ポーラン ドの統一勘定計画,ソ連の
(31)も うひとつの国際会計の展開31
企 業,建 設,経 済組織の生産的経済活動の統一勘定計画,ル ーマ ニアの部門勘定計画の1つ であ
る工業企業 の勘定計画,チ ェコス ロバキアのグルー プ勘定計画の1つ であ る経済組織の勘定計画
が どの よ う1な内容になっているかをみ ると,そ れは表5の ようになる。表5は 各国の統一勘定計
画の内容の うち,区 分 または クラス と呼ばれ る分類の名称のみを示したに過 ざない。多 くの場合
ω
区分(クラス)の中に総合勘定が配置され,総合勘定の中に補助勘定を配置している。
区分(クラス)の名称,配列順をみると各国に差異があるが,固定資産を最初に配列してい る
点では各国共通している。更に各国の固定資産会計の内容を詳細に検討していくと,そこには共
(98.P.77)
通 点 と相違点を発見できるとい う。 相違点 としては1.固 定資産の区分(ク ラス)に 配置さ れ て
表5
鱗 詳i品鍋 野 済1雇㌶籍蟄需麗 ブルガ リアの統一勘定計画(1982年) ポーラン ドの統一勘定計画(1976年)
クラス1.固定資産 クラス0.労働手段 区分1.固定資産
」
クラス0.固定資産 と投資
クラス2.在庫 クラス1.物質的流動資産 区分2生産用在庫とその クラス1.貨幣資産 と銀行
クラス3.財務的決済 クラスa財務的流動資産 他の棚卸資産 勘定
クラス4基 金 とその他の資産 区分3.貨幣資産 クラス2.決済 と請求権
クラス5費用要素
クラス6.管理費
クラス乳活動種類別生産
費
クラス8.実現生産物原価
とその他の支出
クラス9.実現からの売上
クラス&費用要素別原価
クラス4決済
クラス5国庫との決済
クラスa生産的用役の成
果
クラスτ非生産的用役の
成果
区分▲入金 と借入
区分5.生産費,運 営費,
流通費
区分6.生産物,商 品,実
現
区分7.基金,準 備金,財
務的成果 とその配
分
クラス3.材料,少 額迅速
消耗物品,商 品
クラス4.支出 と損失
クラス5.生産費
クラス&生 産物
クラスτ収入 と利潤
クラス8.基金 と財務的成
とその他の収入 クラス&信用と約定 区分8.銀行 ローン と融資 果
クラス0.バランス外勘定 クラス息基金.損 益 区分乳投資と大修繕への クラス9.予算 と特別使途
支出 i基金
区分10.バランス外勘定 バランス外勘定
ソ連の企業,建設,経済組織の生産的経済活動
の統一勘定計画
(1968年) (1985年)
ルーマニアの工業企業 チ ェコスロバキアの経済
鵠 観 亘)(部門蹴 鞭 鵠 裏鶉 蕩鶴
区分1.固定資産(フ ォン
ド)
区分2.生産用在庫
区分L固定資産(フ ォ
ン ド)
区分2.生産用在庫
区分1.固定資産
区分2.物質的流動資産
区分a貨幣資産
クラス0.固定資産
クラス1.在庫
クラスa経 済活動 と関係し
た決済
区分a生産費
区分▲完成生産物,商品,
実現
区分5貨幣資産
区分3.生産費
区分4完成生産物,商
品,実現
区分5.貨幣資産
区分▲決済
区分5支出
区分a収入
クラス&種類別の基本的支
出
クラス4活動種類別のセン
ターの費用とその
他の費用
区分6.決済 区分&決済 区分τ基金,準備金,融資,成果
クラス5活 動種類別のセン
ターの収入
区分τ引上資産
区分&減 耗,損害
区分息基金と準備金
区分1α銀行信用と融資
区分11.財務的成果
バランス外勘定
区分7.財務的成果と利
潤の利用
区分8.基金と準備金
.
区分軌銀行信用と融資
バランス外勘定
区分&ローン
区分駄投資
区分1息バランス外勘定
クラス航実現および移転し
た生産物の原価
クラスτ収入とその調整項
目
クラス&納付金と補助金と
の決済
クラス乳基金,補助金,財務
的成果とその利用バ
ランス外勘定
(出所)〔98〕の75～77ページ。但しソ連の1985年の統一勘定計画については 〔99〕を参考にして迫加した。なお
その正式の名称は 「連合,企業,組織の生産的経済活動の会計の勘定計画」である。
い る総合勘定の量が異なっているこ と(例えばノヒー マニアでは2つの勘定・東独では24の勘定を配置し
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ている),2.固定資産会計で利用され る総合勘定`p名称や構造が異な ってい る こ とを 摘 出 で き
る。 こ うした相違点は固定資産の取得価額の概念,固 定資産と少額迅速消耗物品 とを区分す る基'
準,固 定資産の評価法,減 価償却算定法,償 却率な どにおいて各国に差があ ることか ら生 じてい
る。
コ メコン諸国における固定資産会計を比較研究 したc.H.MYAbMaHは,相違点 として1.名
称,量,構 造において異なる固定資産会計 の勘定を採用 してい ること,2.同 一 の固定資産客体
を異な る勘定で処理 してい る こ と,3.固 定資産 と流動資産とを区分す る方法で異な ってい るこ
とを指摘し,そ して 「これ らの差異は客体の組成,そ の価額の大 きさ,そ の利用期間 と関連 して
いる。同一の機械 または同種の設備をあ る国では固定資産の組成 に,別 の国では流動資産の組成
に含めている。耐用年数に よって客体を固定資産 とす る場合に も1年 から3年 までの差異があ り.
取得価額 で客体を固定資産 とす る場合 に も(比較貨幣単位において)1か ら10までの範囲の振幅が
(84,p,37)
ある」 と説明している。
こうして各国の勘定計画の うち固定資産会計の勘定を比較分析 しただけで も,そ こには会 計シ
ステムの統合化を妨げ る差 異があることがわかる。そ こでこの差異を取除 くことが,コ メコン諸
国に おいて統合された 国際的な統一勘定計画モデルの創造 となるのである。
各国の論者は 国際的統一勘定計画を策定す ることが,コ メコン諸国における会計の統合化 の重
要な前提であ ると考 えてい る。例えばA.H.KamaeBは各国の会計 システムの漸 次的接近 と統一
化の出発点et,「・メ・ン加盟国の搬 計画の一定の統一化から開始されねばば9尉 という。
また ブルガ リアのJ[.丑aHaMOBは国際的統一勘定計画の創造過程を,接 近の段階 と統一の段階
とい う2つ の段階に分けて,「接近は勘定計画の基本的 アプローチ,パ ラメー タお よび条件 を均
等にす る低い段階であ る。 より高度の段階 としての統一は既に接近した勘定計画のアプ ローチ,
(66,p.117)
パラメー タおよび内容を統一することである」 とい う。そ してと りわけ ソ連 とブルガ リアの勘定
計画には類似点が多いので,両 者の接近は早い と指摘 している。
各 国の勘定計画を最初に比較研究し,先 に触れた 『コメコン加盟 国の勘定計画の統一化の若干
の諸 問題』の労作を1974年に公表したチ ェ=ス ロバキアのB.KnnMaは,そ の労作 で コメコン
諸国の単一の統合された国際的な勘定計画は個 々の国で統一勘定計画を制定する際に役立つ模範
(51,P.27)
的な ものでなければな らない と主張してい る。
r.H.ne6egeBaは1968年eこ制定 された ソ連の統一勘定計画に基づいて,表6の ような国際的統
(80,p,16)一勘定計画モデルを1979年に発表 した。 この表は国民経済の部門を横に グルー プとして分類 し,
勘定計画の区分(ク ラス)を 縦に分類してい る。 表中にある2桁 の数字は まず部門 グループを,
次に勘定区分(ク ラス)を それぞれ示している。 もし3桁 の数字を作れば,そ の最後の数字は区
、分(ク ラス)に配置され る総合勘定を指す ことになる。
単一の統一勘定計画の策定は非常に複雑な課題である。このためそれを創造する際には,勘定
1計 画の組成についての基本原則をまず明確に してお く必要があ る。 この点についてブル ガリアの
瓦MOPAaHOB,・M,KaqapOBael,勘定計画組成の必須条件 として次の ような提案をしている。「単
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(出所 ノ 〔98〕の80ペー ジ.
一計画の構造は次の場合に最適なものとなる。それが経済的内容にふさわしい名称の勘定のみで
組織されている時,勘定がその使途との関連で経済的に同じグループ別に体系化されている時,
多 くの勘定が,その使命に則して統一され国民経済の全部門における会計の要求を満し,計算を
手作業で行なうもとでもまたデ」一タの機械処理のもとでも効率的に利用でき,会計幹部の業務を
くきヨリ ロコらの
軽減 させ る時,追 加的に発生す る必要な情報を充たす勘定の予備がある時」。
単一 の統一勘定計画を策定す る際,い かなる組成方法を選択す るかが問題 とな る。 この点につ
いてB.fianHvaとH.COKonOBは組成方法 としてLマ トリックス法,2.線 型法,3.ヒ エ ラ
ル享竺選9翼躍,「最小限の総合勘定と補助勘定による情報の特徴の最大限の分類」が最適な方
く　ぶエサコ　　
法である とし,ヒ エ ラルキー法を推薦している。'
H.C.MaqKeBuwnceeよれば,合 理的な数 の総合勘定計画を設置しそれ と補助(分析)勘 定 との
適切な相互関連を決定する ことが良い とし,コ メコン諸国における国際的統一勘定計画の策定の
第1段 階では,各 国共通の総合勘定を配置 し補助(分析)勘 定は国民経済管理システム の特徴 と
必黙 応じ一c6国で灘 する。と雄 薦畿r;碧.そして次の点姓 張しぞv畷 ・.各国の総
合勘定は同一の構造で組成すること。2.勘定の番号付けはデータの自動処理を考慮して行な うこ
と。3・番号付けの方法としては順序法または10進法を採用すること。しかし近年では10進法が多
く採用される傾向があること。 ▲ 追加の情報を確保するために勘定の予備番号を用意して置 く
こと。5.一方で計画化と管理に必要な情報を収集するために勘定計画の情報入力量を拡大させ・
他方で情報を計画化と管理に活用するために勘定計画の情報産出量を増大させること。 このため
には勘定計画の構造,勘定の名称は貸借対照表と報告書の作成,項 目名称と均斉が採れているこ
と。更に ばCMaqKeBmrocは単一の統一勘定計画を策定するためには・1・勘定の名称・特徴・
内容,利用についての具体的な指示を作成する,2・経済取引・ 経済現象の客観的反映度を高め
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る,3.比較的安定 した長期間にわたって利用 され る勘定計画を策定す る,4.会 計の機械化,自
(98,P.83)
動化が一層発展することを考慮して勘定計画を策定することが条件であると指摘している。
以上がコメコン諸国における勘定計画の統合化に関する諸問題である。
(1)ソ連の勘定計画については 〔103〕,ハンガ リー とポー ラン ドの勘定計画については 〔105〕と 〔106〕
をそれぞれ参照。
W生 産費計算と生産物原価計算の統合化の諸問題
A費 用分類の統合化の諸問題
コメコン諸国における生産費計算 と生産物原価計算の統合化の諸問題を明らかにするには,ま
ず費用分類から考察していかねばならない。
コメコン諸国では生産費は種々の基準で分類している。広 く採用されている費用の分類として
(98,P.84)
は次のものがある。 ・
?
?
?
?
??
?
?
??
経済的要素による分類。
原価計算項目による分類。
操業度との関連による分類。
生産物原価へ算入する方法による分類。
生産過程の段階による分類。
生産物の生産過程 と実現過程における費用の役割による分類。
上記の分類のうちコメコン諸国のすべての国で採用されていて,会計の統合化と密接に関連す
る分類は1,2,3の分類である。
経済的要素別の費用データは,企業が生産プログラムの遂行,達成のために利用する物質的資
源,労働的資源,貨幣的資源の大きさを決定する場合,また上級管理機関が社会的生産物,国 民
所得を決定する場合に重要な役割を果す。ここに経済的要素による費用の分類基準を統一するこ
とが焦眉の問題となる。 このためコメコン経済問題常設委員会はコメコン諸国の工業生産物原価
組成方法に関する基本規程を1966年に制定し,その中ですべての生産費を次の経済的要素で分類
(13,P、5)
す ることを規定 した。1.賃金 と社会保険控除。2.原料,材 料 および半製品。3.燃 料 とエネル
ギー,▲ 滅価償却控除 とその他の貨幣支出。
しかしそれぞれの国の国内では,上 記の分類 とは別 の国際庇較を困難にさせ る分類が行 なわれ
てい る。各国の費用 の経済的要素に よる分類は表7の ようになる。
14.C.Ma耶eBHqlocはコメコン経済問題常設委員会の先の分類を基礎に して,次 の ような費用
(98,p.87)
の経済的要素別分類を提案してい る。
1.原 料 と主要材料(再 生される屑物を除 く)。2.補助材料。3.製品,半 製品お よび協同組合企
業の用役。4.燃料。5.エ ネルギー。6.賃金。7.社 会保険控除。8.固 定資産の減価償却。
9.資源の使用料。10.要素別に分割で きないその他の費用。
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表7
ハンガ リー ドイツ民主共和国
1チ ・・ス ・パキア1
ポーラン ド
1.材料費(屑物を除 く)
2.賃金に関係した社会保
険納付金,労働的資源
利用に対する税金
&固定資産利用に対する
支払
▲流動資産利用に対する
支払
5.減耗損
6.その他の費用(そ の他
の物質的費用,非物質
的用役費,銀行への支
払,その他の種々の費
用)
7.次期の総費用
&補助金
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
1.労働手段 の費消
2.材料 の費消
3.生産的用役費
4.商品への支出,賃 金,
報酬金および プレ ミア
ム
5.補助金と補償金
6.基金への控除
硫非生産的用役費
&納付金,利子および費
用としての国庫への支
払
息その他の種類の費用
1.費消した社会的労働の
費用
2.費消した 「必要労働」
の費用
3.「剰余労働時間」部分
の配分費あるいは費消
費
1.物質的費用
2.外部からの用役費と生
産物の費用
3.減価償却費
4.fi金の費用
5.ee労老の労働活動に関
連したその他の種類の
費用
6.非物質的性質の用役費
7.財務的費用
1.少額迅速消耗物品の磨
損
2.賃金と社会保険控除
3.プレミアム基金と社会
的基金への控除
▲非物質的性質のその他
の費用(銀行利子,上級
機関の運営費,技術経
済向上基金への控除,
所得と日常生活サービ
ス価値との差への補償
金など)
(注)チ ェコスロバキアの分類は東独の分類と類似している。ポーランドの分類はその特徴のみを示したものである。
なおブルガリアにおいては経済的要素を5種類に大別し,更に若干の個々の要素は物質的費用と労働的費用と
に細分する。例えば賃金の要素は1.労働者の年度プレミアム,2.主導的幹部,専 門家,そ の他の勤務員の
プレミアム,3.1回のプレミアムに細分する。またルーマニアの費用の経済的要素別分頬はソ連のそれと共通
点を多 く持っている。
(出所)〔98〕の86～87べ一ジ。
この分類では2,3,9の各要素を追加したこと,そして燃料とエネルギーを,賃金と社会保除
控除をそれぞれ独立した要素に分離したことで,コ メコソ経済問題常設委員会の分類と異なって
いる。補助材料を1つ の要素として追加した理由は,生産過程における補助材料の役割が大きく,
その費用額が総生産費においても主要材料との比較においても大きな比重を占めているからであ
り,製品,半製品および協同組合企業の用役を1つの要素とした理由は生産の専門化 と協業化の
進展と共に,将来この費用は原材料費の増大よりも速いテンポで増加し総生産費中のその比重を
大きくすると予測されるからであ り,資源の使用料の要素を追加した理由は,水資源保護,植林
活動,地質調査活動,そ の他の自然資源に対する費用がこれから増加すると考えられるからであ
(98,pp.87-88)
る,とH.C.1"aqKeBHqlocは説明す る。
次に,コ メコン諸国におけ る費用 の原価 計算項 目がどのよ うに分類されているかを比較分析し
よう。原価計算項 目別 の費用データは製品原価の算定,工 場内独立採算制の業績評価・生産物原
価引下げの余力の発見,企業経済活動の分析において重要な役割を果す。こうした役割を持つ費
用 の原価 計算項 目は,コ メコン諸国では表8に みるような名称で分類 されている。
表か らブル ガリア,ル ーマニア,ソ 連の原価計算項 目の名称は極めて類似 してい るが・東独・
ハンガ リー,チ ェコス ロバキアのそれには大 きな差異があることがわか る。それは各国の経済政
策の特徴が各国の原価 計算項 目の差異 として反映され ていることに よる。
1
表8
ハンガリー ドイツ民主共和国 ブルガ リア ポ ー ラ ン ド ル ー マ ニ ア ソ 連1チ ・コス・バキア
1.原材料費
2.生産労働者の基本賃
金(追加賃金を除く)
3.その他の直接費
a.税社会保険控除,
追加賃金,直接賃
金に対する加算金
b.生産活動の特別費
c.販売活動の特別費
4.直接費合計(1～3)
5.職場費
6.簡略化原価(4～5)
τ全工場費(経営の中
央管理部の費用)
&決済価格計算による
差異
9.生産原価(6～8)
10.技術進歩費 の補償
金
且 消費者保障用 役費
の補償金
12.生産フォン ド使用
料
1a総原価(9～12)
1.直接的技術費用
2.全re的技術費用
3.技術的費用(1～2)
4.補給(調 達)費
5職 場管理費(職場費)
6.wa場原価(3～5)
τ生産管理費(全 工場
費)
8.生産原価(6～7)
甑実現費
10.総原価(計 画可 能
費)
11.計画不能費
12.総原価(10～11)
1.原材料費
2.協同組合 との契約納
入による製品
3.社会的生産の半製品
▲賃金
5.社会保険控除
6.生産上 の不合格品損
失
7.その他の生産費
8.職場費
9.職場原価(1～8)
10.全工場費
11.工場原価(9～10)
12.生産外費用
ユ3.商業原価(11～12)
14.賃金,社 会保険 控
除の差額(十,一)
15.生産物 の総原価
(13～14)
L直接材料費(再利用
され る屑 の価値を除
く)
2.技術 目的のための燃
料 とエネルギー
3,調達費(予 約買付 と
買取)
4.直接賃金
5.その他の直接(特別)
費
6職 場費
7.技術的原価(1～6)
8.全工場費
9.不合格品損失
10.生産的原価(7～9)
1L実現費
12.総原価(10～11)
1.直接原材料費
2.再利用 され る屑(差
引 く)
3.生産労働者の直接賃
金 と社会保険控除
4.直接費合計(1+3-
2)
5.設備維持稼動費
6.職場費
τ職場原価(4～6)
&全 工場費
9.生産原価合計(7～8)
10販売費
11.総原価(9～10),
1,原材料費
Z再生屑(差引丁く)
&技術目的のための燃
料とエネルギー
↓生産労働老の基本賃
金
5.生産労働者の追加賃
金
6。社会保険控除
τ生産準備 ・習熟費
&設 備維持 ・稼動費
乳職場費
10.全工場費
11.不合格品損失
玖 その他の生産費
13.生産原価(1～12)
14.生産外費用
15総原価(13～14)
1.直接原材料費
2.生産労働者 の賃金
3.その他の直接費
4.th産上(運 営上)の
用役費(職 場費)
5.生産原価(1～4)
6.管理上の用役費(全
工場費)
7.生産総原価(5～6)
8.直接実現費
a総 原価
10.利潤(+),損 失
(一)
1L卸売価格(生 産物
種類別価格によるも
の)
12.補助金(+),割 引
(一)
13.卸売価格(補 助金
と割引を考慮した も
の)
(注)こ の分類 はM・C.MaUKeBvagroeの〔7G〕に よ るが,C.A.CTyKOBの〔82〕の31～↓1ペー ジに も項 目の表現 が若干 異 な る分類が 示 されて い る。C.A.CTyKOBの分 類に つ
いて は 〔104〕を 参照。
(出所)〔70〕 の72～73ペー ジ。
??
『?
?
?
?
?
?
』
?
?
?
?
?
?
〕?
???。??
?
?
?
?
?。
?
?
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コメコン諸国で原価計算項 目を統合 しようとす る場合,原 価計算項 目を拡張 ・大別するか,そ
れ とも分割 ・細分す るかが問題 となる。原価計算項 目を拡張 ・大別す る見解を支持す るブル ガリ
アのA.MeCXHHは,財貨の生産には労働,労 働対象,労 働手段を必要 とす るとい う考えに基づ
(21>P.46)・いて次のような項 目に分類する。
1.原材料費。2.賃金 と社会保険控除。3.減価償却控除。4.管理費。5.生産不合格品損失。
6.生産外費用。7.賃金と社会保険控除の差額。
これに対してva,C.MaqKe斑⑭cは場合によっては大別した原価計算項目で費用を把握しても
良いが,すべての費用の原価計算項目の拡張には賛成できないという。その理由は,原価計算項
目を拡張して簡素化することは大別された各原価計算項目に経済的性質の異なる費用を統合し,
それによって企業に必要な情報は減少し効果的な生産物原価分析を不可能にさせるからである。
とりわけ燃料 とエネルギー,半製品と外部からの購入製品,減価償却,運送 ・調達費などについ
(98,P.89)
ては細分された各原価計算項目で表示されねばならないと主張する。
原価計算項 目を分割 ・細分しようとする見解は,電算機の広範な活用のもとで生産物の原価分
析を深めようとする点に基礎を置いている。電算機の採用は原価計算の煩雑な労力を軽減する一
方,企 業の経営意思決定に必要な原価データを取集,処理,伝達を容易にする。そこでコス ト・
マネジメン トを強め,原価に対する企業の責任を高めることができるような原価計算項目のより
合理的な決定が必要となる。
M.CMaqKeBiigrocによれぽ費用の原価計算項目は,次の要請に応え得・るような組成,名 称で
(98,P.go)
なければならぬ という。
1.会計,経済分析および経済情報の要請。この要請に応えるにはア,企業の各亜部門,各生
産過程の経済活動の成果が判断できるような原価計算項 目を組成すること,イ,生産物原価分析
のために生産上のすべての費用をその経済的内容と使途との関連,と りわけ新技術の採用でその
比重が変化することを考慮して項目別に分類すること,ウ,各種費用の水準と生産管理に必要な
費用データが確保できるような原価計算項目を決定することが重要である。
2.工場内独立採算制の要請。この要請に応えるには,企業の各亜部門がそれぞれの項 目に一・
定の責任を持つことができるような原価計算項目を組成することが重要である。
3.生 産組織と技術過程の要請。この要請に応えるには,生産組織と技術過程の特徴,生産物
原価形成の全過程が把握できるような原価計算項 目の名称を決定することが重要である。
1977年にコメコン執行委員会は各国の価格形成方法の接近と今日の管理上の要請を考慮して,
表9の ようなコメコン諸国共通の費用の模範原価計算項目名称を提案した。
この模範原価計算項目名称はソ連の原価計算項目を基礎にして作成された。従ってそれは各国
の原価 計算項 目の統合化に向 っての1つ の草案に過ぎず,今 後更に修正 されてい くものといわれ
てい る。
M.C.MaqxeBvanrOCによれば コメコン諸国の工業に とっての模範原価計算項 目名称を作 成す る
には,次 の条件を鋤 。しなければならぽし晋 駕.1.生産励 生産と実現(販売)随 接関係
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表9
1.原 材 料
・原料と基本材料
・自己生産の半製品,原材料
・購入製品,半製品,協同組合用役・技術目的のための補助材料
2.再生屑(一)
3,技術 目的のための
燃料 とエネルギー
4.1か ら3ま での運
送 ・調達費
5.所得税を含んだ全
体としての賃金
・購入した もの
・自己生産 した もの
・荷造包装費(再生した荷造包装資材を差引く)
・補給 ・調達機関に支払う値上げ差額
・運送費
・企業倉庫への材料の配達費と荷卸費
・特別調達事務所の維持費と材料調達のための出張費
・倉庫維持費
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
・出来高 ノルマと賃金出来高給基準による支払
・時間給基準による支払
・出来高給の時間給 ・プレミアム制度による未払金
・生産の標準的条件からの背離による基本出来高給に対する未払金
・その他の賃金
・定期休暇,追加休暇に対する支払
・未利用休暇に対する支払
・少年少女の割引時間払
・授乳女子の業務中断に対する支払
・社会的業務の遂行した時間に対する支払
・停年後の報酬金
・物質的刺激基金からの支払
6.5の社会保険控除
7.科学研究活動費と計画立案費
8.'生産準備 ・習熟費
乳 地質調査活動費とその他の類似の費用
?
?
?
?
?
?
?
10.職 場 費 ?
?
?
?
?
・職場設備と運送手段の減価償却費
・修繕費を含む職場設備と運送手段の稼動費
・少額迅速消耗物品の磨損と修繕費.
・その他の費用
・職場管理機関の費用
・その他の職場要員の費用
・建物と構築物の減価償却費
・経常修繕費を含んだ建物と構築物の維持費
・職場保安費
・基準内の技術的不合格品損失とその他の支出
1L全工場費
・全工場的使途の建物と構築物の減価償却費
・企業保安費
・社会的,文化的,医療的,体育的,住宅 ・公益的な客体を含む全工場的使
途の建物と構築物の維持費と修繕費
・労働保安費
・上級機関への納付金と税金およびその他の費用
・幹部養成費
・経営管理費
・工場内運送費 とその他の費用
その他の生産費 ??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
13.実現(販売)費
・荷造包装費
・規定された場所への完成生産物の転置費とその他の費用
総'原 価
(出所)〔98〕 の90～92ペー-t".
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するすぺての費用を原価により完全に反映させること。2.工業企業の生産活動 と販売活動と関
'係のない費用(計画外の不本意な費用で例えば基本建設費,小売商業の商品販売費,工業企業の副次的農
業経営部門の費用など),計画と経営規律の違反と関連した費用(例えば不合格品損失,罰金,科料,
違約金など)を差引いた生産上の実際原価を計算すること。3.原価単位当りの費用の比率を的確
にし,間接費の配賦の基礎を改善すること。
併せて 江C1》1aqKeB四〇cは,コメコン執行委員会が作成した先の模範原価計算項目名称を次
(98,P.93)
の ように改訂することを提案す る。現行 の管理機構 を考慮して1.「設備維持稼動費」,「職場費」,
「全工場費」の総括項 目を廃止す る。代って2.「設備維持稼動費」を 「設備維持稼動費」 と 「工
場 内運送維持稼動費」 とにし,ま た3.「職場費」 と 「全工場費」 の総括項 目か ら 「管理費」 と
「非生産的費用 と損失 および技術上不可避 な費用 と損失」 を独立 させ る。4.「職場費」 と 「全工
場 費」 に含 まれている社会経済的政策 のすべての費用(幹 部養成費,労働力募集費,労働保安費,企
業の福利厚生施設の維持費など)は,「社会経済政策のための費用」 として独 自項 目で総括する。5.
「地質調査活動費 とその他の類似の費用」 は 自然の保護 と天然資源の合理的利用 が今後一層重視
されるので,「地質調査活動費 と自然保護費」 に名称 を変えること。
さて次に,コ メコン諸国において費用 が操業度 との関連でどのよ うに分類 されているかを比較
分析しよ う。周知のよ うに費用は操業度に基づいて 固定費(nOCTO"HHNepaCXOAN)と変動費(He・
peMeHHHepaCXO胆)とに分類 され る。 この分類から得た費用 デー タは原価態様 の研究,製 品の収
益性の決定,企 業 内亜 部門の経済活動の業績評価,原 価 の計画化において重要 な役割を果す。一
般に コメコン諸国では変動費は比 例的費用(llpollopqKoHanbHHepacxollN)と非比例的費用(Henpoit-
opllMoHanbHNepacxoAN)とに分類 され,更 に非比例的i費用を累進的費用(nporpeccupyroZauepacx.
onN),逓減的費用(AevpeccllpyromHepacxollH),退化的費用(perpeccupylorUHepacxoAH)に細分す
(98,P.94)
る。 こうした分類は実践の上で広 く採用されている。例えば東独では操業度との関連で費用を分
ぐら　り 　エヨぶ
析し,その結果を年1回 以上書類に残すことを義務づけている。また生産過程を改善し技術進歩
を速めることによって将来,製品をより多量に生産する一方で,その原価を引下げる方策を原価
(78.P.399)
態様 の分析か ら研究 している。
操業度に基づ く固定費 と変動費の正確な分類は困難である。そ こでH.qyMaqeHKOは固定費
(23.pp.41-51)
と変動費を分析して,操 業度 と生産物原価 との相互関連をグラフで研究す る方法を提案している。
なお固定費 と変動費の分類は,資 本主義会計では変動費 のみを製品原価 とし固定費を期間原価 と
す る直接原価(AHpeKT-KOCT)計算と密接な関係にあ る。ハ ンガリーではこの直接原価を簡略化原
価(coKpa■eHHasce6ecTouMocTb)と呼 び,そ の直接原価計算を変動費計算法(MeToAyqeTanepe・
MeHHNXpaCXOAOB)と呼んで採用 しているが,こ の点については後 に触れ る。
最後にその他 の費用分類 の特徴をみ よ う。独立採算制を強め,企 業の生産亜部門の相互関係を
(98,PP.95-96)
密にし,原 価引下げへの刺激を高めるために コメコソ諸 国では,費 用の特殊な分類を行な ってい
る。例えば チ ェコスPバ キ アで は費用を第1次 的費用(nePBHqHHepaCXOAN).と第2次 的費用
(BTOPEgHNepacxo腿)とに分類する。第1次 的費用は 自己の亜部門で 発生す る費用 であ り,第2
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次的費用 は他人の亜部門で発生する費用 である。 これ と類 似した費用分類は東独に もある。それ
は費用の発生要因に基づ く分類であ り,東 独では この基準で費用を1.当 該労働現場の労働者 と
直接関係ある費用,2.当 該職区の生産高,生 産設 備操業度 と関係ある費用,3.当 該職区に直接
関係はないが適切な配賦基準で原価 とな る費用 に分類する。更にチ ェコス ロバキアには原価計算
費用(KanbE・yallpyeMNepacxoAu)と非原価計算費用(HeKaAbKyaHpyeMNepacxo胆)とに 分類す る
方法があ り,東 独には計画化 費用(HnaHHpyeMNepacxoaN)と非計画化費用(HenaaHHpyeMHepa・
CXOAN)とに分類す る方法があ り,近 年 これ らの分類は他の国に も採用 されつつあ る。 その外に
費用 負担老別,費 用発 生場所別,費 用 の技術 ・経済的使途別,費 用 の原価算入方法別,活 動形態
別の費用分類 も各国で採用 されている。
吼C.IVtaqKeBHgrocによれば現在,各 種の基準で分類 された費用デー タは企業 内の亜部門レベ
ル,全 体 としての企業 レベル,工 業連合 レベル とい う各段階で総括 されるので,今 後は費用を諸
要因に よる垂直的な分類のみならず,亜 部門,企 業,連 合 レベルでの水平的な分類 も研究すべ き
であ ると指摘し,'加えて費用分類法を再検討して統一 された分類基準を作成 してい くことは,生
(98,P」96)
産費計算と生産物原価計算の統合化にとって重要であると主張する。
B生 産費計算の統合化の諸問題
今 日のコメコン諸国における生産費計算の主要な発展方向はその効率性,分析性を高めて,そ
の統制的,情報的機能を強めることにあるとされている。 とくに生産費計算の前には物質的資源,
労働的資源,貨幣的資源の合理的利用,原 価の引下げ,収益性の向上,企 業管理への従業員の参
画とい う課題が与えられてお り,生産費計算は企業活動の改善にとって重要な役割を果している。
　 　ひ 　ロ　カ
こうした意義を持つ費用計算は一般に次の要因に基づいて組成 され てい る。
1.生 産過 程 の 組織的特徴(生 産タイブ,技術工程,生産構造,生産周期,生産の専門化と協業化,
生産の集中化とコンビナー ト化など)。
2.生 産する製品,再 加工す る原料 の特徴(製 品の組成,ア ソル トメン ト,半製品の在高,組 成,
規模,原料の特質など)。
3.経 営業務状況 の特徴(会 計,経済分析,独立採算制などの実施状況)。
▲ 計算・管理 に利用 され る技術的手段 の 特徴(計 算機のタイプ,情報伝達手段のタイプ,測定装
置の有無など)。
ところですべ ての コメコン諸国においては現在,科 学技術進歩のもとでの費用 計算の改善 が大
きな問題 とな っている。それは生産の機械化 と自動化が費用の内容,構 成 に影響を与え,新 製品
の出現 とそのための新しい生産過程は新 しい種類 の費用 を発生 させ るか らである。 ここに,各 国
は費用 計算の改善 とその新 しいシステムの探究を行な ってい る。特に東独 は この分野 で大 きな成
果をあげている。
東独では生産組織の特徴 と費用計算 との関係を重視 して,生 産費計算の基本的課題は現在 の費
用の算定,そ の統制のみならず将来 の費用 の予測,そ の統制で もあるとし,そ のための効果的な
費用計算を探究 してい る。東独のr.PafiHeKevcよれば従来の費用計算を補完す る効果的な費用
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計算は,1.生 産物に対する技術的費用の影響の把握,2.生 産準備費の算定,3.科 学技術政策,
(73,pp.15-16)
投資効率を考慮した費用計算の確立という課題を解明するものであるという。そしてこの課題を
解決した後に例えば,新製品の計画およびその生産が開始されている。その外に東独では生産高
のみならず時間を基準とした原価態様の分析にも注目しており,これと関連して従業員からの費
用データの報告制,経営責任者への費用統制の割当制を採用している。従って東独における生産
(75,pp.6-8)
費計算は次の特徴を持 っている。
1.費 用の発生場所別 と統制別 の生産費計算。
2.生 産費統制への従業員とりわけ労働者 の参画(例 えば職区,交替組,班,労 働現場で記帳され
る帳簿を通じての参画)。
??
?
??
??
?
?
?
?
費用に対する責任制度の設置(例えぽエネルギー主任はエネルギーの費用を統制する責任を持つ)。
グラフと数学的方法を活用 した生産費の研究。
ノルマ生産費に よる ノルマ差異の把握。
原価 の事前統制による費消原価の分析。
会 計勘定によらない特殊な一覧表による生産物原価の計算。
生産物原価計算枠外の費用計算 の実施。
コメコン諸国では独立採算制を一層強め ようとしてい るため,そ の テコとなる費用計算の改善
に取組んでいる。 この点についてF.ronaとA。几MepeMeTは先に触れた 『ソ連邦 と ドイ ツ
民主共和国における原価算定の理論 と実践』 の労作で,1.独 立採算制亜部門間で生産費に対す
る責任を明確にす る,2.当該亜部門に直接関係す る費用のみ独立採算制亜i部門の原価に 算 入 す
る,3,原 価差異分析で独立採算制亜部門の活動成果を測定す ることを主張し,工 場内独立採算
(75,P.103)
制と会計との関係を強めることに力点を置いている。そして今日の会計の主要な課題は 「それぞ
れの独立採算制亜部門別に,その集団の統制下で直接形成されその労働の実際の成果と結びつい
(75,P.107)
た費用のみを把握す る」 ことであると強調している。 更に東独 では工場 内独立採 算制 と費用 計算
との関係を密にするため,各 亜部門で取支帳簿が記帳され,労 働現場での効果的な費用統制 を社
会主義 競争 と結びつけて行な っている。
こうした東独の経験は,費 用 発生場所別の費用計算がいかに重要であるかを示 した。そ こで,
東独のr.raOc刀ep,RPa舳eKe,K.田atPpallK,r.ronn,ソ連のH.Be3pyKnx,A.BopoぷHH,B.
HBal!IKeBvaq,CCTyKoB,H.qyMaqeHKoなどは費用発生場所別の費用計算を研究 し,そ の意義を
次のよう謡 舗 監 費用発生場所別の鯛 計算によって1.当灘 部門の費∫聯 缶・」だけでなく
その部門活動を統制する,2,費用の発生場所で費用 と生産高とを対比する,3・生産物原価計算
をより正確にする,▲ 亜部門で発生する費用に対するその部門の責任者,労 働老の関心,責 任
を高める,5.亜部門での費用削減の成果を明確にすること。
東独の費用発生場所別の費用計算には解決すべき課題として,1・費用削減の余力を摘発 す る
ための費用統制,2.製造された生産物の生産高とその実際費用との対比,3.製品の費用計算,
(58,pp.33-35)
4.合理化政策の効果の計算を提示 している。
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東独工業におけ る費用発生場所別の費用計算 の経験 を調査 してC.ToponOBは,「電算機を利
ノ ル マ
用して費用発生場所別の費用計算を組織することは,分析計算の効果を引上げ,費用の標準から
の背離の機動的な発見と共に,工場内独立採算制の強化にとっての重要な条件である。なぜなら
(94,P.61)
ば生産と管理のすべての担当者の業務を能率的に評価することができるから」といい,費用発生
場所別計算は電算機の採用下で充分有益であると強調している。費用発生場所別の費用計算は工
場内独立採算制,節約方式を強めると共に,企業従業員のそれに対するイニシアティブを刺激す
ることになる。東独では個人または従業員集団に対し費用を関係づけ,発生場所別の費用計算を
テコとして生産物原価の引下げが行なわれている。この点について東独のr.ratiCllepらは,費
用が発生し形成され処理される場所で費用は充分に統制できるので,費用に対する責任の範囲を
(77,p.133)
明確にし,その場所の費用責任老を決定することが望 ましいとい う。
ここに企業内に費用発生場所をどのような基準で組織し,そこで何を行なうかとい う問題が生
ずる。しかしこの問題は各国でまた充分に解明されていない。費用発生場所としては,ソ連では
個 々の生産,職区,職場を考えており,ポーラン ドでは現場の活動と生産費に責任を持つ従業員
ω
集団からなる企業の亜部門を考えており,ハンガリー では物理的あるいは理論的に組織された場
所(職場,生産,部課,生産範囲別,活動機能別の場所)を考えている。そして東独では費用発生場所
は職場,職 区,現場の労働者となっている。しかも発生場所別の費用はそこで計画され,勘定計
画外の計算一覧表に記帳される。発生場所別の費用計算自体は費用種類別の費用計算と勿論連結
(98,P.101)
しており,現場での費用統制,現場の活動成果の評価のテコとなっている。
こうして費用発生場所は東独の文献では,「費用が発生する企業の理論的に も機能的にも自立
した特殊な職迭 翻 」と蟻 している。この定義との関連でC.C。Y。。 は,「費用発生嚇1ま
製造する生産物の量,提供する用役と費用との相互関連がそこで明確になるような方法で設定さ
(82ヵP.59)・れねばならない」 とい う。 またB.HBamKeBHqは「それぞれの費用 現場は生産物 の製造 と関係
(44,P亀62)
した り,あ るいは作業,生 産組織 およびその管理 と関係す る」 とし,費 用 発生場所 を設置す る条
件 として1.理 論的に 自立 し得る場所であること,2.機能的に 同種 の場所である こと,3.'費用
に対す る責任を持ち得 る場所であること,4.規定 された原価計算項 目に よる費用分類 ができる
(44,pp.64-65)
場所であることを指摘 してい る。
また コメコン諸 国では今 日,費用発生場所の設置は異なってい る。その数は最小で50,最大で
600～700となってお り大 きな差 がある。 更にその種類 も経営の分権化,最 新 の計算測定技術手段
(98,P.102)
の採用に伴って多様化している。このことは新しい会計問題を提起している。数多 くの多様な費
用発生場所の出現はそこでの費用計算の業務を増加させるからである。そこで費用発生場所をど
のように分類するかという問題を解明しなければならない。
(53・pp.IO5-le9,44,pp.70-71)
A.BOPOAKvaHとB.vaBallleKM9は費用 発 生場 所 をそ の特 徴 との関連 で,次 の よ うに 分類 して い る。
L{1雑繕 灘
(43)も うひとつの国際会計の展開43
2{1難羅 霧1
3・{::纂驚鷺繍
4ぱ 竃醸 巖
5・{:::鍛醸 誓
M.C.MaqKeBugrocは費用発生場所を企業活動の機能 との関連で,1.補 給調達 グル ー プ,2.
(98.P.103)
生産 グルー プ,3.生産サー ビス グループ,4.実現 グループに分類する。勿論いずれの分類にお
いて も,費 用発生場所を分類す る際には費用責任者を決定し,そ こでの費用の計画,統 制,分 析
を行 な うように しなけれぽならない。 なお,発 生場所別の費用は,東 独では計算一覧表 に記帳 さ
(9B,PIO4)
れるが,チ ェコスロバキアではその報告書を作成する経済センターを設けている。
生産費計算の基礎は生産費を把握する原始的証葱書類であるといわれ,コ メコソ諸国では生産
費原始的証愚書類の改善を行なっている。改善の傾向は電算機による情報処理を目的としている。
しかし現在まで各国の原始的証悉書類は多様であり,コメコン諸国のその内容を単純に比較する
ことは困難である。問題は証愚書類の量を削減し,様式を簡略化させることにある。ソ連では中
央統計局が作成した統一原始的証退書類を採用しており,東独では国家中央統計局のもとにある
原始的証愚書類センターが必要なデータ,情報を確保できるような原始的証愚書類に関する一般
原則醐 定畏tl㊧.M一 された聯 的証鰭 類の採用によって,企業・ベルでea情襯 蝶 務
を軽減 し他企業のデー タとの比較を容 易にし,国 民経済 レベルでは必要な情報を統」一形式で確保
できる。
M・C・MaqKeBHgmcはコメコン諸国で共通に採用 され る統一原始的証源書類システ ムを 創造す
く　 ロ サコエむら　
るには,次 の原則が必要であ るとい う。
1.機 械的,自 動的デー タ処理を促進 させ るような証遵書類の最適様 式を作成すること。
2.生 産,技 術過程の特徴を反映す るような証退書類を作成す ること。
3.作 成時間を短縮 し,情 報入力量を高め,取 引の記帳を1回 で済せるような証愚書類を作成
すること。
▲ 各管理 レベルの要請 に見合 った情報を把握できるような証愚書類を作成す ること。
5.・内容を合理的かつ明瞭に示 し,形 式要件ec.論理的一一es性,統一性があ るような証愚書類を
作成する こと。
最後に,生 産費のバ リアン トの問題をみ よ う。 この問題では半製品計算なしの生産費 計算の採
{2)
用か,それとも半製品計算を伴な う生産費計算の採用かが各国で広範に討議されている。討議の
結果 ソ連では,半製品計算なしの生産費計算の特徴は完成生産物についてはその実際原価を算定
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し,半製品についてはその動態の物量現物計算のみを行なうことであり,半製品計算を伴な う生
産費計算の特徴は完成生産物だけでなく自己生産の半製品についてもその実際原価を算定し,半
(98,P.105)
製品については物量現物計算に基づいてその動態を価値計算することであると定義された。H.C.
5e3pyKHXの調査によれば ソ連工業全体で,半製品なしの計算バリアン トは50%以上の企業で,
半製品計算バリアン トは約20%の企業でそれぞれ採用されていて,半製品なしの生産費計算が優
位を占めてお り,残りの28～30%の企業では自己生産の半製品が存在しないためバ リアン トの選
択は問題がないこと,若干の企業では2つ のバ リアソ トを結合した独特の計算を採用していると
(61,p.68)
いう。ソ連の経験では生産費計算のいかなるバ リアン トを企業が採用するかは,次 の要因によっ
て決定される場合が多い。1.生産のタイプ。2.製造する生産物の内容 と量。3.生産管理の構
造。 ▲ 生産物原価計算の方法。 これとの関連で半製品なしの計算バ リアン トは自己生産の半製
品 が部品,組部品として産出されて大規模な品目として存在し,その製造に連続 性 がない 部門
(例えぽ機械製作業,金属加工業,家具製造業,多くの軽工業)で一般に採用され,半製品計算バ リア
ン トは原材料が半製品の品目別製造のために一連の技術過程で加工されていく部門(例えば化学,
'(98
,P.107)
精肉,製紙 ・セルロイド,黒色 ・有色冶金,若干の建設資材,若干の軽工業)で しぽ しば採用 される。
1ボ ー ラソ ドでは半製品原価の算定に若干の特徴があ る。特徴点 をc.CTyKOBは次の ように要
(82.P.U6)
約している。1.もし半製品がい くつかの異なる製品の組成 となってい く場合には,それ らの製
品の原価を決定するために半製品の原価は算定す る。2.企業は半製品を外部へ一部分販売した
り,生 産に際し外部から同等の半製品を購入した りする。3.製造後もし半製品が入庫すればそ
れを次の加工まで倉庫で保管する。▲ もし厳格な費用統制(う必要が生じた な らぽ全製品のみな
らず部品,組部品も分析する。
ルーマニアでは生産過程の連続性の有無,半 製品の在庫の有無を基準として生産費計算の2っ
のノミリアン トの採用を選択する。従って半製品計算バ リアン トは生産過程に連続性があ り,一定
の工程段階で半製品を入庫させる部門で採用され,半 製品計算なしのバリアントは生産過程が相
(46,p.25)
対的に短 く,半製品の入庫なしに1つの工程から他の工程へ半製品が移転する部門で採用される。
ここにコメコン諸国において生産費計算のいかなるバ リアソ トを採用するかを,生産物の生産上
の特徴に基づいた統一原則を制定する必要があるのである。
C生 産物原価計算の統合化の諸問題
今日のコメコン諸国は生産規模の拡大,生産と技術過程の改善,新製品の出現,生産の専門化,
協業化および集中化,新 しい管理方法と電算機の採用などのもとで生産物原価計算を一層改善し,
そのシステムを支えている個 々の要素を改良しようと努力している。とりわけ集約的経済への移
行 と科学技術進歩の加速化のもとで,利潤増大の重要な要因となる生産物原価の引下げ,経済的
基礎を持った価格決定,生産指導のための意思決定,独 立採算制の強化にとっての生産物原価計
算の役割を高めようとしている。
かつてソ連のc.K.TaTypは費用統制のテコとしての生産物原価計算は 「経済的にも技術的に
も充分正確に基礎づけられる必要がある。本質的には原価計算業務の組織は生産組織の組成の一
(45)も うひ とつ の 国 際 会 計 の 展 開45
(9,P.185)
部である」 と強調した。 これに加えて現在効率的管理の テコ,情 報の源泉 としての原価計算の意
義は著るし く大 き くなっている。 この視点からポーラン ドの1.HpyrOBaは一連の原価計算過程
を,1.そ の固有の方法に よる生産物原価の測定段階 と2.原 価比較,原 価差異,業 績評価,意
(48,P.13){3)
思決定についての原価 デー タの通報 ・伝達段階 とに分けて理解 しよ うとしてい る。ハ ンガリーの
JI.fiaToxは原価計算は製造 した生産物原価の取益性,企業活動の成果の情報を提供 し,更 に経営,
(40,p.2e4)
の計画化 と意思決定のための情報を も提供 しなければな らない と主張す る。チ ェコス ロバキアの
ll.BeHe血は経済情報 システムにおける原価計算の役割 として,「行動 の経済性 と効率性は原価
(27,p10)
計算で評価 される」 としている。 ソ連のA.MapryaMCは生産管理 における原価計算の役判 とし
て,「原価計算す ること,費 用を計算す ることこのことは,な に よりもまず経済現象の本質を解
(81,P.179)
明し,費用水準に対する技術進歩,生産の協業化,専門化,自動化の影響を究明することである」
とい う。
このように各国の論者は企業活動の多面的側面から生産物原価計算の役割を高めようとしてい
る一方で,原価計算の役割を生産物単位当りの原価算定に限定しようとする論者もいる。例えば
ソ連では生産物単位当りの最大限許容原価の算定,生産物原価へ算入する費用 と算入しない費用
(98,P.Ilo)
との区分,直接原価計算の導入などを究明している論者がいる。ユーゴスラビアの論者は原価計
算を生産物または用役単位当 りの原価の決定,製品または用役の価格決定のための手段 として理
(12,p.290)
解している。 ブルガリアの論者は全体としての生産物単位当りの原価計算と個々の原価項目の費
(34,p.265)(50,p.258)
用計算 としての原価計算に注目している。東独の論者は製品または用役の原価決定の手段として,
(15,p.1032)
また生産費を製品または用役に関連づける費用計算の一部として,更に利潤計算に必要な製品ま
(39ヵP.252)
たは用役の原価決定の方法として生産物原価計算を考えている。
以上のような生産物原価計算の役割を企業活動の多面的側面から高めようとする見解 と,原価
算定法の改善を通して高めようとする見解がある中でH.C.MaqKeBllqrocは,原価計算 .1つに
は原価形成 と意思決定のための2つには生産物原価の算定のための,科学的に基礎づけられた経
済計算の1つ である2㍊ 駕.そ して嚇 形成臆 思決定のための経済講 システムとしての原
価計算は,1.科 学的根拠のあ る価格の設定,2.新技術,新 製品の効率的導入政策の策定,3.
生産の専門化 の最適バ リアン トの設定などに役立つデー タを提供 し計画化,管 理,統 制のテ コと
な らねば ならぬ とい う。 また生産物原価の算定のための原価計算システムについては,生 産物単
位当 りの原価 の決定だけを問題にす るだけでな く,L原 価計算 の客体,単 位,方 法,2.原 価計
算項 目名称,3.直 接費を客体 に関係づける方法,4.間接費を客体へ配賦する方法,5.計 画原
(98,pp,112-113)
価,ノ ルマ原価の計算法などを検討す る必要があ るとい う。
ところで生産物原価 計算の統合化はその他の会計問題 の統合化 より,も複雑な過程 となるが,そ
の複雑さは生産物原価の算定のための原価計算 システムの個 々の要因 とその要因に各国の特徴が
あ ることと関連 してい る。そ こでHCMaqKeBllgtocはこの点を次のように解明 し・統合化に向
けての提案を行な っている。
1.原価計算の端 単位の統識 織 毘 このことについては特燗 題はt・'.原価講
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の客体は生産 と技術過程の特徴,生 産物 の性質,企 業組織の構造,独 立採算制の要求,会 計の機
械化 ・自動化の水準な どに基づいて決定す る。多 くの場合 コメコン諸 国での原価計算客体は製品,
製晶 グループ,製 品の一部(部 品,組部品),遂行 した業務,提 供 した用役な どとな る。 具体的 な
形態を採 らず一定量を単位 とす る商品(例 えば石油,石炭など)の原価計算の単位 は,そ の原価計
算客体 の量的測定のみでな く一定の質,使 用価値を も反映 した単位 を採用 することが望 ましい。
く　ロ　　　コほを 　 　ラ
2.原価計算の方法の統合化について。生産物原価計算は節約方式の順守,生産余力の摘発,
独立採算制の強化の課題を持つ点で生産費計算と密接な関係にある。 とはいえ両者は2つの独白
な領域として考え,原価計算の本質,概念を明らかにし各国に現存する種々の原価計算方法を分
類する必要がある。分類に際しては生産と技術過程の複雑化,新 製品の生産,生産の専門化と協
業化の進展,会 計業務の改善に則して原価計算の新しい方法,手段,技 法を創造していく過程 と,
1つの原価計算方法例えばノルマ原価計算方法を一層改善していく過程 とによって,新 しいバ リ
アン トが生起して くることを考慮することが重要である。
(98,p.1t5)
3.原価計算項目名称の統合化について。,先に触れたように,コ メコン諸国には模範原価計算
項目名称が既に作成されている。問題はそれを実務においてどう具体化するかにある。生産物原
価を最適に正確に算定するための項 目名称は,その総合的項目で同一の経済的費用を把握し,総
合的項目名称の中に個々の項目で同一の費用支出要素を反映するようなものでなければならない。
そこで原価計算項目名称を作成するためには,次 の点に注圓する必要がある。1.生産 とその習
熟,管理,実現に直接関係した費用の生産物原価へのより正確,真 実な反映。2.費用の経済的
内容と使途の同一性。3.生産組織と技術過程の反映。4.計画化,生産管理,分 析のためのデー
タの確保。
くむおリ サェ　エの
4.直 接費を原価計算客体に関係づける方法の統合化について。当該生産物の生産に直接かか
わった費用を直接費として生産物原価に算入する問題は,会計の統合化に際してさして問題はな
い。ただ最近の10年間に生産の諸条件の変化と共に直接費の組成内容が拡大しつつあることを考
慮して,生産物原価に直接算入される項 目名称を的確に示す名称を設定する必要がある。
(98,PP.116-117)
5.間 接 費を原価計算客体に配賦する方法の統合化について。 コメコソ諸国では さまざまな間
接費の配賦方法を採用 してい る。 それは 当該生産物の生産に間接的にかかわ った費用をその経済
的内容,費 用 と生産過程 との相互 関係に基づいて配賦できる科学的に基礎のあ る基準を発見で き
ない ことにある。間接費の配賦方 法は諸要因に よって規定 され るが,そ の主要な要因は生産組織
である。 このため工業部門を材料を主体 とする グルー プ,労 力を主体 とす るグルー プ,機 械装置
を主体 とす るグルー プに分類 し,そ れぞれの グルー プに とっての間接 費配賦基準 の原則を制定す
る と良い。 制定に際しては1.生 産の技術的水準 と原価の構造 を考慮 し,経 済的 に基礎を持 った
基準を作成 する,2.間接費を具体的な製品の原価へ直接関係づけ る方法があ り得 るかを検 討 す
る,3.よ り確実な原価算定を保障する点に注 目す る必要がある。
6.計 画原価計算(叩aHoBagKanbKynAUHs),ノルマ原価計算(HopMaTHBHastxanhKynfillMfi)につ
(g8,pp.117-118)
いて。このことについては両者の原価計算はそれぞれ独自の意義を持ってお り,同一視してはな
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らないという共通の理解をまず必要 とする。ソビエ ト会計ではそれは次のように理解されている。
計画原価計算の対象である計画原価は製品の品質 ・規格と計画された費用支出基準(計画ノルマ)
との双方の視点から算定された原価の,多 くは当該部門における平均原価である。通常その計画
ノルマは詳細な計算をすることな く設定され年間を通じて固定される。計画原価のデータは価格
形成の資料として活用される。他方 ノルマ原価計算の対象であるノルマ原価は,詳細な計算と月
次ごとに改訂される費用支出基準(当座ノルマ)に基づいて設定される。ノルマ原価は実際原価 と
対比され,両者の差異分析を通じて機動的な原価引下げを行な う。またノルマ原価を基礎にして
当座ノルマ差異(節約一,超過+),費用項目のノルマ改訂差異を考慮することによって実際原価
も算定される。その公式はノルマ原価±当座ノルマ差異±ノルマ改訂差異=実 際原価 となる。実
際原価の算定が実際原価計算または報告原価計算となる。以上のような理解からコメコン諸国で
は計画原価計算,ノ ルマ原価計算,報 告原価計算のそれぞれの独自の役割を高めるように,一層
の改善を行な う必要がある。その際原価計算データの活用といういまだ未解決の問題を解明しな
ければならない。今日の条件のもとではこのことは,1.生産組織,管理,'計画化,会 計と分析
にっいての諸問題の解決にとって,2.卸売価格の改善,節 約方式とノルマの順守,利 潤 と生産
取益性の正確な決定,経済的刺激基金の科学的な形成にとって必要なことである。
以上がH.C.MaqKeBliUiocの見解である。
ところで生産物原価計算システムは金融,計 画化,独立採算制などについての各国め社会経済
政策 と密接にかかわっており,各国の国民経済の計画的管理の主要なテコとなっている。その典
型的な実例としてこれまでにしばしば触れてきた,ハ ンガリーにおける資本主義会計の直接原価
計算に相当する変動費計算法がある。ハンガリーの原価計算システムの主要な特徴を要約すると
(98,P.118)
次のようになる。
1.原価計算の対象は完成生産物ではなくて,年度末に倉庫にある自己生産の在庫残高である。
2.報告原価計算は生産物の全品目に対して行なわず,製造したがいまだ実現され ない生産物残
高に対して行なわれる。3.報告原価計算は月次あるいは四半期ごとに行なわれず,年 度末に簡
略化原価によって行なわれる。14.その手続は原価計算客体別に直接費のみを考慮し,間 接費を
会計年度中個々の種類の生産物に配賦しない。5.原価計算の主目的は倉庫にあ る自己在庫の評
価にある。
ハンガリーでは変動費計算法は個々の種類の生産物原価を正確に把握し,必要な情報を提供す
るシステムとして積極的に評価されている。理由は,このシステムは生産物の製造に直接関係し
た技術的原価(直接費)のみを簡略化原価(直接原価)として把握することで,簡 略化原価の中で
大きな比重を占める直接材料費と操業度との関係が解明されるし,不確実な基準 ・方法で間接費
(98,P.119)
を配賦した金部原価よりも信逓性ある種々の原価情報を確保できるからであるという。通常ハン
ガリーの工業企業では生産物の全部原価の算定を必要 としないが,生産物価格を点検する場合に
のみ,簡略化原価に表8に みるよ,うな全工場費,技術開発費,消費者保障用役費,生産フォン ド
使用料などを加算して全部原価(総原価)がぽ き鷲.更 に耽 変鍍 計算紗 ら館 上の
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多 くの意 思 決定 に 必要 な情 報 を確 保す るた め に,ハ ン ガ リー財 務 省は 簡 略化 原 価 を,1.技 術 的
原価(TexHonoTliuecxa"ce6ecTovaMocTb一直接費と機械 ・設備 ・装置の維持稼動費)ま で,2.比 例 的原
価(llp。nopUHoHailbHagce6ecToHMocTb一直接費 と職場変動費)ま で,3.直 接原 価(npAMagce6ecT。M・
(76,pp.28-29)
MOCTb-一直接費のみ)までと徐々に狭める権限を企業に与えている。
加えて経済改革後のハンガリー では,原価計算業務に対する企業の自主性を高めている。企業
は原価計算の諸手続の中から適切な処理方法を選択できる権限を持っている。 とりわけそれは間
接費配賦の基準 ・方法,原価計算期間などについて選択を認めており,企業は生産組織 と技術過
程の特徴に基づいて原価計算の処理方法を規定した 「生産物原価計算規則」を自主的に作成する。
この規則は原価計算の客体,単位および方法,直接費と間接費,間接費配賦の基準 ・方法,原価
(98,ppll9-120)
計算期間,原価計算と財務会計の統合などを規定して原価情報の確保を意図している。 こうした
原価計算の処理方法の選択とその規則の自主的な作成によって,原価計算業務の効率化,経済活
動の成果に対する企業の関心,責任を高めようとしている。更にハンガリーでは原価情報の提示
に対する責任に注 目している。原価計算部課へ情報を提供する係,その情報を管理する責任者を
企業内に設ける一方で,計画原価,ノ ルマ原価を効率的に統制す るための企業内部情報システム
の創設に向けて努力している。そしてこのシステムの将来の課題として1.価格点検を 目標に,
価格の決定のためと実際原価の算定のための原価計算のすべての種類を統一して単一のシステム
を創造すること,2.原価計算データの信愚性を高めそのデータ活用の可能性を広げる ことを爲
(76,P、33)
標に直接費項目を生産組織,技術進歩,製 品品目を考慮して企業の責任で充実することを掲げて
ω
いる。
以上 の考察か ら各国の生産物原価計算 システ ムの発展は多 くの諸要因に よって影響を受けてお
り,そ のシステムを支えている諸要素は各国に著るしい差異があることがわかる。従 ってコメコ
ン諸国におけ る統一原価 計算 システムの創造に とっては,社 会主義 のもとでの価 格形成の理論的
基礎 と卸売価格の相互比較の基礎を強固に し,価 格形成方法の接近が進 展してい くことが前提 と
なる。
Dノ ルマ原価 計算 の統合化の諸問題
資本主義会計の標準原価計算 と似て非 なる社会主義の ノルマ原価計算の正式 の名称は,生 産費
計算 と生産物原価計算 の ノルv方 法(HopMaTHBH画MeToAy・leTa3aTpaTHafipoH3BogcTBoHKanbKy.
nHpoBaHHA・ce6ecToHMocTvanpoAyKllHu)とい う。 この ノルv原 価計算はこの20年間に コメコン諸 国
(98,p.121)
で採i用され今日一層改善されつつある。会計文献ではノルマ原価計算は機動的な原価引下げ,生
産管理,経済情報の要請に応える先進的かつ効果的な原価計算として考えられている。なぜなら
(35,p.3)
ばそれに よって,企 業 の生産 活動を製品 の原単位にまで遡 って管理す ることができるか らであ る。
この点か らブル ガ リアのM.naMyKglleB,H.「paAeBはノルマ原価計算の意義を次の ように強調
(19,pp.41--as)
している。1.ノルマの改訂を通して,企業の技術政策の計画的遂行を統制 し具体的な経済効果
を決定することができること。2.ノルマの設定を通して,実際原価の信愚性 を高めることがで
きること。3.ノルマの採用を通して,企業の経済的勤務員と技術的勤務員との相互関係を 密に
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し,双 方の職務実行能力を高めることができること。4.ノ ルマの統制を通して,現 場労働者の
原価 意識を高め ることができること。
コメコン諸国におけ るノル マ原価計算を一層改善 させ ようとす る提案は,今 日種 々の視点から
行なわれている。その1つ は生産 の技術過程 の特徴を重視す る視点であ り,2つ は独立採算制の
(98,p.122)
強化を重視する視点であ り,3つは原価差異の分析を重視する視点である。だがノルマ原価計算
の改善策をみる前に,まずこのシステムがコメコン諸国でいまだ広く普及しない原因を究明する
(98,P.122)
必要がある。調査に よる と,ノ ルマ原価計算の採用を妨げる次の ような原因があ る とい う。1.
生産管理上 の欠陥。2.ノルマ原価計算への無理解。3.不充分 な理 論研究。4.導入熱意の欠除 。
5.先進的経験の普及の不足。6.生産組織 の低水準。7.不正確な原価差異報告。8.上級機関か
らの指導不足 など。 コメコン諸国での ノルマ原価計算の採用 とその理論研究は,主 として ソビエ
(98ジp.122)
ト会計の経験を基礎にして行なわれている。それは社会主義のノルマ原価計算は30年代にソ連で 、
開発され,以後この国の先進的工業企業で長 く採用されてきたとい う歴史があるからであり,加
えて現在のソ連でも財務省,ゴ スプラシ,中央統計局を中心にして ノルマ原価計算の一層の改善
に努力しているからである。 その経験からソ連ではノルマ原価計算は,「単なる計算ではなく計
画化,ノ ルマ化,生産の組織化,労働の組織化,物質的 ・技術的補給の組織化と関連した技術的,
経済的政齢 繍 として規定され 蝶 の経済活動を改善するための聾 なテ・として考えら
れている。 ソ連で蓄積されたノルマ原価計算の実践的経験と理論的研究に基づいて,コ メコン諸
(82,pp.133-137)
国は ノルマ原価計算を発展 させた。c.CTyKOBによればその特徴を次の点に要約している。1.原
価に対す る統制 と,個 々の亜部門の活動,そ の執行責任者の活動に対する統制 とを統合させた こ
と。2.直接費の ノルマ設定を生産の技術過程,部 品の費用を基準に し て 費用発生場所 で行な う
ようにした こと。3.間接費のノルv設 定に際しその原価項 日を生産高の変化 と関係 づ け た こと。
4.経営 内の部門間接費の ノルマ設定に注 目した こと。5.電算機の利用のもとでの ノルマ原価計
算の採用を重視 した ことなど。 しかも東独 とチェコス ロバキアは ノルマ原価計算の内容に新しい
経験を付加 えた。
東独では,費 用支 出基 準として平均 ノルvと 当座 ノルマとい う2つ の ノルマを導入 し た。 「・・
(55,P.56)
…生産の種類に応じて平均 ノルマまたは当座 ノルマが採用される」のである。概して生産周期が
相対的に短くかつ単純な製品を生産している企業では平均ノルマを採用し,他方生産周期が相対
的に長 くかつ異種類の複雑な製品を生産している企業では当座 ノルマを採用する。前者の場合に
は実際原価は平均ノルマ原価を基準にして算定され,後者の場合にはそれは当座ノルマ原価,当
座 ノルマ差異,当座ノルマ改訂差異を基準にして算定される。その外にも東独には各種のノルマ
がある。例えば上級機関から提示される方向指示的ノルマ,原価の最適額を示した最適ノルマ,
生産物1,000単位当りのエネルギー費のような量的ノルマ,機械稼動1時間当 りの原価のような
時間ノルマなどがある。更に東独では直接費をその発生 目的との関連で・間接費をその形成場所
(98,P.124)
との関連でそれぞれ ノルマ設定する方法を検討している。
チェコスロバキアでは,ノ ル マ原価計算の2つ のバ リアン トを採用 している。その1つ は原価
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の事前統制を 目的 とした計算であ り,こ の場合には ノルマ改訂 とノル マ差異は各生産取引前に通
告す る。 も う1つ は原価の事後統制を 目的 とした計算であ り,こ の場合には ノルマ改訂 とノルマ
(98,p.125)
差異は過去の月間生産高に基づいて設定する。「第1の方法は機械製作企業で主として採用され,
(52,P.53)
第2の方法は軽工業,食料品工業の企業で主として採用される」。またチ ェコスロ・ミキアではノ
ルマ原価と実際原価との差である原価差異は,まず差異が発生した企業内の亜部門が把握し,次
にその差異発生原因を分析した後,そ の総額を発生原因別に割当て同時に亜部門に一定の指示を
(98,p125)
与え る(もし費用の支出超過であれば,当該亜部門に原価引下げの改善策を指示する)。
なお コメコン諸国は生産費総額 巾に占め る間接費比率 が増加 しつつある現在,聞 接費の ノルマ
設定に特別の関心を払 っている。東独 とブル ガ リアでは部門間接 費の ノル マ設定に,チ ェコスロ
(98,P.125)
バキアでは間接費の正確な見積にそれぞれ努力している。
M.C.MaqxeB四10Cによれぽ今後一層検討すべきノルマ原価計算の問題 として,次 の諸問題 を
挙げて若干の見解を示 している。
(98,p.126)
Lノ ルマ原価計算の組織化について。 ノルマ原価計算をどのように組成するかは原則として
生産の技術過程,製品の内容と品 目などによって制約されるが,工業の各部門における生産物の
製造技術,企業の技術的基盤,生産の組織化の水準は異なるので,全工業共通のノルマ原価計算
モデルを制定することは困難である。そこでノルマ原価計算の理論的基準を 策定 した 後に,B.
(64,pp、64-65)
B.ConKOが主張す るよ うに,そ の基準に基づいて工業 の各部門 ごとの ノルマ原価計算 モデルを
制定す る必要があ る。
く　き　 ロコ　 の
2.原価差異分析について。原価差異を分析することによって原価を機動的に引下げることが
でき,同時に生産活動の結果,技術的政策の効果を統制し必要な情報を得ることができる。この
ため原価差異を原始的証愚書類に記帳し,原価差異を原因別,責 任別とに分類することは重要で
ある。そこで原価差異の機動的分析のための方法論を確立する必要がある。
(98,p.127>
3.原価差異の分類について。 コメコン諸国の会計文献では原価差異を分類する次のような基
準を示している。
ア.原価差異を生産開始前,生産中,生産終了後のそれぞれの時点で把握しようとする基準。
イ.原価差異を費用発生場所別に把握しようとする基準。この基準によると原価差異は例えば
各種製品の生産 と直接関係した差異,コ ス ト・センターの責任による差異などに分類される。
ウ.原価差異を作業内容で把握しようとする基準。この場合には原価差異は生産する製品内容,
生産技術構造の変更から発生する。エ.原価差異を個々の独立採算制亜部門との関係で把握し
ようとする基準。この基準によると原価差異はa.当該亜部門に関係し他亜部門に関係しない
差異,b.個々 の下級亜部門に関係し全職場または全工場に関係しない差異,C.企業側 に関係
する差異に分類される。
いずれの分類にせよ,原価差異はその発生の原因と責任を明確にした うえで,9.THnbAeの指
(20・p.10)
摘するように,製品の種類別とグループ別,費用項 目別,職場別,注文別に差異計算を行なう必
要がある。加えて原価差異を把握する原始的証愚書類の諸様式を作成する。
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続けて 凪C.」W餌KeB四mcはコメコン諸国の工業におけ るノルマ原価計算を統合してい くには,
各国が次の ような方法を採用してい くことによって,各 国間のその差異は徐々に埋 ってい くと主
(98,p.129)
張する。
1.現存する各種の費用支出ノルマを採用してい くこと。
2.製品種類別,製 品グループ別,職 場別,職区別,責任範囲別などの原価差異分析の方法を
採用してい くこと。
3.部品,組部品,製品,取引についてそれぞれのノルマ原価計算を組織してい くこと。
▲ 原価差異を原始的証愚書類の種 々の様式で把握していくこと。
5.半製品計算なしの生産費計算と生産物原緬計算,または半製品計算を伴なう生産費計算と
生産物原価計算を採用してい くこと。
以上がコメコン諸国における生産費計算と生産物原価計算の統合化に関する諸問題である。
(1)ポー ラン ドの工業企業生産費計算規程においては,費 用発生場所を生産的亜部門 と非生産的亜部門
(倉庫 など)と に大別し,特 定の経営機能を1.全 工場的な もの(労 働保安,合理化な ど),2.材料の確
(98、P.101)保
と保管,3.生 産物の販売 とに分類している。
(2)この問題はH.qyMaqeHKoの「工業生産物 の原価測定 と計算の方 法」(MeToAHygeTavaKanbKya・
MpoBaHllsce6ecToHM㏄THnpoMNIIIneHHotinpo丑yKqH班,M.,!965)のモノグラフ H BacMaHoB,n.
HOB朋eHKOの学位論文で究明された。
(3)S.fipyrOBaはソ連留学中にC.K.TaTypの教えを受けた ことを,明 治大学客員教授 として来 日し
た際,女 史から聞いている。
(4)今 目のハンガ リーでは直接費の概念は,1.原 始的証愚書類で確認 された製品の費用,2.生 産活動
と販売活動 の特別費,&同 種製品 または同一 グループ製品の生産のための設備維持稼動費,▲ 同一取
(98,P.120)引
遂行費の一部,5.同 一製品を生産する職場内の同一取 引遂行費として極めて微妙に規定 されている。
なおハンガ リーの会計については 〔106〕を参照。
W貸 借対照表と報告書の統合化の諸問題
A報 告書の統合化の諸問題
経済情報システムにおいて重要な管理用具の1つである会計報告書の統合化の諸問題をまず考
察しよう。 コメコン諸国では後にみるように会計上種 々の報告書を作成するが,この報告書は一
定期間における企業の財務的,経済的活動の成果,その活動水準を示す指標の総括的報告書とし
て理解されている。会計報告書に表示するデータは全国民経済,国民経済の各部門と各省,企業
連合,個 々の企業と企業内の亜部門などのそれぞれの管理レベルで計画化と管理のために活用さ
れる。
企業レベルにおいては会計報告書のデータに基づいて企業活動の経済分析が行なわれ,計 画課
題の達成度を決定し,計画課題と実績の差,両者の不一致をもたらした原因が明らかにされる。
更に会計報告書には企業の自己流動資産の確保,その利用の合目的性,国鴎 仕入先,販売先と
の財務的決済の正当性と適時性,流動資産の回転についての総括的なデータが表示されるのでい
これらの情報は企業の経済活動の計画化,生産上の意思決定などのために活用される。 このため
52'r明 大商学論叢』第69巻第1・2号(1987年1月)(52)
ロメコン諸国では会計報告書 に対 して財務省,統 計管理局お よびその他の国家機関は大 きな注意
を払 ってお り,そ の改善に努めてい る。会計報告書の作成,提 示,点 検,確 認 の方法は各国の会
(98.P,131)
計法規によって規定されている。
(98.P.132)
法規で統一された模範会計報告書は2つ に大別できる。1つ は国民経済の全部門のための全般
的な模範会計報告書であ り,もう1つは国民経済の各部門(工業,建設,農業,遅輸,商業,貿易な
どの部門)のための特殊的な模範会計報告書である。会計報告書はそ の会計期間によって年度報
告書,6ヵ 月または四半期報告書,月次報告書に分類され,多 くの国は年度報告書の中に貸借対
(1)
照表,損益計算書,費用 と生産物原価報告書を含めている。また工場内報告書にも関心が払われ
つつある現在,チ ェコスロバキアでは個々の企業の必要性のためにのみ利用される報告書と,企
業 と上級機関の双方の必要性または上級機関の必要性のためにのみ利用される報告書とが作成さ
(98,P。132)
れている。
コメコン諸 国の現行の会計報告システムには,各 国に多 くの差異がある。1例 としてブル ガリ
アとハンガ リーの工業企業が年度報告書 として作成す る会 計報告書 の種類を比較す ると,表10の
(42,p.52,47,p.62)
よ うになる。表か ら年度報告書の種類だけをみて も,2ヵ国間でかな り異なっていることがわかる。
表10
ブ ル ガ リ ア ハ ン ガ リ ー
1.貸借対照表
2.損益計算書
&生 産物実現報告書
4.工業生産物報告書
5.生産物原価報告書
6.生産管理費 ・用役費報告書
7.電力バランス
1.貸借対照表
Ia.固定資産動態報告書
lb.基本投資報告書
1-1.在庫動態報告書
1-2.固定資産と流動資産の資金動態報
告書
ト3.利潤にはいる基金動態報告書
卜▲予備基金とその他の基金の動態報
告書
卜5.財務的成果報告書(支 出使途別)
ll.損益計算書
皿a.損益明細報告書
皿b。未配賦費用明細書
ロー 1.技術発展費報告書
田.要素別費用報告書
rv.調査書
V.企業発展費用の融資資金動態報告書
W.国庫との決済報告書
(出所)〔98〕の133ページ。
従 って,個 々の種類の年度報告書の中身 まで比較分析す ることぽ不可能である。その他の国の年
度報告書についても同様 であ る。
M.C.MaqKeBllgrocによれば各 国の会計報告システムの差異を,形 式的差異 と本質的差異とに
(98,P.134)
区別し次のように説明している。形式的差異は会計報告システム全体の方法論にそれほど影響を
与えない差異であり,例えば報告書の名称,様式,報 告量,構造,.表示用語などにおける差異で
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表11
国 名 完 成 生 産 物 の 評 価
ブルガ リア
ハ ン ガ リー
国家経済機関で承認した基準化された原価で評価する。なお実
際原価,計画原価,企業の卸売価格による表示も認めている。
実際の簡略化原価,または基準化された簡略化原価,または財
務省の許可を得たうえでの直接費または直接費+設備維持稼動
費で評価する。
チ・コス… キ川 綱 馴 または卸売価格で酬 す・。
ル ー マ ニ ア 1実際の製造原価で評耐 ・.
ドイ・駐 共掴1緬 酬 で諦 す・.
ポーラン ド 已 願 用で評価する.
ソ 連
生産物の生産原価(計画原価によるもの,または実際原価によ
るもの),四半期平均または年度平均の計画生産原価,取 引税
を除いた企業の卸売価格で評価する。
(出所)〔98〕の134～135ページ。
あ る。会計報告システムの方法論に大 きくかかわ る本質的差異は,経 済情報の規模,内 容におけ
る差異であ り,例 えば報告書に表示 され る指標の差,同 一指標の計算方法の差,報 告 デー タの評
価方法の差な どである。確かに評価方法の差 として コメコン諸国には完成生産物,半 製品,原 材
料在庫の評価方法に相違があるが,そ れを完成生産物についてみてみる と表11のようになる。表
か ら実際原価に よる評価が,一 般的な傾向 として広 く採用されてい ることがわかる。
そ こでH.C.MallKeBtigrocは各国で会計報告システ ムを一層改善 しようとす る場合,参 考 とな
るコ メコン諸国のその方法論的原則を設定する必要があるとし,真 実性,客 観性,正 確性,適 時
性の原則に基づ く統一会計報告書を創造すべ きであると主張す る。そしてこの統一会計報告シス
テムゐ創造に際しては,次 の点を確 すべきであ駝 鵡 。
1.会 計報告書 の様式,構 造は表示するデータの電算機処理を効率的に利用できるようなもの
であ ること。
2・ 会計報告書は企業だけでな く上級機関,銀 行な どにとって も決算,統 制,分 析に必要な基
礎的 デー タを確保 できるようなものであること。
?
??
??
?
?
会計報告書のそれぞれの指標は相互に関連するものであること。
会計報告書には会計上明確に概念規定された指標のみを表示すること。
その指標は異なる内容,別のデータの指標を兼ねるものであってはならないこと。
会計報告劃 こは将来の趨勢を判断するため,若干の予測指標を表示すること。
先に触れたように会計報告書のデータは,それぞれの管理レベルで計画化 と管理のために活用
される。このため,各管理レベルのための差別化された会計報告システムを創造する問題が提起
されている。この点についてブルガリアのH.JLymaHOBは,上層管理レベルにとっては総括的
な会計情報を比較的少な く表示する報告書を,他方下層管理レベルにとっては詳細な会計情報を
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(42,P.60)
比較的多 く表示する報告書をそれぞれ作成する必要があるといっている。
B貸 借対照表の統合化の諸問題
会計報告書の中で最も重要な意義を持つ貸借対照表の統合化の諸問題を次に考察しよう。社会
主義の貸借対照表は資本主義会計のそれと同様に,借方に資産の運用形態,貸方にその資産の源
{2)
泉形態を表示する;多 くの国では勘定形式の貸借対照表を採用している。だが他方で,社会主義
のもとでは貸借対照表には資本主義会計と異なる勘定が表示されている。 このためコメコン諸国
の貸借対照表を比較分析する前に,経済改革後の ソ連国営工業企業の簡略化した貸借対照表に例
を取 り,社会主義会計の貸借対照表の構造と勘定を概説しておこう。
ソ連の国営工業企業の基本的経済活動の貸借対照表の構造は,表12のようになる。企業資産の
運用形態を示す借方には,固定資産 と流動資産とに大別された諸資産が固定性配列によって各部
に表示され,他 方,諸 資産の使途 とその調達 とが明確に対比し得る形式で諸財源が,企業資産の
源泉形態を示す黛方に表示される。
表12
、 ソ連国営工業企業の基本的経済活動の貸借対照表の構造
企業資産の分類 (借 方)企業資産の運用形態 t (貸 方)企業資産の源泉形態
一鰻 資勲 都_上 鰹 ヱ 鍾二熱 ≡
・中央集中的投資による基本建設中の資産
轟 建設の部 ・紳 央集軸 投資によ磁 本殻 中の資
産
卜殻 齢(醗 資産の部分)・
(皿)
大修繕の部 ヒ大飾 巾の雄
・国庫からの融資
・生産発展基金
・銀行信用(長期借入金)
「大櫟 用特別齢
(の
引上資産の部
・生産フォン ド使用料
・定額納付金
・特別基金控 除
(V)・ 原材料,燃料
基準化流動資産の ・仕掛品,半製品
部 ・完成生産物,商品
(M)
貨幣資産および決済
の部
・現金
・ゴスパ ンク決済勘定
・債権
・特別基 金
・利潤
・定款基金(流動資産の部分)※
・短期銀行信用(借入流動資産の形成)
・利潤からの補充(自己流動資産の増加)
・債務
※ 但し公表に際しては,固定資産の部分と流動資産の部分とは区分しない。
企業は設立時に固定資産,流 動資産を国家から供与されて操業を開始する。受領した固定資産
は(1)部 に,流動資産のうち生産物を中断なしに生産し実現してい くに必要な残高の計画を要
求される基準化流動資産は(V)部 に,流動資産のうち貨幣資産は(M)部 にそれぞれ借記する。
そしてこれらの資産の金額は資本主義会計の資本金に相当する定款基金として貸記する。操業開
始後,定款基金の総額は主として固定資産上の取引例えば国家からの再度の資産供与,固定資産
の再評価結果などによって増減する。
固定資産は法定の償却率,耐用年数に基づいて原則として定額法で減価償却され,そ の更新用
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ス トロ イバンク
減価償却控除の一部は建設銀行を通して国家へ返還し,残 りの一部は企業内に留保する。操業開
始後に固定資産への投資を必要とする時,その基本建設が資金の長期回収期間を要し国家の責任
で行なう中央集中的投資の場合には,その財源は主として国家からの融資となり,他方,資金が
短期間で回収され企業の責任で行なわれる非中央集中的投資の場合には,その財源は主として企
業に留保した更新用減価償却控除,未利用企業財産の売却金,利潤の一部から形成され る生産発
展基金,(更に財源が不足するならば)銀行信用 となる。そして基本建設とその財源は(ロ)部 に示
される。大修繕中の固定資産とその財源は(田)部に表示する。大修繕の財源は更新用減価償却
ゴ ス パ ン ク
計算の際に国家銀行に積立てた,企 業長の管轄下にあ る大修繕用特別 基金であ る。
操業開始後に運転資金の不足が生 じた時には,企 業は ゴスバンクからの短期信用 で借 入流動資
産を作って賄い,後 日この負債を償還する。企業間の日常の決済は,ゴ スバンクに開設している
決済勘定 の振替 で専ら行なわれ る。決済のズレ,従 業員に対する社会保険控除な どは債権,債 務
となる。以上 の取引は(V)部,(M)部 に表示 され る。
企業活動の成果 としての利潤か らは,ま ず生産 フォン ド(固定資産+基準化流動資産)に 課 せ ら
れる フォン ド使用料,定 額納付金を国庫へ納入し,次 に生産発展基 金,経 済的刺激基金(従業員
の報奨手当のための物質的報奨基金,福利厚生のための社会文化施設 ・住宅建設基金)な どの特別基金へ
企業活動 の成果 を基準にして積立 られ,更 に借入金 の返済,利 子の支払,運 転資金の補充に充当
す る。 これ らの取引は,資 本主義会計の引出金に相当する引上資産 として(N)部 に表示 され る
のである。
ここで コメコン諸国におけ る貸借対照表の各部を示す と,表13のようになる。
表 よりブル ガ リア,ポ ー ラン ド,ルーマニアの貸借対照表の各部は ソ連のそれ と類似 している
ことがわかる。 更に各国の貸借対照表 の各部の内容を検討してい くと,次 のよ うになる。
多 くの国では,固 定資産 を生産的固定資産 と非生産的固定資産 とに分類している。例えば ブル
ガリアでは,企 業の基本的生産活動のための固定資産 と社会 ・生活 ・文化施策のための固定資産
とに分類し,ハ ンガ リーでは生産的使途の固定資産 と文化生活使途の固定資産 とに分類 している。
しかしポーラン ド,ルーマ ニア,チ ェコスロバキアでは生産的固定資産 と非生産的固定資産 との
区分なしに表示する。多 くの国では固定資産の財源は定款基金,銀 行信用 であ り,ハ ンガ リーに
は国家補助があ る。 ソ連では定款基金は固定資産の部分 と流動資産の部分 とを区分 しないで表示
す るが,そ の他の国ではそれを区分 して表示する。 固定資産はブルガ リア,東 独,ル ーマ ニアで
は取得価額で,バ ンガ リー,ポ ー ラン ドでは減価償却額を控除した簿価で貸借対照表にそれ ぞれ
(98,pp.139-140)
表示している。1
流動資産の表示には各国に多 くの相違がみられる。 ソ連,ブルガリアは流動資産を残高の計画
を必要とする基準化流動資産とそれを必要としない非基準化流動資産とに区分するが,その他の
(98,p.140)
国にはこの区分はない。
棚卸資産の諸項目は詳細に区分されているが,それは各国で異なる。生産用在庫に例を取れば
表14のようになる。生産用在庫を詳細に分類する理由は,これらの国では生産用在庫の種類とそ
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表13
ブ ル ガ リ ア の 貸 借 対 照 表一
(1)
(皿)
(血)
(の
固定資産と内部取引の借方項 目
基準化流動資産
貨幣資産,決済およびその他の債権項 目
基本投資の支出と資産
(1)自己流動資産とそれと同一視される資産の源泉
(皿)基準化棚卸資産への銀行信用と調整項目(
皿)銀 行の短期貸付,債務およびその他の債務
項目(
ly)基本投資融資
ポ ー ラ ン ド の 貸 借 対'照 表
?
?
?
方 貸 方
(1)
(H)
(ロ)
(rv)
(V)
α)
投資活動
固定資産と分配資産
在庫と決済上の資産
経営活動のその他の債権項目
財務的成果とその配分
特殊財務活動
?
?
?
?
?
?
?
?
?
(の
'(V)
(M)
投資活動
固定ブオン ド自
己流動資産,流動資産に対する信用,財
務的負債に対する信用および債務
経営活動のその他の債務項目
財務的成果と国庫補助金
特殊財務活動
ル ー マ ニ ア の 貸 借 対 照 表
借 方 貸 方
(1)
(ロ)
(田)
(め
固定資産
流動資産
基本投資の支出と資産
納付金,先決控除金および損失
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
固定資産の自己源泉と借入源泉流動
の自己源泉,借入源泉および引入
源泉基
本投資の源泉
利潤と補助金
ハ ン ガ リ ー の ・貸 借 対 照 表
借 方 1 貸 方
(D
(皿)
(m)
(の
固定資産
基本投資
流動資産
配分利潤および損失
1)固 定資産の源泉
εll)自己流動資産の源泉
(皿)経済的刺激基金と特別使途基金(
N)基 本投資融資源泉
(V)銀行の貸付,信用債務(
M)利 潤
ド イ ツ 民 主 共 和 国 の 貸 借 対 照 表
??? ? 貸 方
(D
(皿)
(田)
(N)
固定資産
流動資産
基本投資
配分利潤および損失
!B'麟雛 流動難 への翻
(皿)固定資産の源泉
(N)流動資産の源泉(
V)基 本投資融資源泉
(v)利潤
チ ェ コ ス ロ バ キ ア の 貸 借 対 照 表
借 ・ 方 i 貸 方
(1)
(皿)
(田)
(の
固定資産
基本投資
流動資産
配分利潤
1)固 定資産の源泉
ε皿)基 本投資と大修繕の融資源泉
Ege3船麟 雇麟 務
(V)利 潤(十),損 失(一)
(注)ブルガリアでは資産は自己の資産と負債の資産,基準化資産と非基準化資産との関係に基づいて分類する。ポ
ーラン ドでは投資活動上のもの(1),経営運営上のもの(皿と 阻,NとV),財務上のもの(M)とい う3っ
の基準で資産を分類する。ルーマニアでは貸借対照表の構造は固定資産と流動資産による資産の分類,利潤と
基本投資の個々の見地による区分に基づいている。
(出所)〔98〕の137～139ページ。
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表14
57一
ブルガ リア
ハ ン ガ リー
ドイツ民主共和国
ポー ラン ド
L材 料(協同組合納入品,予備在庫とに細分)
2,燃料と減摩剤
3,購入農産物と補助原料
4.棚卸不要の荷造包装資材
5.少額迅速消耗物品
6.その他の材料
1.材料
2.少額迅速消耗物品,特殊備品,荷造包装資材
1.未着商品
2.物質的流動資産
3.合目的使途の材料
L予 備材料
2.未着材料
3.少額迅速消耗物品
4.一時的な臨時の建造物
(出所)〔98〕の140ページ。
の財源を示す特別報告書を毎月作成す ることと関係している。
貨幣資産の諸項 目も各国で多様である。例 えば ブル ガ リアでは決済勘定,現 金 と並んで利潤控
除資金な どの項 目もある。ハ ンガ リーでは決済勘定,銀 行特別勘定,そ の他の銀行特別勘定 とに
区分 してお り,ポ ー ラン ドでは決済勘定,そ の他の貨幣資産,特 別基金の資金勘定 とに区分す る。
ルーマニアでは決済勘定,外 貨資金勘定な どの4項 目に区分 し,チ ェコスPバ キアでは当座勘定,
自己資金勘定以外に,郵 便小切手,証 券,外 貨に関係す る諸勘定 の10項目に区分 している。東独
では銀行預金の総資金額 と,そ の内訳項 目である利潤基金,経 常修繕 と大修繕の資金,基 本投資
(98,P.141)
基金,物質的報酬 ・社会文化政策基金とが表示されている。
コメコン諸国における流動資産の財源は,主 としてL定 款基金の流動資産部分,2.恒常的債
(98,p.141)
務,3.銀行信用,4.その他の財源である。1は企業設立時に国家から供与された固定資産と流
動資産の総額のうち,流動資産部分を指し,先に触れたようにソ連では固定資産部分と流動資産
部分とを区分せず,定款基金総額を一括表示するが,ソ連以外の国では双方の部分を区分し,流
動資産部分の定款基金として表示する。2の恒常的債務は日常の決済において不断に発生する従
業員,社会保険機関,企業連合,国庫に対する企業の債務であ り,その内容は各国では表15のよ
うになっている。3の銀行信用は銀行の短期貸付金つまり企業の短期借入金である。この財源で
形成される流動資産は,自 己財源で形成される自己流動資産と対比されて借入流動資産と呼ばれ
る。各国の貸借対照表には各種の短期借入金が表示されている。
ブルガリアでは,棚卸資産が計画基準を超過した時,季節的在庫が発生した時,・支払に遅れが
生じた時,決済にズレが生じた時に銀行信用の利用が企業に許されている。 このため貸借対照表
には一時的に計画基準をうわまわった材料在庫,仕掛品,完成生産物・商品に対する借入金,支
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表15
国 名 恒 常 的 債 務 の 分 類
ブルガ リア
1.賃金に関しての労働者,勤務員に対する債務
2.社会保険機関に対する債務
&将 来の支払に対する準備金
ドイツ民主共和国
利潤の未分配部分
仕入先に対する債務
国庫への未納税額
賃金フォン ドの資金に関する債務
1.月末に減価償却基金へ積立てる減価償却控除に関する債務
2.生産フォン ド使用料に関する債務
&賃 金(所得税を含む)と社会保険控除に関する債務
▲ 企業基金と社会文化施策基金への控除に関する債務
ポーラン ド
L仕 入先に対する債務
2.賃金と社会保険の債務
3.国庫に対する債務
4.将来の支払に対する準備金
ル ー'マ ニ ア L賃 金とその算定上の債務
チ ェコスロバキア
1.準備金とその他の一時的決済の債務
2.労働者,勤務員に対する債務
3.国内と国外の仕入先機関に対する債務
▲ 国営企業 と国内住民に対するその他の債務
5.企業連合組織の分担金に関する債務
6.国庫との税務決済上の組織の債務
τ 総管理局に対する企業連合納付金に関する債務
&国 庫との税務決済上の企業連合の債務
(出所)〔98〕 の142ペー ジ。
払期限の過ぎた支払金に対する借入金,積送商品などに対する借入金,自 己流動資産の一時的補
(98,P.142)
充としての借入金などの諸項 目を表示している。
ハンガリーでは,他の項目と比較して銀行信用の比重は小さいが,それは中期銀行信用 と短期
銀行信用 とに分類する。前者は必要 とする運転資金の需要を自己流動資産で賄なえない場合,ま
たは自己流動資産の補充を内部財源で確保できない場合に銀行が企業に与える信用である。後者
は運転資金の一時的需要に充当させるために銀行が企業に与える信用である。そこで貸借対照表
(98,P.143)
には2つ の銀行信用別に借入金を表示している。
東独の企業では,流 動資産に対する銀行信用は,物 質的流動資産(生産用在庫,半製品,完成生
産物など)の信用 と決済信用(積送商品に対する信用)とに分けて事前に見積る。これは計画的信用
と呼ばれている。この計画的信用の外に,生産計画の超過達成から計画基準以上に効果的に費消
した材料在庫など}こ対する信用(特別信用と呼ばれる),逆に生産計画の未遂行から計画基準以上
に非経済的に費消した材料在庫などに対す る信用(この信用の利子率は他の信用のそれよりも高い)
がある。更に企業の一時的財政困難を救 うための短期信用がある。そこで貸借対照表には物質的
(59)も うひとつの国際会計の展開59
流動資産の信用,決 済信用,計 画的信用を除 く短期信用,財 政難克服のための短期信用の4項 目
(98,P.143)
を表示している。
ルーマ昌アの貸借対照表における銀行信用の表示の特徴は,積送商品に対する短期信用を区別
しないことにある。 これはその資金を自己流動資産の財源と考えるからである。この国では短期
借入金は流動資産に対する借入金,支 払期限の過ぎた支払金に対する借入金(内訳として企業の基
本活動上のものと貿易活動上のものとに区分する),通常の短期借入金,輸入品に対 す る借入金,輸
「98,p.143)
出品に対する借入金とに区分して貸借対照表に表示する。
チェコスロバキアでは,流動資産に対する銀行信用を長期的なものと短期的なものとに分類す
る。前者の長期的な信用は,運転資金に対する恒常的需要を自己財源で賄 うことができない場合
に,企業が利用する銀行信用であ り,後者の短期的な信用は,運転資金に対する一時的需要を満
すために,企業が利用する銀行信用である。長期的な信用 といっても,それは固定資産に対する
長期借入金ではなく,飽までも流動資産に対する借入金であ り,短期的な信用は原材料の在庫量,
生産物の産出量が年間の季節によって変動する場合,または企業活動の不備により計画基準以上
(98,P」144)
の原材料在庫が発生した場合に主 として利用 され る。
個 々の企業間の決済,ま た従業員,社 会保険機関,上 級機関,地 方予算,国 庫 と企業間の決済,
更に債権債務の貸借対照表への表示は コメコン各国で異なっている。例えば,ブ ルガ リア,ル ー
マニア,チ ェコス ロバキアでは社会保険機関に対する債務が,ブ ルガ リア,ハ ンガリー,ポ ーラ
ン ド,ルーマニアでは国庫に対す る債務が,ハ ンガ リーでは関税に対す る債務が,ボ ー ラン ドで
は減価償却決済が,ブ ル ガ リア,チ ェコスロバキアでは決済金額が別項 目でそれ ぞれ表示 され る。
こうした表示上の相違は,各 国の国民経済の計画化 と企業の管理 のシステムにおけ る差異に起因
(98・p.144)
している。
企業活動の成果 と利潤分配の貸借対照表 の表示は,各 国では次の ようになっている。チ ェコス
ロバキアを除いて ブル ガ リアを初め とす るその他の国では,損 失を借記し利潤を貸記す る。更に
(98,p。144)
そこに当期会計年度の利潤と並ん℃ 前期会計年度の利潤,配分される利潤を示す。
ハンガリー では国家は企業の損失を補填しないので,利潤とその配分額と並ん官 過年度から
(98,P.144)
繰越された損失が表示される。 この表示は東独でも行なわれている。
東独では配分される利潤は1.利潤の利用と2.純利潤の利用とい う2つの項 目で表示する。
前者の内容は価格の引上げなどの原因から生じた利潤,国庫へ納入する生産フォン ド使用料から
な り,後者の内容は経済的刺激基金へ積立てられる利潤額,または一定の目的のために企業内に
(98,pL145)
留保 され る利潤額からな る。
ポーラソ ドでは配分 され る利潤は1.国 庫への控除 と2.諸 基金への控除 とい う2つ の項 目で
(98・P.145)
表示す る。
ル 一ーマ ニアとチ ェコスロバキアでは利潤か ら配分 され るL諸 納付金 と利潤か らの優先的控除
額,2.経 済的成果の利用 とを1項 目で表示する。加えてチ ェコス ロバキアでは これ まで に配 分
(98,p.145)
されずに終った利潤があれば,それを未処分利潤として表示する。
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なお経済的刺激基金な どの貸借対照表の表示に も各国に相違があ る。例えばブル ガリア,ハ ン
ガ リー,ポ ー ラン ド,ルーマニアでは経済的刺激基金の総額,こ の基金の種類別の内訳金額を表
(98・p、145)
示するが,ソ連では総額のみ表示する。
コメコン諸国の貸借対照表には企業の基本的経済活動の外にダ基本投資活動が表示される。表
示される基本建設の内容は,各 国の基本投資への融資システムに相違があるため,極めて多様で
(98,p.145)
あ り異なっている。
また コメコン諸国の貸借対照表のその他の表示上の特徴 としては次のものがある。それは ブル
ガ リアでは固定資産の除却 よ り得た資金,ハ ンガ リーでは年 間の定款基金の動態,東 独では地質
調査活動資金,ポ ー ラン ドでは材料購入な どのための次期以降の資金,チ ェコス ロバキアでは外
(98.P145)
貨建金銭債権債務がそれぞれ表示されていることなどである。
以上がコメコン諸国における工業企業の貸借対照表の内容 とその特徴である。
貸借対照表のこの比較分析から,各国は貸借対照表に1.固定資産と流動資産,諸基金,利 潤,
諸決済,銀行信用などの状態を反映させ,2.企業の財政状態の分析に役立つ有用なデータを表示
させようと努力していることがわかる。そ してこのため各国は3.貸借対照表の作成,内容を会
計法規で規定し,そ の信愚性を高めようとしており,4.作成された貸借対照表は企業長,会 計
責任者の署名によって確認している。更に各国は5.企業の貸借対照表の基本的構造を中央集権
的に規定している。それは貸借対照表のデータに基づいて経済部門バランス,国民経済バランス
(98,p.146)
を作成し,上層管理 レベルの計画化と管理に必要な情報を確保するためである。以上の点はコメ
コン諸国の共通点であるといえる。しかし他方で貸借対照表の比較分析から,各国の貸借対照表
(93,pp.62-63)
に多 くの相違点があ ることもわかる。その相違点をA.CymKeBHUは次の ように指摘 してい る。
1.借方項 目と貸方項 口の配 置上の差異。2.区 分 され る各部の相違。3.借方 勘定 と 貸方勘定 と
の対比 の相違。4.表示項 日の大別,細 分 の度合の差異。5.各 国の計画化 と管理の システムの特
徴に起因する会計用語 の相違。α その他 の差異 として ア.貸 借対照表の 様式,規 模,構 造上の
相違,イ.表 示項 目の量 の差,ウ.貸 借対照表の作成 と提示 の期 間の長短。
そ こで重要 な管理用具 としてのまた経済情報の源泉 としての,貸 借対照表の コメコン諸国の統
一雛型を創造す ることが必要 となる。 この点についてM.BaKaHOBらは,「統一貸借対照表雛型,
財政状態の統一分析方法は社会主義国家の学者間の創造的協力を通 じて,共 同の事業 として解 決
(85,P.75)
していかね ばならない重要な問題である」 と主張す る。 また コメコン諸国の貸借対照表を比較検
討 した ブル ガ リアのr.SvaHeBは,「どの社会主義諸国で もこの面で成功す ることは大 きな意義
があ り,将 来においてすべての社会主義国での統一貸借対照表雛型の時を岡 じ くしての,ま たは
(28,pp.8-10)
漸次的な採用は非常に意味のあることである」 という。A.Cy皿KeB刑も学位論文の中で,現存
する差異を取除 くにはなによりも 「貸借対照表の作成にとっての基本原則を設定し,その統一雛
型を作成する必要がある」 と書き,コ メコソ諸国にとっての共通の貸借対照表を作成する際には,
次の原則を順守することを譲 提 臓
1.資産を自己資産と借入資産,基 準化資産 と非基準化資産 とに分類すること。
(61)
?
?
?
?
?
もうひとつの国際会計の展開
銀行信用を 目的使途別に表示すること。
支払期限の切れた支払債務を国感 仕入先,銀行別に区分すること。
定款基金を固定資産部分と流動資産部分 とに区分して表示すること。
財政状態の分析に必要な計画指標を実績指標と対比して表示すること。
企業の責任で管理 しなければならない資産の実際額を表示すること。
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(28,pp.8-10)
r.BMHeBも既 に1972年に統一貸借対照表雛型 の作成について,次の ような原則を推薦している。
1.各 国の貸借対照表は統一雛型に基づいて作成する こと。
2.貸 借対照表 の内容 と様式は,資 産 とそ の財源を相互に均衡させ るとい う経済的思考に基づ
いて設定す ること。
3.貸 借対照表に表示す る指標は指標の重要性,経 済的本質,属 性に基づい て各部に区分し,
性質の異な る資産,そ の財源を部で峻別す ること。各部内ではきわだ った特徴を持つ指標のみ内
訳項 目で区分す ること。
4.貸 借対 照表は固定資産,流 動資産,財 務的成果の変動に よって,表 示す る指標 と項 目が漸
次拡大 してい く部を中心にして組織す ること。
5.貸 借対照表の各部は企業の経済活動に従 って配列すること。
6.貸 借対照表雛型は企業の財政状態の重要な側面のみを簡潔に表示すること。
H.C.Ma耶eB四めcに よれば コメコン諸国の統一貸借対照表雛型を創造す るためには,次 の作
く　 り 　コ　るの
業を一貫性を持って行なうことであるという。L各 国の現行貸借対照表の分析。2.各国の貸借
対照表の差異の摘出,分類および解ψ」。3.統一貸借対照表雛型の基本原則の制定。4.貸借対照
表の様式と構造,各 部 とその配列,表 示価額の統一。5.貸借対照表の分析方法の統一および企
業の経済活動の業績評価のための貸借対照表データの活用方法の統一。上記の作業の中で最も重
要な意義を持つものは3である。
更にM.C.MaqKeB四めcは経済情報の主要な源泉としての貸借対照表に対する今日の要請を充
分に考慮しっつ,次 の原則でコメコン諸国の統一貸借対照表雛型を策定することが必要であると
(98,pp.149-150)
い う。
1.貸借対照表の構造は会計に課せられた課題に応えられるものでなければならず,すぺての
社会主義国に共通の経済的内容と種類に基づ く資産の二面的分類をi基礎にして決定すること。
2.統一貸借対照表雛型は企業に与えられた国家財産の運用に対する財務管理の要請に応える,
企業の財政状態の分析と計画遂行の統制の課題に役立つ ものであること。
3・貸借対照表のすべての指標は証愚書類で確認されたもの,会計帳簿で照合されたものでな
けれぽならない。つまり貸借対照表の継続性が必要であること。
▲ 統一貸借対照表雛型は会計期間中のすぺての経済取引と,貨幣資産,固定資産,棚卸資産,
決済の棚卸 ・照合の結果とを反映するものであること。
5.貸借対照表の項 目は科学的根拠のある統一評価基準に基づいて表示すること。 とりわけ企
業のすぺての経済的資源をその購入または製造に要した実際の費用(いわゆる取得原価)で評価す
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ることが望ましいこと。
6.資産 とその源泉の相互均衡を順守すること。
7.経済情報の源泉としての貸借対照表の役割を高めるために,必要な計画指標を統一雛型に
表示すること。
&貸 借対照表のすべての項 目をそれぞれの部に分類すること。
駄 貸借対照表は資産運用の清報,資産財源の情報を明瞭に表示すること。
10.貸借対照表の借方は資産の種類,そ の金額,そ の運用状況などを示 し,貸方は資産形成
の財源,その財源の内訳,その使途などを示す こと。
11.貸借対照表は会計期間中の企業の経済活動の財務的成果を示す こと。 この場合利潤は貸
方に損失は借方に表示すること。
12.統一貸借対照表雛型は当該会計期間の期首と期末における資産とその財源のデー タを,
それぞれ表示すること。
以上がコメコソ諸国における貸借対照表 と報告書の統合化に関する諸問題である。
(98,P.132)
{1}東独では年度報告書の中に価格報告書,費用報告書,生産物種類別の純所得報告書を含めている。
② 但しハンガリー,ルーマニア,チェコスロバキアでは貸借対照表は最初に借方の全項目を表示し,そ
ロリコ　の　ラ
の借方合計の後に貸方の全項 目を表示する。東独も初期の段階でこの形式を採用していた。
Kお わ り に
かつてレーニンは 「人類の経済的,政治的および精神的全生活は,資本主義のもとでもますま
(114,p.251ノ
す国際化されつつあ るが……社会主義は この生活を完全に国際化する」 といったが,こ の社会主
義的な国際経済生活は,今 日の社会主義諸国 とりわけ コメコン加盟国における社会主義経済統合
の もとで促進 されつつある。 しか もこの経済統合の進展 の過程 でい まだ相違があ るとはいえ,経
済改革の大 きな流れの中で各国の国民経済の計画化 と企業の管理のシステムに接近の傾向がみ ら
れ る。それは既 に考察した よ うに1.国 民経済計画,見 通し計 画 の策定方法,2.独 立採算制の
深化,節 約方式 の強化,3.生 産余力の効率的利凧4.上 級機関から指令 として与え られ る企業
の義務的指標の削減,5.物 質的,労 働的,貨 幣的資源の合理的利用に対 す る 物質的刺激 の役割
の引上げ,6.価 格形成 システムでの企業の権限 の拡大,7.生 産の効率化,集 約化,平 準化 の向
上,&全 体 としての経済政策の接近,協 力において顕著にみ られる。 これ らすべての こ とが各
国の会計システムの改善を必要 とさせ ると同時に,コ メコン諸国の統一会計システムの創造 を必
要 とさせている。勿論 この統一会計 システムの創造は複雑かつ長期の過程 となるが,特 に最近の
10年間に コメコン諸国は これを国際会計 として論議を展開しているのであ る。
もっともコメコンを中心 とした経済統合が進行 していたに もかかわらず,コ メコン諸国で国際
会計が これ まで発展しなか った理 由の1つ として,M.H.Berryは交換性のない振替 ルー ブル と
(97.P.191)
い う集団通貨の存在を指摘していた。だが,既 に1971年に採択されたコメコンの総合プPグ ラム
では,現在の集団通貨を価値尺度,支払手段,蓄 積手段とい う基本機能を持ち,また実勢にあっ
(63)も うひとつの国際会計の展開63
た為替レー トと金による裏付のある交換性を持った真の国際通貨に漸次変えることを明らかにし
(110θp.187).・.
ている。従ってこの問題の今後の動向と共に,コ メコン諸国における国際会計の今後の展開に注
目していかねばならない。
加えて社会主義の.もとでの国際会計と資本主義のもとでの国際会計との比較研究も,今後に残'
された研究課題の1つ となろう。なぜならばおよそ1つの体制のもとでの国際会計の研究のみで
は,所詮片肺的な国際会計の研究に過ぎず,全地球的規模の文宇通 りの国際会計の研究とはなら
ないからである。こうした意味でも,'資本主義の国際会計研究とは別のもう1つの社会主義の国
際会計研究の意義は,極めて大きいといえるのである。
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